
委託設置した高齢者なんでも相談室において、要支援及び事業対象者に対し介護予防ケアマネジメン
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 トを実施し、要介護状態への悪化を防止し、現状維持・改善を行う。
展開方向

要支援・事業対象者に適切な介護予防ケアマネジメントを行うことで、日常生活における機能の維持・改善 各地区の高齢者なんでも相談室で実施する、新規認定者及び更新認定者の要支援１、要支援２及び事業対象
を図る。 者の方の介護予防ケアマネジメント業務の実施状況について管理を行う。
〇介護予防ケアマネジメント及び給付管理業務については、委託設置した各地区の高齢者なんでも相談室で 当該年度 ただし、各地区の高齢者なんでも相談室で対応できないケースが発生した場合、市の高齢者なんでも相談室
実施する。 執行計画 で介護予防ケアマネジメントが実施できるように人的な体制は整備しておく。また、介護予防に関する相談

(3)事業内容 内　　容 〇各地区の高齢者なんでも相談室で対応困難なケースが発生した場合は、市の高齢者なんでも相談室にて対 業務は市の高齢者なんでも相談室でも引き続き実施していく。
応していく。また、介護予防に関する相談業務は市の高齢者なんでも相談室で引き続き実施していく。

日常生活機能及び要支援状態の維持、改善 想定値 77.8当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 74.3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 74.5 77.8
作成者数(新規を除く）

令和 2年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 77.8
作成者数(新規を除く）

令和 3年度 自立支援のためのケアプランを作成、実施することで日常生活機能、及び要支援状態を維持・改善する。 直接 日常生活機能及び要支援状態の維持、改善者数　/　年間ケアプラン ％ 77.8
作成者数(新規を除く）

高齢化による対象者の増加が、業務量超過や多事業遂行に差し支えないよう、困難ケースのケアプラン作成については市の保健
(7)事業実施上の課題と対応 師等が相談支援または直営としてケアプランの作成を行う。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護予防サービス計画作成 0 介護予防サービス計画作成 0 0 介護予防サービス計画作成 0 介護予防サービス計画作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01
正職員人件費 88 88 88 88 88

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 88 88 88 88 88
(11)単位費用

1.13千円／％ 1.13千円／％ 1.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平成１８年４月介護保険制度見直しの一つとして、介護保険が制度として持続していくため「予防が重視」され、介護予 ●①事前確認での想定どおり
防ケアマネジメントが導入された。介護予防を推進することで高齢者が健康を維持し、要介護者増加の抑制に繋がる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢者は介護予防ケアマネジメントを実施していても、疾患の悪化等により身体状況の変化が起きやすいが、要支援状態
の維持・改善率が70％以上を保っているので、想定どおりと考えられる。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 要支援等の認定を受けた高齢者の介護予防ケアマネジメント

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 業務は、介護保険法にて地域包括支援センターが行うものと
□その他 　促進された 決められている。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
74.5 77.8 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な介護予防マネジメントを行うことで、日常生活機能の維持・改善が図れた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 74.3 95.5

と考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 88 0 88 100
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 88.41

％ 10万円 84.43 95.5

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は高齢者が日常生活機能の維持・改善を行うために必要な事業であるため、今後も現状どおり事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 476 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢期健康教育 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護予防マネジメントの管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.01 人）
(1)事業概要

(当　初) 88 千円 (うち人件費 88 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援し、身近 市内の



症高齢者が住みなれた地域で安心して日常生活を営むことができる保護体制を確立する。
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
（1）所在不明となった認知症高齢者に対し、捜索依頼に基づき警察や社会福祉協議会、コンビニエンスス ２４時間体制で認知症高齢者の徘徊に対し、ネットワークを図り早期保護に努める。また、所在不明となっ
トア、ガソリンスタンド等の協力機関、市が連携しＦＡＸを利用し認知症高齢者を早期に発見し保護する。 た高齢者の家族からの要請により、防災行政無線緊急放送を行う。
（2）SOSネットワーク連絡協議会の開催（隔年） 当該年度
（3）所在不明となった高齢者の家族からの要請により、防災行政無線緊急放送を行い、早期発見・保護に 執行計画

(3)事業内容 内　　容 つなげる。

徘徊高齢者を早期安全に保護する。３１年度ネットワークによる保護 想定値 30当該年度
人数 単位 人

活動結果指標 実績値 30

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ネットワークにて徘徊高齢者を早期に安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100 100

令和 2年度 ネットワークにて徘徊高齢者を早期に安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100

令和 3年度 ネットワークにて徘徊高齢者を早期に安全に保護する。 直接 SOSネットワーク事業利用者を24時間以内に保護する。 ％ 100

今後、認知症高齢者の方が多くなることから新規のＦＡＸネットワーク会員を開拓し、ネットワーク網を拡げていく必要がある
(7)事業実施上の課題と対応 。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＳＯＳネットワーク消耗品 6 ＳＯＳネットワーク消耗品 3 0 ＳＯＳネットワーク消耗品 3 ＳＯＳネットワーク消耗品 3
ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 226 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 228 146 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 228 ＳＯＳネットワークＦＡＸ通信料 228
ＳＯＳネットワーク連絡協議会賄費 4 ＳＯＳネットワーク連絡協議会賄費 4

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 236 合　　計 231 146 合　　計 235 合　　計 231
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 90 補助率 38.5 ％ 88 57 補助率 38.5 ％ 90 補助率 38.5 ％ 88
県支出金 補助率 19.25 ％ 45 補助率 19.25 ％ 44 29 補助率 19.25 ％ 45 補助率 19.25 ％ 44
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 47 46 26 46 46

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 54 ■特会 □受益 □基金 □その他 53 34 ■特会 □受益 □基金 □その他 54 ■特会 □受益 □基金 □その他 53
換算人数(人) 0.06 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 528 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 764 671 586 675 671
(11)単位費用

31.83千円／人 22.37千円／人 19.53
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本市における高齢化率は､毎年増加し、今後ますます高齢化が進行する。また、これに比例して、認知症高齢者数も増加 ●①事前確認での想定どおり
が予測され、対応の必要性が高まっている。認知症の症状の１つである徘徊により行先が分からなくなった高齢者等は、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 脱水や交通事故など、生命に関わる問題に遭遇する可能性が高く、さらに家族の精神的不安も高いため、早期発見・保護 ○要
   背景は？(事業の必要性) に努める必要がある。また、市民に対して広く認知症についての啓発を図り、正しい理解や対応方法を周知する必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 認知症になっても安心して暮らし続けられる地域づくりを推進するため、また認知症高齢者の家族の安心を担保するため
、徘徊する高齢者を早期に発見する仕組みは必要不可欠である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった SOSネットワークを利用しての行方不明者の情報を共有する

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 仕組みは、個人情報を取り扱う業務であり、市が実施するこ
□その他 　促進された とで安全かつ迅速に情報を共有できるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民及び民間の機関や団体がネットワークの構成メンバーと SOSネットワークには、市内コンビニエンスストアやガソリ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り なっている。 ンスタンド、公共交通事業所、銀行、介護サービス事業所等 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り が協力団体として登録されており、官民が協働しながら認知 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 症高齢者の発見に寄与している。 ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

SOSネットワークの効果により、行方不明者をすべて発見することができたが、
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 77 77

市外で保護をされるケース等については、通報受理後24時間を経過してしまった
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 671 93 586 87.33
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用件数が少なかったため

12.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 SOSネットワークの効果により、行方不明者をすべて発

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 見することができたが、市外で保護をされるケース等に

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 14.9 ついては、通報受理後24時間を経過してしまったため。

％ 10万円 13.14 88.19

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
認知症になっても住み慣れた地域で安心して暮らせる地域を実現するため、認知症となった高齢者が徘徊等により行方不明になった際の早期へ
発見と、その家族の安心を担保するために必要な事業である。今後ますます認知症高齢者の数が増加することが予想されるため、引き続き推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 483 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 徘徊高齢者の早期保護 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 SOSネットワーク事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 671 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 認知



送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 一人暮らし高齢者等の閉じこもりを防ぎ、健康づくり、寝たきり予防、交流の促進を図り、生きがいのある
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 自立した生活を支援する。
展開方向

充実を図ります。
〇公民館や近隣センタ－等の公共施設や地区集会所等の施設を利用し、高齢者が気軽に立ち寄り地域の仲間 ○きらめきデイサービス事業の実施状況を把握し、市民団体と協議しながら事業内容の充実を目指す
との交流や手芸等の趣味を楽しむことができる「きらめきデイサービス」を実施する。 ○市民団体と事業の委託契約締結
・運営は市民団体に委託するが、地域のボランティアも運営に参画し、より充実した地域ぐるみサービスを 当該年度 ○委託団体は、毎月市に実績報告書提出⇒市：確認⇒委託団体：請求⇒市：委託料支払
提供する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・保健師等による健康相談や健康教室等も実施する。
・１回の利用人数は場所によって異なり、少ないところでは概ね１０人程度、多いところでは、７０人程度
になる。 きらめきデイサービスの利用者数（355人/月） 想定値 355当該年度
・平成２９年３月から健康体操を取り入れ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めてい 単位 人

活動結果指標 実績値 411る。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 きらめきデイサービスの利用者を増やす。 直接 １月当たりの平均利用者数 人 317 355

令和 2年度 きらめきデイサービスの利用者を増やす。 直接 １月当たりの平均利用者数 人 400

令和 3年度 きらめきデイサービスの利用者を増やす。 直接 １月当たりの平均利用者数 人 400

現在、きらめきデイサービスの参加者は、７０歳・８０歳代の女性が多い。現役を退いた高齢者特に男性は、社会的な関わりが
(7)事業実施上の課題と対応 少なくなり家に引きこもりがちになりやすく、身体的、精神的、社会的な生活機能を低下させる要因であるが、その年令の対象 代替案検討 ○有 ○無

者の利用が少ない状況にあるため、魅力あるメニューの工夫をする。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

きらめきデイサービス事業委託料 1,503 きらめきデイサービス事業委託料 2,154 1,563 きらめきデイサービス事業委託料 2,154 きらめきデイサービス事業委託料 2,154
（既存4ヶ所） （既存4ヶ所） （既存4ヶ所） （既存4ヶ所）

嘱託職員報酬費（×０．２人） 422 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444
社会保険料 66 社会保険料 69 69 社会保険料 67 社会保険料 67
雇用保険料 5 雇用保険料 4 4 雇用保険料 5 雇用保険料 5
交通費 9 交通費 9 8 交通費 9 交通費 9

実施内容 きらめきデイサービス事業委託料（3月 △500 0

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,005 合　　計 2,180 2,088 合　　計 2,679 合　　計 2,679
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,005 2,180 2,088 2,679 2,679

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 2,200 2,200 2,200 2,200

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 502 502 502 502 502
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,205 4,380 4,288 4,879 4,879
(11)単位費用

11.85千円／人 12.34千円／人 10.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・高齢者がはつらつと充実した生活を送ることができるよう､年齢や体調に合わせた健康づくりを支援するとともに、寝 ●①事前確認での想定どおり
たきりや認知症を予防し、高齢者に対応したさまざまな地域活動を実施するなど､生きがい活動や地域社会への参加を支 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 援する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・平成２９年３月から、健康体操を取り入れ、より健康づくりを意識した「強化型」事業への移行を進めている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

きらめきデイサービスは、高齢者同士の交流の場として定着しており、高齢者の閉じこもり予防等の効果を果たしている
。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者の身近な場所に気軽に参加し、おしゃべりなどができ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 る高齢者同士の交流の場を設け、運営を支援することは、高
□その他 　促進された 齢者の閉じこもり防止、認知症予防、健康寿命の延伸の観点

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した からも重要である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体の自主的な活動を支援している。 きらめきデイサービスは、地域の自主的な活動により運営さ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り れている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
317 355 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

会員数の多い運営者が従来型で活動しているため、参加者数が増加したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 411 115.77
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,380 △175 4,288 97.9
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

コロナウイルスの影響により3月の開催ができなかったため、減少した
。

△4.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 会員数の多い運営者が従来型で活動しているため、参加

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 者数が増加したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.11

人 10万円 9.58 118.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢者の身近な場所に気軽に参加し、おしゃべりなどができる高齢者同士の交流の場を設け、運営を支援することは、高齢者の閉じこもり防止
、認知症予防、健康寿命の延伸の観点からも重要であるため、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 484 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 きらめきデイサービスの促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 9年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,879 千円 (うち人件費 2,200 千円）⑦事業費
総事業費 4,988 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,380 千円 (うち人件費 2,200 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) ・第５次保健福祉総合計画 他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を



む上で支障がある高齢者のために住宅の一部を改造しようとする者に対し、住宅改造に要する
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 費用の一部を助成することにより、高齢者の自立の促進と介護者の負担の軽減を図る。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、世帯の生計中心者の市民税が非課税若しくは均等 ○住宅改造を必要とする高齢者を適切に把握し、効果的な住宅改造を実施する。
割のみ課税、または合計所得金額１２５万円以下の６５歳以上の高齢者を対象に、居住する住宅に手摺り、 ○対象者の把握方法
段差スロープ、式台の設置に要する費用の一部を助成（助成限度２５千円）する。介護保険の要支援から要 当該年度 ・高齢者なんでも相談室と連携
介護２までの認定者に対しては、助成限度額２００千円。要介護３以上の認定者に対しては、助成限度額５ 執行計画 ・市看護職等による訪問時

(3)事業内容 内　　容 ００千円を助成し、高齢者の自立の促進と介護者の負担の軽減を図る。 ・民生委員との連携
・介護支援専門員との連携
助成対象者想定数（３１年度） 想定値 8当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100 100

令和 2年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100

令和 3年度 手摺り設置などの住宅改造を行うにより、在宅生活の維持・継続を図る。 直接 住宅改造が必要な方への助成率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者住宅改造助成費 400 高齢者住宅改造助成費 400 0 高齢者住宅改造助成費 400 高齢者住宅改造助成費 400

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 400 0 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 400 0 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 880 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,280 1,104 704 1,104 1,104
(11)単位費用

160千円／人 138千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が住みなれた地域で、長くくらし続けられるよう、居宅において安全に生活できる居住環境を創る必要がある。ま ●①事前確認での想定どおり
た、予防段階においても手摺り、段差スロープ、式台の設置に要する費用の一部を助成することで転倒予防等の効果が図 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ れる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

身体状況に合わせ、浴室や廊下、階段に手すりを湿地し、転倒予防等在宅生活の支援に効果があったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 要介護認定等を受けていない方を含め、対象となる方に費用

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の助成を行う事業であり、市以外では実施できないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当無し。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,104 176 704 63.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請者がいなかったため。

13.75

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 申請者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 9.06

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自宅において、安全な生活を続けるために必要な事業であることから、市高齢者支援課と５地区の高齢者なんでも相談室において、対象となる
方を的確に把握しながら引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 486 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 住宅改造事業の拡大 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,104 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 日常生活を営



きるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 高齢者が気軽に集える場所を提供することにより、高齢者の閉じこもりを予防するとともに、地域での交流
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 を促進し、健康で生きがいのある生活を支援する。
展開方向

充実を図ります。
高齢者の外出動機の高い理由である「買い物」に視点を置き、商店街の空き店舗を活用したモデル事業とし ○平成３１年度の管理運営委託契約（平成３１年４月１日契約締結）
て、湖北駅南口の商店街のなかに「お休み処」を開設。この「お休み処」では、高齢者が健康で生きがいの ○「お休み処」運営委員会を毎月開催
ある生活を送れるように、高齢者の趣味・趣向をとらえながら気軽に集える場として実施する。運営は社会 当該年度 ○毎月実施報告受理
福祉協議会に委託し、地区社協の事業としてボランティアの協力のもとに、日替りで異なったサービスの提 執行計画 ○定期的に高齢者が集う「お食事会」、「各種講座」等の開催

(3)事業内容 内　　容 供や、高齢者が気軽に自由につどえるようお茶等をサービス及び話し相手になってもらう。また、高齢者に
かかる講習会の開催や健康相談を行う。

１年間の延べ利用者数 想定値 15,000当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 7,928

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 50 50

令和 2年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 55

令和 3年度 「お休み処」の利用者数を増やす。 直接 １日の平均利用者数 人 60

今後は、施設のPRやイベント等の実施及び地元商店会の連携を強化した施設運営を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

○光熱水費255千円 255 ○光熱水費 255 192 ○光熱水費 255 ○光熱水費 255
○施設修繕料 10 0 ○施設修繕料 10 ○施設修繕料 10

○通信運搬費46千円 46 ○通信運搬費 46 37 ○通信運搬費 46 ○通信運搬費 46
○運営委託料765千円 765 ○運営委託料 765 656 ○運営委託料 765 ○運営委託料 765
○お休み処清掃委託料79千円 79 ○お休み処清掃委託料 80 58 ○お休み処清掃委託料 80 ○お休み処清掃委託料 80
○お休み処賃借料1,926千円 1,926 ○お休み処賃借料 1,731 1,722 ○お休み処賃借料 1,731 ○お休み処賃借料 1,731

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,071 合　　計 2,887 2,665 合　　計 2,887 合　　計 2,887
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,071 2,887 2,665 2,887 2,887

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,831 4,647 4,425 4,647 4,647
(11)単位費用

0.32千円／人 0.31千円／人 0.56
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者がはつらつと充実した生活を送ることができるよう､年齢や体調に合わせた健康づくりを支援するとともに、寝た ●①事前確認での想定どおり
きりや認知症を予防し、高齢者に対応したさまざまな地域活動を実施するなど､生きがい活動や地域社会への参加を支援 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

高齢者が気軽に集える地域交流の場として定着しており、高齢者の閉じこもり防止、生きがいづくりに必要な事業である
。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者が気軽に集える地域交流の場として、湯茶のサービス

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、話し相手、高齢者に関わる講習会や健康相談を実施し、高
□その他 　促進された 齢者の閉じこもり予防や生きがい対策事業として実効性を確

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 保できた。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 管理、運営を地域の社会福祉協議会へ委託している。 社会福祉協議会へ委託し、地域住民のボランティアスタッフ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り による運営を行った。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
50 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

1日あたりの利用者数が減ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 33 66
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,647 184 4,425 95.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

3.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 賃借料等固定経費が予算に占める割合が大きいため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.08

人 10万円 0.75 69.44

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
きらめきデイサービス事業との違いを整理しながら、お休み処事業の在り方の検討を行う。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 488 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 空き店舗を活用した「お休み処」の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,647 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 5,999 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) ・第５次保健福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることがで



立場で高齢社会への対応を探り、講演会やシンポジウムなどを開催すること
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 で、多くの市民に関心をもってもらい、多くの人に参加してもらうことで啓発効果を高める。
展開方向

充実を図ります。
市と「高齢社会への対応を探る会」が協働し、高齢社会の様々な課題等を探り、住みなれた地域で安心して ○毎月「高齢社会への対応を探る会」定例会の開催
日常生活を営むことができる体制を確立するために、我孫子市内の公共施設で高齢社会に関する講演会、シ ○９月「高齢社会への対応を探る会」講演会、催し開催
ンポジウム、勉強会等を開催し、広く市民にに情報発信していく。 当該年度 ○２月「高齢社会への対応を探る会」公開勉強会開催

執行計画
(3)事業内容 内　　容

イベント等への来場者数 想定値 500当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 297

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 417 500

令和 2年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 500

令和 3年度 講演会等を開催し、高齢社会に対する関心をもってもらい、多くの市民に参加してもらう。 直接 イベント等への来場者数 人 500

高齢社会への対応を探る会と市との協働は引き続き必要であるが、会の自立等を含め事業のあり方を検討する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢社会への対応を探る事業催しの開催 400 高齢社会への対応を探る事業催しの開催 400 400 高齢社会への対応を探る事業催しの開催 400 高齢社会への対応を探る事業催しの開催 400
（年2から3回） （年2から3回） （年2から3回） （年2から3回）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 400 合　　計 400 400 合　　計 400 合　　計 400
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 400 400 400 400 400

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,280 1,280 1,280 1,280 1,280
(11)単位費用

2.56千円／人 2.56千円／人 4.31
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民が自発的に高齢社会への対応について検討することにより、市民の目線から課題を抽出することができ、施策に反映 ●①事前確認での想定どおり
できる。また、市と市民とが協働により講演会のイベントを実施することで、効果的な情報発信が可能となる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市と市民の協働により講演会等のイベントを実施することで、情報発信を行なえた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢社会の様々な課題を探り、住み慣れた地域で安心して日

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 常生活を営むことができる体制を確立するために、市と市民
□その他 　促進された が協働して講演会等のイベントを実施することで、効果的な

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 情報発信が可能となり、事業の実効性が確保された。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体である「高齢社会への対応を探る会」に事業を委託 市民団体である「高齢社会を探る会」に事業を委託している ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り している。 。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当無し。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
417 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市広報やホームページにてＰＲ活動を行ったが、台風の影響を受け、日程及び会
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 297 59.4

場を変更したため、集客に影響が出た。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,280 0 1,280 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市広報やホームページにてＰＲ活動を行ったが、台風の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 影響を受け、日程及び会場を変更したため、集客に影響

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 39.06 が出た。

人 10万円 23.2 59.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢化が進む当市において、市と「高齢者への対応を探る会」が協働し、高齢社会の様々な課題を探り。広く市民に情報発信していくことは重
要だと考える。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 490 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢社会への対応を探る事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和61年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,280 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や 市民と行政が協働により対等な



地域で住民との交流ができる場や 定年退職後等において、何らかの就業を通じて自己の労働能力を活用したなかで、臨時的かつ短期的な仕事
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 等を組織的に提供し、増加する高年齢者の就業機会の確保、生きがいの充実、社会参加の場が提供できるよ
展開方向

充実を図ります。 う支援する。
就業を通じて自己の能力を生かし、就業機会の増大と、活力ある地域づくりに寄与することを目的としてい ○Ｈ３１年４月：（シルバー人材センター）補助金交付申請⇒（市）受理⇒審査等⇒補助金交付決定⇒（シ
るシルバー人材センターの運営に対し補助金を交付する。 ルバー人材センター）補助金請求⇒（市）補助金概算交付

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

シルバー人材センターの会員者数 想定値 700当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 669

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 681 700

令和 2年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 720

令和 3年度 （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を交付し、多くの高齢者の就業機会を確保する。 間接 シルバー人材センターの会員者数 人 730

市がシルバー人材センターの運営に対し補助金を交付しない限り、別途、国から補助金を受けられないことから、当面市は補助
(7)事業実施上の課題と対応 金を交付する必要はあるが、シルバー人材センターは、運営の自立化、効率化に努める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000 ○（公社）我孫子市シルバー人材センタ 15,000
運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円 運営費補助金　15,000千円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 15,000 合　　計 15,000 15,000 合　　計 15,000 合　　計 15,000
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,320 16,320 16,320 16,320 16,320
(11)単位費用

23.31千円／人 23.31千円／人 24.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進展する中で、高齢者の豊富な経験と知識を生かした事業運営を行なっているシルバー人材センターの役割は、 ●①事前確認での想定どおり
就業機会の開拓やシルバー事業の普及啓発活動等の機能の強化を図り、ニーズにあった事業の開発を積極的に進めていけ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ るよう支援していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新たな就業機会の創出、シルバー事業の普及啓発活動の機能強化を図り、ニーズにあった事業の開発を進めていくために
、継続的に支援していく必要がある。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった （社）我孫子市シルバー人材センターの運営に対し補助金を

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 交付することで、多くの高齢者の就労機会を確保することが
□その他 　促進された できた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
681 700 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

シルバー人材センター事業の普及啓発活動の機能強化を図ったが、会員数が減少
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 669 95.57

したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,320 0 16,320 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.29

人 10万円 4.1 95.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
定年退職後も働く意欲と能力を持った高齢者に社会の担い手となる場を提供するシルバー人材センターへの支援は、運営の自立化進めるため重
要なものであり、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 492 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の就業支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 シルバー人材センターへの支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 昭和56年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,320 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 17,150 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) ・第５次保健福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な



の交流ができる場や 高齢者に敬老祝金を贈り、長寿を祝福するとともに、高齢者福祉の増進に寄与する。
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的
展開方向

充実を図ります。
9月1日現在において、本市に引き続き5月以上居住し、かつ、本市の住民基本台帳に記録され、又は外国人 ○7月敬老祝金贈呈対象者に祝金振込依頼書を郵送⇒受理
登録原票に登録されている者で当該年中に80歳、88歳、100歳に達する者に祝金を贈呈する。 ○9月敬老祝金を贈呈
　80歳、88歳に達する者　1万円 当該年度
　100歳に達する者　　　 3万円 執行計画

(3)事業内容 内　　容

敬老祝金贈呈者数 想定値 1,602当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,956

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 1,509 1,602

令和 2年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 1,600

令和 3年度 対象者に敬老祝金を贈呈し、長寿を祝う。 直接 敬老祝金贈呈者数 人 1,700

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

敬老祝金報償費 21,300 敬老祝金報償費 21,360 20,060 敬老祝金報償費 21,360 敬老祝金報償費 21,360
消耗品費 61 消耗品費 55 55 消耗品費 55 消耗品費 55
通信運搬費 288 通信運搬費 298 259 通信運搬費 298 通信運搬費 298

嘱託職員報酬費（×０．２人） 422 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444
社会保険料 66 社会保険料 69 69 社会保険料 67 社会保険料 67
雇用保険料 5 雇用保険料 4 4 雇用保険料 5 雇用保険料 5

実施内容 交通費 9 交通費 9 8 交通費 9 交通費 9
臨時事務補佐員賃金 810 臨時事務補佐員賃金 834 813 臨時事務補佐員賃金 834 臨時事務補佐員賃金 834

(8)施行事項
費　　用 臨時事務補佐員交通費 51 敬老祝金報償費（3月補正） △539 0

予算(決算)額 合　　計 23,012 合　　計 22,534 21,712 合　　計 23,072 合　　計 23,072
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 23,012 22,534 21,712 23,072 23,072

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 502 502 502 502 502
臨時職員賃金額 861 861 861 861 861

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 24,332 23,854 23,032 24,392 24,392
(11)単位費用

15.19千円／人 14.89千円／人 11.78
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

多年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うために敬老祝金を贈呈し、高齢者福祉についての関心と理 ●①事前確認での想定どおり
解を深めることに寄与するとともに高齢者の生活の向上を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

敬老祝金を贈呈することで、高齢者福祉について理解と関心を深め、高齢者の生活の向上を図ることが出来た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 敬老祝金贈呈者数

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 　８０歳　１３６５名
□その他 　促進された 　８８歳　　５６６名

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した １００歳　　　２５名
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,509 1,602 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

贈呈対象者数が増加したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,956 122.1
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 23,854 478 23,032 96.55
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 目標値の想定より対象者が少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.72

人 10万円 8.49 126.34

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ●縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、長年に渡り社会へ貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うために敬老祝金を贈呈し、高齢者福祉について関心と理解を深めてもら 令和２年度から、現行の対象年齢である８０歳、８８歳、１００歳のうち、厚生労働省統計による平均寿命を下回る８０歳を対象外とする。
うことに寄与しているが、平均寿命の延伸等を考慮し、対象年齢を見直していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 493 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 敬老事業の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 敬老祝金の贈呈 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 24,392 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 5,390 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 23,854 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民と



う、身近な地域で住民との交流ができる場や 老人クラブ等の活動を支援するとともに、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的
展開方向

充実を図ります。
○市は、高齢者運動会（タートリンピック）、高齢者文化祭を市内老人クラブ及び老人クラブ連合会と連携 ○5月高齢者運動会（タートリンピック）開催、6月東葛地区高齢者運動会開催
しての開催する。 ○5月老人クラブ、老人クラブ連合会から補助金申請⇒交付決定⇒請求受付⇒補助金交付（概算払い）
○市内老人クラブ及び老人クラブ連合会の自主活動に対し補助金を交付する。 当該年度 　翌年４月老人クラブから実績報告⇒審査⇒補助金確定通知、補助金の概算払い精算
　・老人クラブ連合会の行うスポーツ大会等事業への支援 執行計画 ○9月高齢者文化祭（演芸大会、作品展覧会、囲碁・将棋大会）開催

(3)事業内容 内　　容 　・全国健康福祉祭参加者への支援 ○老人クラブ連合会の年間各種事業の充実に向けた支援
○全国・千葉・東葛飾の老人クラブ連合会との調整
老人クラブ会員数 想定値 2,100当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 2,012

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 2,016 2,100

令和 2年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 2,200

令和 3年度 老人クラブ活動を活性化してクラブ会員の加入促進を図り、高齢者の生きがいと健康づくりを推進する。 直接 老人クラブ会員数 人 2,200

高齢者のニーズの多様化に伴い、老人クラブの会員数が減少傾向にあるため、活動の活性化を図り加入促進をしていく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費 410 消耗品費 360 317 消耗品費 360 消耗品費 360
食糧費（タートリンピック・文化祭） 415 食糧費（タートリンピック・文化祭） 339 259 食糧費（タートリンピック・文化祭） 339 食糧費（タートリンピック・文化祭） 339
文化祭運営委託料 150 文化祭運営委託料 182 149 文化祭運営委託料 182 文化祭運営委託料 182
文化祭施設使用料 100 文化祭施設使用料 100 90 文化祭施設使用料 100 文化祭施設使用料 100
バス借り上げ料 800 バス借り上げ料 800 744 バス借り上げ料 800 バス借り上げ料 800
原材料費（ゲートボール場盛土、砂） 29 原材料費（ゲートボール場盛土、砂） 14 0 原材料費（ゲートボール場盛土、砂） 29 原材料費（ゲートボール場盛土、砂） 29
老人クラブ連合会育成補助金 975 老人クラブ連合会育成補助金 974 944 老人クラブ連合会育成補助金 974 老人クラブ連合会育成補助金 974

実施内容 老人クラブ育成補助金 3,150 老人クラブ育成補助金 3,100 2,853 老人クラブ育成補助金 3,100 老人クラブ育成補助金 3,100
嘱託職員報酬費（×０．２人） 422 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444 嘱託職員報酬費（×０．２人） 444

(8)施行事項
費　　用 社会保険料 66 社会保険料 69 69 社会保険料 67 社会保険料 67

雇用保険料 5 雇用保険料 4 4 雇用保険料 5 雇用保険料 5
交通費 9 交通費 9 8 交通費 9 交通費 9

原材料費（ゲートボール場盛土、砂）(3 △14 0

予算(決算)額 合　　計 6,531 合　　計 6,381 5,881 合　　計 6,409 合　　計 6,409
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 1,459 1,433 補助率 0 ％ 1,459 補助率 0 ％ 1,459
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 6,531 4,922 4,448 4,950 4,950

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 502 502 502 502 502
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,291 8,141 7,641 8,169 8,169
(11)単位費用

3.95千円／人 3.88千円／人 3.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

老人クラブは、地域を基盤とする高齢者の自主的な組織であり、介護保険制度の導入に伴い、高齢者を主体とする介護予 ●①事前確認での想定どおり
防と相互の生活支援という観点からその活動及び役割がますます期待されていることから、高齢者の生きがいづくりと社 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 会参加を推進する事業を市と老人クラブで共催実施することは、高齢者の健康推進に寄与している。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　また、老人福祉法第13条では、高齢者の生きがいと健康づくり活動の担い手となるよう、地域に密着した単一老人クラ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ブを育成し、活動を市が支援することとし、高齢者福祉の増進の担い手として重要である。 老人クラブの活動を充実することにより、高齢者の生きがいづくりと社会参加に寄与した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者の生きがいづくりと健康づくりの担い手になるよう、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 地域に密着した老人クラブを育成している。その活動を市が
□その他 　促進された 支援することで高齢者福祉の担い手としての実効性を確保す

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ることができる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 高齢者運動会、文化祭の事業の実施において、計画から市と 高齢者運動会、文化祭の開催においては、市と老人クラブ連 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 老人クラブ連合会が協働して、福祉行事実行委員会を組織し 合会が協働して、福祉事業実行委員会を組織し、運営、実施 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 、運営、実施している。 している。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,016 2,100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新規加入の会員の増加はあったが、退会（死亡、転居等）する会員の方が上回っ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2,012 95.81

たため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,141 150 7,641 93.86
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.81

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 25.8

人 10万円 26.33 102.05

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
高齢者の生きがいづくりと社会参加を促すことで、高齢者が要介護状態にならない予防施策として本事業は非常に有効であり、現状どおり推進
する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 495 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の交流・社会参加への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人クラブ活動の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,169 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 11,400 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 8,141 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７次高齢者保健福祉計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよ



人福祉センターに指定管理者制度（施設管理・運営業者を公募により選定する制度）を導入している。
施策目的・

(2)目的 ボランティア活動、ＮＰＯ法人などによる市民公益活動、就労の機会の確保に努め、社会参加の機会と場の 事業目的 ・指定管理者による民間事業者のノウハウを活用して質の高いサービスを提供する。また、経費の削減を図
展開方向

充実を図ります。 る。
・高齢者が主に利用する施設であり、情報交換、健康の増進を目的に家に閉じこもりがちな高齢者の利用促 ・老人福祉センターつつじ荘、西部福祉センターについて指定管理業務を委託する。
進を図る。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

年間稼働日数 想定値 272当該年度
単位 日

活動結果指標 実績値 267

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 286 290

令和 2年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 300

令和 3年度 指定管理者制度の導入により、施設の利用者を増やす。 直接 １日当たりの平均利用者数 人 300

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 42,549 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 43,431 42,054 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 43,745 ・つつじ荘指定管理料（施設修繕費含む 43,768
大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置 大型バスＤＰＦ装置
（乳化剤１個18ℓ 含む。） （乳化剤１個18ℓ 含む。） （乳化剤１個18ℓ 含む。） （乳化剤１個18ℓ 含む。）
・指定管理者選考委員４人 56 ・指定管理者選考委員４人 28 28 ・指定管理者選考委員４人 28 ・指定管理者選考委員４人 56
3,500円×４人×４回 3,500円×４人×２回 3,500円×４人×２回 3,500円×４人×４回
・西部福祉センター指定管理料 37,465 ・西部福祉センター指定管理料 38,376 38,026 ・西部福祉センター指定管理料 39,249 ・西部福祉センター指定管理料 39,757
（施設修繕費含む） （施設修繕費含む） （施設修繕費含む） （施設修繕費含む）

実施内容 <★老人福祉センターの運営★＞
＊ ・つつじ荘受変電設備等更新工事 18,317

(8)施行事項
費　　用 （起債対象事業）

＊ ・つつじ荘変電設備PCB処分業務委託 238
＊ ・つつじ荘空調設備更新工事設計業務 3,526

 委託（起債対象事業）
＊ ・西部福祉センター浴室天井修繕 1,730

（６月補正）
・西部福祉センター貯湯槽更新工事 9,807
（起債対象事業）
・西部福祉センター貯湯槽更新工事 719
監理業務委託（起債対象事業）

予算(決算)額 合　　計 114,407 合　　計 81,835 80,108 合　　計 83,022 合　　計 83,581
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 80 ％ 25,800 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 86,876 81,804 80,108 82,991 83,550

その他の財源 □特会 ■受益 ■基金 □その他 1,731 □特会 ■受益 □基金 □その他 31 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 31 □特会 ■受益 □基金 □その他 31
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 117,047 84,475 82,748 85,662 86,221
(11)単位費用

430.32千円／日 310.57千円／日 309.92
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

指定管理者制度では、管理主体の範囲が民間事業者等にまで拡大される。このことにより、民間が保有している施設運営 ●①事前確認での想定どおり
に関する専門的知識などのノウハウを活用することが可能となり、これまで以上に住民のニーズに対応した質の高いサー ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ビスの提供や、より効果的な施設運営が期待できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

指定管理者が運営を行うことにより、より効果的な施設運営が期待できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 指定管理者による管理運営 □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 指定管理者へ運営を委託している。
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 管理、運営にについて、市民代表者を含む我孫子市福祉セン 市民代表者を含む指定管理者選考委員会において、指定管理 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ター指定管理者選考委員会を開催し、意見を聴取するととも 者の選考や運営に係る評価を実施している。 ●②当初期待したとおり
●③管理・運営に市民の参画有り に評価を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
286 290 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

高齢者の余暇の楽しみ方が多様化している。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 267 92.07
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 84,475 32,572 82,748 97.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

27.83

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.34

人 10万円 0.32 94.12

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
指定管理者による効果的な施設運営と利用者のニーズに対応した質の高いサービスの提供が期待できることから、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 496 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 老人福祉センター管理・運営事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人福祉センターの運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 84,475 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 77,832 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が生きがいを持って充実した生活を送ることができるよう、身近な地域で住民との交流ができる場や ・老



活を営む上で支障のある高齢者のために、一時預かりによる寝具の乾燥消毒の支援を行い、高齢者の
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 健康維持及び病気等を予防するとともに自立の促進を図る。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の日常生活を営む上 ○平成３１年４月：市内の社会福祉法人と業務委託契約締結
で、寝具の乾燥消毒が出来ない高齢者を主な対象に、寝具等を一時預かり、寝具の乾燥消毒サービスを実施 ○平成３１年４月～Ｈ３２年３月：寝具乾燥・消毒サービスの提供を必要とする高齢者を適切に把握し、迅
します。 当該年度 速な供給を図る
○１回につき自己負担額は２００円。（ただし、世帯の生計中心者の市民税が非課税または均等割りのみの 執行計画 ○対象者の把握方法

(3)事業内容 内　　容 課税若しくは合計所得金額１２５万円以下のときは、無料。） ・各地区高齢者なんでも相談室と連携会議の実施、市看護職等による訪問時、民生委員等との連携により対
○利用回数は、月２回を限度とする。 象者を把握。年間を通じ実施する。

実施回数 想定値 60当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 68

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 在宅生活を継続している人の割合（サービス利用者で在宅生活を維持 ％ 100 100
在宅生活の維持向上を図る。 している人数／サービスの利用者数×１００％）

令和 2年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 在宅生活を継続している人の割合（サービス利用者で在宅生活を維持 ％ 100
在宅生活の維持向上を図る。 している人数／サービスの利用者数×１００％）

令和 3年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに寝具乾燥・消毒サービスの提供により 直接 在宅生活を継続している人の割合（サービス利用者で在宅生活を維持 ％ 100
在宅生活の維持向上を図る。 している人数／サービスの利用者数×１００％）
介護予防を図り、安定した在宅生活を営むために支援が必要な高齢者を適切に把握する必要がある。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

寝具乾燥・消毒委託料 600 寝具乾燥・消毒委託料 600 600 寝具乾燥・消毒委託料 600 寝具乾燥・消毒委託料 600

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 600 合　　計 600 600 合　　計 600 合　　計 600
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 600 600 600 600 600

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 440 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,040 952 952 952 952
(11)単位費用

17.33千円／回 15.87千円／回 14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

布団などの寝具を干すことができない高齢者に対し、寝具乾燥・消毒サービスを提供することで、健康維持及び病気の予 ●①事前確認での想定どおり
防に寄与し、高齢者が住みなれた地域で在宅生活を維持することができるよう支援が必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

寝具を干すことのできない在宅高齢者の健康維持、病気予防のためのサービスとして、対象者にとって必要な事業であっ
たため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで市内５地区の高齢者なんでも相談室や民

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 生委員等と連携をとり支援が必要な高齢者を適切に把握する
□その他 　促進された ことができるため。また、対象となる高齢者も安心してサー

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ビス利用でき、必要に応じその他の在宅支援サービスの提供
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された にもつなげることができるため。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各地区の高齢者なんでも相談室や民生委員等との連携により、サービスが必要な
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

高齢者を的確に把握し利用につなげることができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 952 88 952 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

8.46

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.5

％ 10万円 10.5 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、在宅での生活を継続できるようにするために必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 504 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 寝具乾燥・消毒サービスの充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 952 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 日常生



を利用で 要介護等高齢者が、自立した日常生活を営むことができるよう支援するとともに、家族の身体的かつ精神的
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 負担の軽減を図る。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
要介護高齢者で、認定された要介護度の基準単位内では、居宅において自立した日常生活を営むことが困難 随時　我孫子市高齢者在宅生活支援事業利用申請書の受理、内容審査のうえ決定通知の発行。決定を受けた
であり、利用した居宅介護サービスの費用が基準単位を超えた者で下記所得条件を満たした方を対象とする 者は、支給限度額基準単位を超えた月の翌月の２０日までに、我孫子市居宅介護支援事業助成金請求を提出
。助成単位は、基準単位を超えた３０％の２分の１を限度とする。 　 当該年度 し、市は内容審査のうえ速やかに助成金を交付する。
 (１)　当該年度の市民税が非課税又は均等割のみ課税されていること。 　 執行計画

(3)事業内容 内　　容  (２)　合計所得金額が125万円以下であること。
 

助成申請（請求）率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100 100

令和 2年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100

令和 3年度 居宅において、自立した日常生活を送り続けられるように支援する。 直接 助成申請（請求）率 ％ 100

助成制度についてケアマネジャーが良く理解し、対象者を十分把握し周知徹底を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅介護助成費 200 在宅介護助成費 100 0 在宅介護助成費 100 在宅介護助成費 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 200 合　　計 100 0 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 200 100 0 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 640 540 440 540 540
(11)単位費用

6.4千円／％ 5.4千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度の基本理念は、誰もが生涯にわたり、住みなれた地域で安心して暮らしていけるための仕組みを創っていく ○①事前確認での想定どおり
必要がある。そのために、基準限度額を超過する対象者に対し、負担軽減を図り在宅生活を送っていけるよう助成制度が ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 必要である。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

サービスの多様化、ケアプランの適正化などにより制度を活用することなく対応できた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本制度性質上、民間企業等では対応は困難である。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ●要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 本制度そのものは、民間企業等では対応は困難であるが、多様なサービスの活用やケアプランの適正化で、介護保険サー
実現が図られる ビス提供が確保できる可能性がある。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

サービスの多様化、ケアプランの適正化などにより制度を活用することなく対応
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0

できた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 540 100 440 81.48
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請がなかったため。

15.63

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 事業が実施されなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 18.52

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
令和元年度において対象者の所得要件等について見直しを行った。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 505 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護・福祉サービスの整備・充実 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 居宅介護支援助成 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 540 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービス



与することにより、徘徊高齢者の早期保護を行う
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、認知症の症状のある高齢者または若年性 ○平成３１年４月：徘徊探知システム専用端末機器の賃貸借契約締結
認知症の症状ある方の介護者に対して、１月５００円の利用料（ただし、世帯の生計中心者の市民税が非課 ○平成３１年４月～Ｈ３２年３月：徘徊探知システム専用端末機を必要とする高齢者を適切に把握し、機器
税または均等割りのみの課税、若しくは合計所得金額１２５万円以下の時は無料）で縦５cm×横３ｃｍ×厚 当該年度 を貸与する。
１ｃｍの小型徘徊探知システム専用端末機を貸与し、徘徊時に所在位置の探索を行い早期に保護をする。 執行計画 ○対象者の把握方法

(3)事業内容 内　　容 ・地域ケア会議の実施、市看護職等による訪問時、民生委員等との連携により対象者を把握。

徘徊探知システム専用端末機貸し出し台数 想定値 15当該年度
単位 台

活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100 100

令和 2年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100

令和 3年度 徘徊探知システム専用端末機の利用者が徘徊した場合、２４時間以内で保護する 直接 徘徊探知システム専用端末機利用者の２４時間以内の保護率 ％ 100

徘徊症状はいつ出現するか分からないため、潜在的なニーズの発見が難しい。また、探知システムの常備化が課題ではあるが、
(7)事業実施上の課題と対応 家族の協力を得て、利用者の衣服に機器を入れるポケットを設けるなど常備化が図れるよう工夫する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

徘徊探知システム委託料 494 徘徊探知システム委託料 494 368 徘徊探知システム委託料 499 徘徊探知システム委託料 499
徘徊探知システム修繕料 11 徘徊探知システム修繕料 11 0 徘徊探知システム修繕料 11 徘徊探知システム修繕料 11

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 505 合　　計 505 368 合　　計 510 合　　計 510
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 171 補助率 38.5 ％ 190 141 補助率 38.5 ％ 171 補助率 38.5 ％ 171
県支出金 補助率 19.25 ％ 85 補助率 19.25 ％ 95 70 補助率 19.25 ％ 85 補助率 19.25 ％ 85
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 87 47 42 92 92

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 162 ■特会 ■受益 □基金 □その他 173 115 ■特会 ■受益 □基金 □その他 162 ■特会 ■受益 □基金 □その他 162
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 440 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 945 857 720 862 862
(11)単位費用

63千円／台 57.13千円／台 36
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・徘徊症状により行方が分からなくなっている高齢者等は、脱水や事故など生命に関わる問題が多く、徘徊している時間 ●①事前確認での想定どおり
の家族の精神的不安は強いため、早期保護を図る必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・本市における高齢化率は、年々増加し、今後ますます高齢化が急速に進行すると予測される。これに比例して認知症高 ○要
   背景は？(事業の必要性) 齢者も増加するため対応の必要性が高まっている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

・徘徊探知システムは、ＧＰＳを活用し、徘徊高齢者の位置を正確に把握するシステムであり、徘徊高齢者の早期保護に 徘徊探知システム専用端末利用者は、すべて２４時間以内に発見、保護することができ、認知症による徘徊高齢者の早期
は効果的な事業である。 保護に必要な事業であるため。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで、介護者が機器を安価で安心して活用で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 き、また、徘徊時に関係機関との連携を取りやすく、事業の
□その他 　促進された 実効性が図れたため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

徘徊探知システム専用端末を貸与することで、徘徊高齢者の早期発見・保護がで
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

きたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 857 88 720 84.01
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が当初見込みより減少したため。

9.31

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 端末機器の利用により、徘徊高齢者の早期保護が行なえ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.67

％ 10万円 13.89 119.02

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、在宅支援を継続できるよう支援するために必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 506 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 徘徊探知システム 位置づけ

③事業主体 ○市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 857 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 徘徊探知システム専用端末機を貸



らし高齢者及び高齢者のみの世帯の者に対し、電磁調理器等の日常生活用具を給付することにより
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 、火災を未然に防止する等、安心して日常生活が営めるよう支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者及び ○平成３１年４月～平成３２年３月：電磁調理器等の日常生活用具を必要とする高齢者を適切に把握し、迅
高齢者のみの世帯で、本人又は生計中心者の市民税が非課税である者に対し、電磁調理器、火災報知器、自 速な供給を図る
動消火器の日常生活用具を給付する。ただし給付機器ごとに給付限度額を定める。 当該年度 ○対象者の把握方法

執行計画 ・地域ケア会議を実施
(3)事業内容 内　　容 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時

・民生委員等との連携
給付対象者 想定値 2当該年度

単位 人　
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ひとり暮らし高齢者等が電磁調理器等の日常生活用具を利用することにより火災を未然に防止するとともに火災による怪我や死 直接 火災による怪我や死亡の防止率 ％ 100 100
亡をゼロにする

令和 2年度 ひとり暮らし高齢者等が電磁調理器等の日常生活用具を利用することにより火災を未然に防止するとともに火災による怪我や死 直接 火災による怪我や死亡の防止率 ％ 100
亡をゼロにする

令和 3年度 ひとり暮らし高齢者等が電磁調理器等の日常生活用具を利用することにより火災を未然に防止するとともに火災による怪我や死 直接 火災による怪我や死亡の防止率 ％ 100
亡をゼロにする
地域における関係機関が連携し、地域ケア体制の推進を図り、対象高齢者の実態を把握したなかで、迅速な供給を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

日常生活用具給付費 82 日常生活用具給付費 82 0 日常生活用具給付費 82 日常生活用具給付費 82

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 82 合　　計 82 0 合　　計 82 合　　計 82
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 82 82 0 82 82

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 440 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 522 434 352 434 434
(11)単位費用

261千円／人　 217千円／人　 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・電磁調理器等の日常生活用具を経済的理由から購入できないひとり暮らし高齢者等に対し、電磁調理器、火災警報器、 ●①事前確認での想定どおり
自動消火器を給付することにより、日常生活の安全性の確保や、より安心した日常生活が営めるよう支援する必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

日常生活上安全の確保が必要であるが、経済的な問題から電磁調理器の設置ができないひとり暮らし高齢者等に用具を給
付することで、安心した生活の継続を図ることが目的になる。当該年度は利用対象者はいなかった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 老人福祉法第10条の4第2項に日常生活上の便宜を図るため用

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 具の給付は市が実施すべきと規定されているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用対象者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 434 88 352 81.11
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用対象者がいなかったため。

16.86

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用対象者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 23.04

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、安心・安全に在宅生活を継続できるよう支援が必要不可欠となっているため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 508 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 日常生活用具給付事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 434 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で ひとり暮



で 社会福祉法人介護サービス利用料減免助成を行い、生計が困難な低所得者にとって、必要に応じて必要なサ
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ービスの利用が可能となる。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課または市内４ヶ所の高齢者なんでも相談室への申請に基づき、社会福祉法人が運営するホー ○４月～３月：社会福祉法人介護サービス利用料減免対象となるサービスを必要とする高齢者を適切に把握
ムヘルパー、ショートステイ、デイサービス、介護老人福祉施設を利用した場合、生計が困難な低所得者に し、迅速な供給を図る
利用料の減免を行う。 当該年度 ○対象者の把握方法・高齢者なんでも相談室と連携会議を実施

執行計画 ・市看護職等による訪問時・民生委員等との連携
(3)事業内容 内　　容 〇３月：法人：利用者負担の減免に関する補助金申請⇒市：補助金交付決定通知⇒法人：補助金実績報告⇒

市：補助金確定通知⇒法人：補助金請求⇒市：補助金交付
社会福祉法人介護サービス利用料減免利用者数 想定値 1当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

令和 2年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

令和 3年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつける。 直接 社会福祉法人介護サービス利用率 ％ 100
（サービスを利用した人の数／サービスを利用できる対象者の数×１

地域における関係機関が連携し、地域ケア体制の確立と推進を図り、対象高齢者の実態を把握したなかで、迅速なサービス供給
(7)事業実施上の課題と対応 が図られるよう事業者と協議する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人サービス利用料減免補助金 100 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50 0 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50 社会福祉法人サービス利用料減免補助金 50
・ホームヘルパー ・ホームヘルパー ・ホームヘルパー ・ホームヘルパー
・ショートステイ ・ショートステイ ・ショートステイ ・ショートステイ
・デイサービス ・デイサービス ・デイサービス ・デイサービス
・介護老人福祉施設 ・介護老人福祉施設 ・介護老人福祉施設 ・介護老人福祉施設

歳入　千葉県介護保険事業費補助金 歳入　千葉県介護保険事業費補助金 歳入　千葉県介護保険事業費補助金 歳入　千葉県介護保険事業費補助金
実施内容 　　　　補助率0.75　　75千円        補助率0.75　　37千円        補助率0.75　　37千円        補助率0.75　　37千円

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 50 0 合　　計 50 合　　計 50
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 75 ％ 75 補助率 75 ％ 37 0 補助率 75 ％ 37 補助率 75 ％ 37
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 25 13 0 13 13

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 980 930 880 930 930
(11)単位費用

980千円／人 930千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

生計が困難な低所得者は、経済状況の理由から介護老人福祉施設を含め各介護サービスを利用することが困難なため、社 ●①事前確認での想定どおり
会福祉法人が運営する事業所の介護サービスを利用した場合に、利用料の減免を行いサービス利用につなげる必要がある ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

生計が困難な低所得者が、社会福祉法人の運営する事業所の施設サービスを利用した場合に、利用料の減免を図ることに
より、安心して入所生活を継続する必要があるため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 生活が困難な低所得者に対して、必要に応じて必要なサービ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 スの利用が可能になるよう、介護サービス利用料の減免を行
□その他 　促進された うことで、入所生活を継続するため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度利用者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 930 50 880 94.62
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 制度利用者がいなかったため。 ●不要

5.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 制度利用者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.75

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
生計が困難な低所得者においても、利用者の減免を図ることにより、安心して施設サービスを利用できるようにするため、現状どおり推進する
。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 510 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉法人介護サービス利用料減免の充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 930 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) ・第７期介護保険事業計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用



を利用で 在宅のひとり暮らし高齢者などを主な対象に、ボタンひとつで消防署に繋がる機器を貸し出し、緊急による
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 救助活動を行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯や介護 ○Ｈ３１年４月～Ｈ３２年３月：緊急通報システムを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る
者が就労等で１２時間以上不在となる方の世帯を対象に１月５００円の利用料（ただし世帯の生計中心者の ○対象者の把握方法
市民税が非課税または均等割りのみ課税若しくは合計所得金額１２５万円以下の時は無料）で緊急による救 当該年度 ・地域ケア会議の実施
助活動を行うためにボタンひとつで消防署に繋がる緊急通報システム機器を貸与、設置する。　　　　　　 執行計画 ・各高齢者なんでも相談室職員や市ケースワーカー、看護職等による訪問時

(3)事業内容 内　　容 平成３２年度から消防指令業務指令室が１０市で共同運用され、現在、西消防署に設置する緊急通報システ ・民生委員等との連携
ムの運用が困難となることから、平成３２年度以降は、警備会社への民間委託を行う。　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 緊急通報システムの設置者数 想定値 480当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 480

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100 100
活の維持向上を図る。

令和 2年度 平成３２年４月に予定されている消防指令業務共同運用の開始に伴い、緊急通報システムを民間委託し、引続き緊急通報システ 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
ムが利用できる基盤を整え、在宅生活の維持向上を図る。

令和 3年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期には把握し、制度利用へと結びつけるとともに緊急通報システム利用により在宅生 間接 緊急救助率（救助出動件数／利用者の緊急通報件数×100％） ％ 100
活の維持向上を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（電池等） 93 消耗品費（電池等） 93 10 ＊ 緊急通報システム委託料 9,124 緊急通報システム委託料 9,124
機器修繕費 25 機器修繕費 25 0 ＊ 緊急通報システム解約違約金 2,451
緊急通報システム設置費 1,044 緊急通報システム設置費 906 339
緊急通報システムリース料 4,992 緊急通報システムリース料 4,417 4,386

新規取付分（3月補正） △400 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 6,154 合　　計 5,041 4,735 合　　計 11,575 合　　計 9,124
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 5,674 4,561 4,735 11,095 8,644

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 480 □特会 ■受益 □基金 □その他 480 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 480 □特会 ■受益 □基金 □その他 480
換算人数(人) 0.1 0.08 0.08 0.08 0.08
正職員人件費 880 704 704 704 704

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,034 5,745 5,439 12,279 9,828
(11)単位費用

14.65千円／人 11.97千円／人 11.33
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

在宅のひとり暮らし高齢者などを対象に、ボタン１つで消防署につながる機器を貸出し、危険や疾病による事故を未然に ●①事前確認での想定どおり
防ぐ必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

在宅高齢者の緊急の救助活動要請に対し、速やかな救助活動を実施することができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで市内５地区の高齢者なんでも相談室や民

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 生委員等と連携をとり支援が必要な高齢者を適切に把握する
□その他 　促進された ことができるため。また、対象となる高齢者も安心してサー

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ビス利用でき、必要に応じその他の在宅支援サービスの提供
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された にもつなげることができるため。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

消防署、各高齢者なんでも相談室、市が連携し事業対象者を的確に把握し、緊急
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

時の救助にあたることができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,745 1,289 5,439 94.67
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

緊急通報システムの設置台数が当初の見込みを下回ったため。

18.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 緊急通報システムの設置台数が当初の見込みを下回った

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.74

％ 10万円 1.84 105.75

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、体調急変の恐れがあるひとり暮らし等の高齢者にボタンひとつで受信センターにつながる機器を貸与することにより、緊急時におけ
る救助体制を確保し、住みなれた地域で在宅生活を継続していくために必要不可欠な事業である。現在受信センターの役割を担っている市消防
指令室が、令和2年度中に他市との共同運用に移行することから、今後も同様のサービスを提供できるよう民間事業者へ委託する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 511 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 緊急通報システムの充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.08 人）
(1)事業概要

(当　初) 6,145 千円 (うち人件費 704 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 5,745 千円 (うち人件費 704 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービス



者等に対し、老人福祉電話を貸与し、日常生活における相談・助言等を行い、在宅生活の
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 継続を支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
・市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上で現に電話がなく、市民 ○Ｈ３１年４月～Ｈ３２年３月：老人福祉電話の貸与を必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な提供を図
税所得割が非課税であるひとり暮らし高齢者を主な対象に電話機を貸与する。 る
・費用負担は、電話機の設置、移転及び撤去に要する費用は市の負担とする。基本料金及び通話料金の一部 当該年度 ○対象者の把握方法
（月額７００円を限度）は、市の負担とし、通話料のうち月額700円を超える通話料については、利用者が 執行計画 ・地域ケア会議を実施

(3)事業内容 内　　容 負担する。 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時において、民生委員等との連携
を図る。　
老人福祉電話設置台数 想定値 18当該年度

単位 台
活動結果指標 実績値 20

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 在宅生活の維持率（利用者の在宅生活の維持数／老人福祉電話の貸与 ％ 100 100
数×１００％）

令和 2年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 在宅生活の維持率（利用者の在宅生活の維持数／老人福祉電話の貸与 ％ 100
数×１００％）

令和 3年度 老人福祉電話を貸与することで相談・助言等をおこない在宅生活の維持向上を図る。 直接 在宅生活の維持率（利用者の在宅生活の維持数／老人福祉電話の貸与 ％ 100
数×１００％）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

老人福祉電話設置及び使用料助成費 441 老人福祉電話設置及び使用料助成費 390 319 老人福祉電話設置及び使用料助成費 390 老人福祉電話設置及び使用料助成費 390

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 441 合　　計 390 319 合　　計 390 合　　計 390
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 441 390 319 390 390

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 440 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 881 742 671 742 742
(11)単位費用

48.94千円／台 41.22千円／台 33.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市のケースワーカー、保健師等の専門職や各地区の高齢者なんでも相談室から、経済的な理由で電話がないひとり暮らし ●①事前確認での想定どおり
高齢者などに対して、自立した日常生活を営むための必要な相談や助言または、緊急対応を図るために、老人福祉電話の ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 貸与は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

経済的な理由から電話を設置できないひとり暮らし高齢者等に電話を貸与することで、お元気コールや緊急通報システム
の利用につなげることができ、相談、助言、緊急対応等が実施できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 電話機設置に係る費用を負担する事業であり、民間団体やＮ

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ＰＯでは実施できないため。また、市が実施することで市内
□その他 　促進された ５地区の高齢者なんでも相談室や民生委員等と連携をとり支

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 援が必要な高齢者を適切に把握し、必要な相談や助言、緊急
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 対応等総合的な在宅生活支援を提供することができるため ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

電話のない高齢者が老人福祉電話を利用した支援を受け、在宅生活を継続するこ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

とができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 742 139 671 90.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

15.78

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が当初見込みより減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 13.48

％ 10万円 14.9 110.53

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、在宅生活を継続できるよう支援することに必要不可欠であるため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 513 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 老人福祉電話の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 742 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で ひとり暮らし高齢



所で必要なサービスを利用で 在宅生活が困難な認知症のある高齢者で、経済的な理由から認知症高齢者グループホームへの入居ができな
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 いもしくは入所継続が困難となった低所得の高齢者に入居に要する費用の一部を助成する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、当該年度の市民税非課税世帯又は生活保護法に 〇３１年４月から３２年３月の年度を通じて、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グル
よる被保護世帯に属する在宅生活が困難な認知症のある高齢者が、認知症高齢者グループホームに入居する ープホームの入居へと結びつける。
場合に要する費用、もしくはすでに入居しているが、入所継続が困難となった高齢者に入居費用の一部を助 当該年度
成する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

助成対象予定者 想定値 16当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 19

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100 100

令和 2年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

令和 3年度 関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、グループホームの入居へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症グループホーム家賃等助成費 9,720 認知症グループホーム家賃等助成費 8,640 7,077 認知症グループホーム家賃等助成費 8,640 認知症グループホーム家賃等助成費 8,640

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 9,720 合　　計 8,640 7,077 合　　計 8,640 合　　計 8,640
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 3,742 補助率 38.5 ％ 3,326 2,724 補助率 38.5 ％ 3,326 補助率 38.5 ％ 3,326
県支出金 補助率 19.25 ％ 1,871 補助率 19.25 ％ 1,663 1,362 補助率 19.25 ％ 1,663 補助率 19.25 ％ 1,663
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,872 1,664 1,364 1,664 1,664

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,235 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987 1,627 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,987
換算人数(人) 0.2 0.19 0.19 0.19 0.19
正職員人件費 1,760 1,672 1,672 1,672 1,672

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,480 10,312 8,749 10,312 10,312
(11)単位費用

717.5千円／人 644.5千円／人 460.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

在宅生活が困難な認知症高齢者は、グループホームへの入居に適しているが、経済的な理由から特別養護老人ホームへの ●①事前確認での想定どおり
入所を希望する状況があるため、低所得の高齢者には、特別養護老人ホームへの入所と同等の負担で入居できるようにす ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

認知症高齢者で、認知症グループホームでのケアが望ましいが、経済的理由からグループホームの利用が困難な方に対し
費用を助成し、必要なケアを受けられるようにすることが必要であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 経済的な理由から認知症グループホームの利用が困難な方に

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 対し、費用の助成を行い必要なケアを確保する事業であり、
□その他 　促進された 民間団体やＮＰＯ等では実施できない。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

生活保護担当とも連携し、助成が必要な対象者の把握を的確に実施し、制度利用
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

につなげたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,312 1,168 8,749 84.84
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が当初見込みより減少したため。

10.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が当初見込みより減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.97

％ 10万円 1.14 117.53

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、グループホームの入居費用を助成することで、本来受けるべきケアの確保をすることに必要不可欠であるため、今後も現状通り推進
していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 515 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症高齢者グループホーム利用料助成事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,312 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場



で支障のある高齢者のために、居宅周りの手入れなどの日常生活上の援助を行い、高齢者
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 の自立の促進を図る。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者世帯で、世帯の生 ○Ｈ３１年４月：軽度生活援助業務委託契約締結
計中心者の市民税が非課税または均等割りのみ課税若しくは合計所得金額１２５万円以下の方を対象に居宅 ○Ｈ３１年４月～Ｈ３２年３月：軽度生活援助を必要とする高齢者を適切に把握し迅速な供給を図る
の周りの生活動線上の手入れ（除草）の援助を行う。援助に係る費用の額の10％の自己負担額とする。 当該年度 ○対象者の把握方法

執行計画 ・地域ケア会議を実施
(3)事業内容 内　　容 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時　

・民生委員等との連携
延べ利用回数 想定値 15当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに軽度生活援助の利用により在宅生活の 直接 軽度生活援助を必要とする方へのサービス提供率 ％ 100 100
維持向上を図る。

令和 2年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに軽度生活援助の利用により在宅生活の 直接 軽度生活援助を必要とする方へのサービス提供率 ％ 100
維持向上を図る。

令和 3年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに軽度生活援助の利用により在宅生活の 直接 軽度生活援助を必要とする方へのサービス提供率 ％ 100
維持向上を図る。

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

軽度生活援助委託料 270 軽度生活援助委託料 270 21 軽度生活援助委託料 270 軽度生活援助委託料 270

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 270 合　　計 270 21 合　　計 270 合　　計 270
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 270 270 21 270 270

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.05 0.04 0.04 0.04 0.04
正職員人件費 440 352 352 352 352

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 710 622 373 622 622
(11)単位費用

47.33千円／回 41.47千円／回 186.5
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が住みなれた地域で在宅生活を維持することができるよう、庭の草取りなどの軽易な日常生活上の支援を行う必要 ●①事前確認での想定どおり
がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

居宅周りの雑草手入れ等の支援を必要とする在宅高齢者が、在宅生活を継続するために利用できる支援として必要な事業
であるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することにより市内５地区の高齢者なんでも相談室

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 や民生委員と連携でき、支援の必要な高齢者を的確に把握す
□その他 　促進された ることができるため。また、市が提供することで高齢者も安

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 心してサービスを利用することができ、その他の必要な在宅
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 支援サービスの提供にもつなげることができるため ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初想定時よりも利用申し込みが少なかったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 13 13
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 622 88 373 59.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

当初想定時よりも利用申し込みが少なかったため

12.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 当初想定時よりも利用申し込みが少なかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 16.08

％ 10万円 3.49 21.7

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、在宅生活継続が困難となる高齢者を対象とした事業としていくため、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 516 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 軽度生活援助の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.04 人）
(1)事業概要

(当　初) 622 千円 (うち人件費 352 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で 日常生活を営む上



所で必要なサービスを利用で 日常生活を営む上で支障のある高齢者が、自立した健康的な日常生活を営むことができるように栄養のバラ
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ンスのとれた夕食の提供及び安否の確認を行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室への申請に基づき、おおむね６５歳以上の高齢者のみの世帯や介護 ○Ｈ３１年４月：調理と配送業務委託契約締結
者が就労等で１２時間以上不在となり、夕食の提供に支障をきたす世帯の方に対して、住みなれた地域での ○Ｈ３１年４月～Ｈ３２年３月：配食サービスを必要とする高齢者を適切に把握し、迅速な供給を図る
生活を維持できるよう夕食を提供し、低栄養予防の食生活改善、健康維持・増進や良質な食の確保と安否確 当該年度 ○対象者の把握方法
認を行う。 執行計画 ・地域ケア会議を実施

(3)事業内容 内　　容 ○利用者の自己負担額：１食につき４００円。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・各高齢者なんでも相談室職員、市ケースワーカー、看護職等による訪問時
　 ・民生委員等との連携

延べ配食数 想定値 57,000当該年度
単位 食

活動結果指標 実績値 25,764

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100 100
持向上を図る。 率

令和 2年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100
持向上を図る。 率

令和 3年度 関係機関との連携を図り、利用対象者を早期に把握し、制度利用へと結びつけるとともに配食サービス利用により在宅生活の維 直接 配食サービス利用者の低栄養予防に対する個別アセスメント票の作成 ％ 100
持向上を図る。 率
現在調理を４事業者に委託実施しているが、事業者の自主メニューで実施していることから、試食を兼ねて定期的に事業者連絡

(7)事業実施上の課題と対応 会を開催し、メニュー内容の均衡と質の向上を図っている。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

調理委託料（特養分） 4,650 調理委託料（特養分） 3,756 3,324 調理委託料（特養分） 3,756 調理委託料（特養分） 3,756
調理・配送委託料（民間・一般分） 7,680 調理・配送委託料（民間・一般分） 6,192 4,572 調理・配送委託料（民間・一般分） 6,192 調理・配送委託料（民間・一般分） 6,192
調理・配送委託料（民間・同居分） 908 調理・配送委託料（民間・同居分） 327 265 調理・配送委託料（民間・同居分） 327 調理・配送委託料（民間・同居分） 327
配送委託料（特養・一般分） 4,320 配送委託料（特養・一般分） 3,261 2,986 配送委託料（特養・一般分） 3,261 配送委託料（特養・一般分） 3,261
配送委託料（特養・同居分） 90 配送委託料（特養・同居分） 182 112 配送委託料（特養・同居分） 182 配送委託料（特養・同居分） 182
消耗品（配食用ケータリング容器） 17 消耗品（配食用ケータリング容器） 0 0 消耗品（配食用ケータリング容器） 0 消耗品（配食用ケータリング容器） 0

配食サービス委託料（3月補正） △1,428 0
実施内容 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額 国・県・介護保険歳入の対象金額

１１，１５９，２８０円 １１，１５９，２８０円 １１，１５９，２８０円 １１，１５９，２８０円
(8)施行事項

費　　用

予算(決算)額 合　　計 17,665 合　　計 12,290 11,259 合　　計 13,718 合　　計 13,718
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 4,296 補助率 38.5 ％ 3,161 3,161 補助率 38.5 ％ 4,301 補助率 38.5 ％ 4,301
県支出金 補助率 19.25 ％ 2,148 補助率 19.25 ％ 1,580 1,580 補助率 19.25 ％ 2,150 補助率 19.25 ％ 2,150
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,655 5,661 4,630 4,698 4,698

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,566 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,888 1,888 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,569 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,569
換算人数(人) 0.24 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 2,112 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 19,777 14,050 13,019 15,478 15,478
(11)単位費用

0.35千円／食 0.25千円／食 0.51
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

毎日の食事づくりや食事の提供が困難なひとり暮らし高齢者などが、住みなれた地域で生活を維持できるよう夕食を提供 ●①事前確認での想定どおり
し、食生活の改善、健康維持・増進や良質な食の確保と安否確認を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

配食サービスにより、良質な食事の提供や安否の確認を実施し、在宅生活の維持につなげることができたため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施することで市内５カ所の各地区の高齢者なんでも相

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 談室や民生委員等と連携をとり支援が必要な高齢者を適切に
□その他 　促進された 把握することができたため。また、対象となる高齢者も安心

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した してサービス利用ができ、必要に応じその他の在宅支援サー
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ビスの提供にもつなげることができたため。 ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

利用者が減少したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 45 45
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,050 5,727 13,019 92.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

利用者が減少したため。

28.96

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 利用者が減少したため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.71

％ 10万円 0.35 49.3

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、食事の支援や安否確認の実施を行い、住み慣れた地域で在宅生活を続けるために必要不可欠な事業であるため、現状通り推進してい
く。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 517 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 配食サービス 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 5年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 15,478 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,050 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場



な場所で必要なサービスを利用で 一般の交通機関を利用することが困難な要介護高齢者に対し、移送用車両により、福祉サービス提供機関や
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 医療機関との間を送迎する移送手段を確保し外出を支援する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、65歳以上の移送サービスを必要とする介護 ○Ｈ31．4月：利用者に新年度分タクシー券交付、未利用分のタクシー券回収
保険における要介護度３以上の高齢者に対して、高齢者福祉タクシー券の交付やリフト付送迎車両等による ○Ｈ31．4月～Ｈ32．3月：新規利用申請書受理⇒タクシー券交付
移送サービスを提供する。 当該年度 ○Ｈ32．4月：既利用者に新年度分タクシー券交付、未利用分のタクシー券回収

執行計画
(3)事業内容 内　　容

想定利用回数 想定値 2,220当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 3,242

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 移送サービスの利用率（サービスを利用した要介護高齢者の数/サー ％ 67 70
ビスを利用できる対象者の数）

令和 2年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 移送サービスの利用率（サービスを利用した要介護高齢者の数/サー ％ 70
ビスを利用できる対象者の数）

令和 3年度 事業をＰＲし、高齢者移送サービスの利用率を上げる。 直接 移送サービスの利用率（サービスを利用した要介護高齢者の数/サー ％ 70
ビスを利用できる対象者の数）

地域における関係機関が連携し、地域ケア体制の確立と推進を図り、対象高齢者の実態を把握したなかで、迅速なサービス供給
(7)事業実施上の課題と対応 が図られるよう事業者と協議する 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

移送サービス委託料 6,447 移送サービス委託料 7,619 6,010 移送サービス委託料 7,619 移送サービス委託料 7,619
（高齢者移送タクシー） （高齢者移送タクシー） （高齢者移送タクシー） （高齢者移送タクシー）
140枚×730円×12月＝1,226,400円　 130枚×730円×12月＝1,138,800円　 130枚×730円×12月＝1,138,800円　 130枚×730円×12月＝1,138,800円　
（ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両） （ｽﾄﾚｯﾁｬｰ・ﾘﾌﾄ付送迎車両）
145枚×3,000円×12月＝5,220,000円 180枚×3,000円×12月＝6,480,000円 180枚×3,000円×12月＝6,480,000円 180枚×3,000円×12月＝6,480,000円
印刷製本費 155 印刷製本費 172 101 印刷製本費 172 印刷製本費 172
（高齢者福祉タクシー券作成） （高齢者福祉タクシー券作成） （高齢者福祉タクシー券作成） （高齢者福祉タクシー券作成）

実施内容 260円×550冊×1.08＝154,400円 260円×600冊×1.10＝171,600円 260円×600冊×1.10＝171,600円 260円×600冊×1.10＝171,600円
嘱託職員報酬費 422 嘱託職員報酬費 886 886 嘱託職員報酬費 444 嘱託職員報酬費 444

(8)施行事項
費　　用 社会保険料 66 社会保険料 134 134 社会保険料 67 社会保険料 67

雇用保険料 5 雇用保険料 5 5 雇用保険料 5 雇用保険料 5
交通費 9 交通費 18 17 交通費 9 交通費 9

予算(決算)額 合　　計 7,104 合　　計 8,834 7,153 合　　計 8,316 合　　計 8,316
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,104 8,834 7,153 8,316 8,316

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 502 502 502 502 502
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,984 9,714 8,033 9,196 9,196
(11)単位費用

3.6千円／回 4.38千円／回 2.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

現在、要介護高齢者が医療機関へ通院する場合など、家族介護により自家用車等で送迎しているため、家族の負担が大き ●①事前確認での想定どおり
い状況にある。そのため移動リフト付車両及びストレッチャー装着ワゴン車等の移送用車両により、要介護度高齢者を、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 送迎する移送サービス支援事業の実施が必要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ○要
   背景は？(事業の必要性) 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要介護者が医療機関へ通院する場合、介助等家族の負担が大きいことから、移送サービス事業は効果があるため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 要介護者が医療機関や福祉事業所等へ通院、通所する際のタ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 クシー費用の一部を、市が助成したことにより、要介護者及
□その他 　促進された び家族の負担が軽減が図られた。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
67 70 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

サービス利用者の増加数より、サービスを利用できる対象者数の増加数の方が上
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 56 80

回っているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,714 △1,730 8,033 82.7
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

サービスを利用できる対象者の数の中には、入院中、入所中等サービス
を必要としない高齢者が含まれているため。

△21.67

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 サービス利用者の増加数より、サービスを利用できる対

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 象者数の増加数の方が上回っているため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.72

％ 10万円 0.7 97.22

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
要介護者の増加に伴い、利用者も増加傾向にあり、市民ニーズも高いことから現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 518 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者の在宅生活への支援 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者移送サービスの促進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成16年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,196 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,714 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) ・第５次保健福祉総合計画　他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近



ビスを利用で 高齢者が賃貸住宅の２階以上に居住し、日常生活を容易にするため、高齢者対応住宅や１階に住み替える場
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 合に要する費用の一部を助成することにより、自立した在宅生活を営むことができる環境を整備する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
市高齢者支援課または高齢者なんでも相談室への申請に基づき、６５歳以上の高齢者で本人若しくは生計中 〇３１年４月から３２年３月の年度を通じて事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把
心者の市民税が非課税である者に対し、日常生活を容易にするため高齢者対応住宅や１階に住み替える場合 握し、制度利用へと結びつける。
に要する費用を助成する。ただし、助成限度額を１０万円とする。　　　　　 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

助成対象予定者 想定値 1当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100 100

令和 2年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

令和 3年度 事業のＰＲ、関係機関との連携の強化を図り、利用対象者を把握し、制度利用へと結びつける。 直接 助成制度の利用率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 0 高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100 高齢者賃貸住宅住み替え助成金 100

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 100 合　　計 100 0 合　　計 100 合　　計 100
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 100 100 0 100 100

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 980 980 880 980 980
(11)単位費用

980千円／人 980千円／人 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ひとり暮らし高齢者等が賃貸住宅の２階以上の階に居住し、日常生活を営む上で支障がある場合、日常生活を容易にする ●①事前確認での想定どおり
ため高齢者対応住宅や１階に住み替えたいが、住み替えに要する費用を負担することが困難な低所得者に対して、その費 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 用を助成し、自立した在宅生活が長く営むことができるよう支援する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

賃貸住宅の２階以上に居住している高齢者に対して、在宅生活を営む環境整備の支援が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者が賃貸住宅の２階以上に居住し、日常生活を容易にす

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため、高齢者対応住宅や1階に住み替える場合の費用を一
□その他 　促進された 部助成することで、自立した在宅生活かつ住宅環境の整備を

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 確保できる。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

制度利用者がいなかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0 0
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 980 0 880 89.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 制度利用者がいなかったため。 ●不要

制度利用者がいなかったため。

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 制度利用者がいなかったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.2

％ 10万円 0 0

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
自立した在宅生活及び住宅環境の整備を確保できる効果的な事業となっているため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 519 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 在宅生活支援の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者賃貸住宅住み替え助成事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 980 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサー



で 介護保険制度における市民ニーズに応えるため介護サービスの供給体制を整備する。（地域密着型サービス
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 基盤を整備・指定介護老人福祉施設を整備・特定施設入居者生活介護・社会福祉法人への償還利子一部補助
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 ）
・地域の要介護高齢者などに対して、認知症高齢者グループホームなどの「居住」機能を持った地域密着型 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。
のサービス拠点の施設整備を行う。 ・第７期介護保険事業計画にも基づき、介護老人保健施設の整備に向けて、認可者である千葉県と事前協議
・居宅での介護が困難な要介護者に対して、入浴、排せつ、食事等の日常生活上の介護、機能訓練、健康管 当該年度 を進める。
理等支援する特別養護老人ホームを整備する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ・住みなれた自宅で介護サービスを受けたいとするニーズに対応するため、医療から自宅で生活できる状態
に回復することを目的に、心身の機能回復訓練や必要な医療、日常生活上の介護を提供する介護老人保健施
設を整備する。 償還利子の補助を行なった施設の数 想定値 2当該年度
・社会福祉施設を運営する社会福祉法人で、千葉県民間社会福祉施設整備資金借入金補助金・利子補給金交 単位 箇所

活動結果指標 実績値 2付要綱に基づき利子補給を受ける法人に対し、独立行政法人福祉医療機構からの借入に係る償還利子の一部

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。 直接 償還利子の補助を行なった施設の数 箇所 2 2
・第７期介護保険事業計画にも基づき、介護老人保健施設の整備に向けて、認可者である千葉県と事前協議を進める。

令和 2年度 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。 直接 償還利子の補助を行なった施設の数 箇所 1
・第７期介護保険事業計画にも基づき、介護老人保健施設の整備する。

令和 3年度 ・社会福祉法人への償還利子の一部について補助を行う。 直接 償還利子の補助を行なった施設の数 箇所 1

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

社会福祉法人への利子補給金交付 575 社会福祉法人への利子補給金交付 441 426 社会福祉法人への利子補給金交付 307 社会福祉法人への利子補給金交付 230
アコモード　382,550円 アコモード　306,040円 アコモード　229,530円
栄興会　57,700円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 575 合　　計 441 426 合　　計 307 合　　計 230
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 575 441 426 307 230

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,215 3,081 3,066 2,947 2,870
(11)単位費用

3,215千円／箇所 1,540.5千円／箇所 1,533
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護を必要とする高齢者が増えていくなかで、施設サービスを希望しても利用できない現状があるため、施設整備の必要 ●①事前確認での想定どおり
性があります。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

施設整備を行った社会福祉法人に対し、償還利子の一部について適切に補助を行ったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護を必要とする高齢者が増加する中、施設サービスを希望

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する市民ニーズに応えるため、施設整備を行っていく必要が
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 2 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施設整備を行った社会福祉法人に対し、償還利子の一部について補助を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,081 134 3,066 99.51
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

4.17

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 予定より、利子給付が少ない額となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.06

箇所 10万円 0.07 85.71

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
介護保険制度における市民ニーズに応えるため、今後とも介護サービスの供給体制を整備する必要があり、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 520 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 地域ケア体制の推進 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 社会福祉施設の整備 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,081 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画　

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用



談室などの相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 介護保険制度の趣旨に則り、ケアマネジャーが適切な介護サービス計画を作成し、利用者の意志を尊重した
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 、公平、公正な見地から利用者にとって最適なサービスを利用できるよう、介護サービス計画にかかる情報
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 の共有とケアマネジャーの資質の向上を図る。
（ 業務内容 ） ①ケアマネジャーへの個別相談・個別指導・活動支援を電話、来所、訪問などにより適宜実施する。
①ケアマネジャーへの個別相談・個別指導・活動支援を電話、来所、訪問などにより適宜行う。 ②高齢者なんでも相談室主催の介護予防マネジメント研修会を年1回開催する。
②高齢者なんでも相談室主催のマネジメント研修会を開催する。 当該年度 ③ケアマネジャーの資質向上に関する研修会について、介護支援専門員連絡協議会の会員より選出された役
③介護支援専門員連絡協議会は会員より選出された役員を中心に研修会等を開催し、市は事務局として事業 執行計画 員により年４回（6.9.12.3月予定）計画し、会員への通知・資料の準備等の事務を行う。またケアマネジャ

(3)事業内容 内　　容 実施のための事務を行う。 ーの業務遂行に関する情報提供を通知等により適宜実施する。
（介護支援専門員連絡協議会の事業） ④主任介護支援専門員向けの研修会を年３回計画し、通知・資料の準備等の事務を行う。
・ケアマネジャーの資質向上に関する研修会の開催:年４回程度の研修会を開催 市内全指定居宅介護支援事業者への相談・支援数　 想定値 500当該年度
・ケアマネジャーの業務遂行に関する情報提供 平成２４年度より、市内４地区高齢者なんでも相談室への委託を開始 単位 件

活動結果指標 実績値 498・介護サービスに関する調査・研究、その他目的達成のため必要なこと したため、５つの相談室での相談件数。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 560 500
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

令和 2年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 510
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

令和 3年度 ケアマネジャーの業務遂行に関する情報を提供し、資質向上を図る 直接 指定居宅介護支援事業者への窓口相談指導又は新規や１名体制の居宅 件 520
介護支援事業者に対する相談・訪問指導件数

直営の高齢者なんでも相談室・委託設置した市内各地区の高齢者なんでも相談室における相談窓口での対応や居宅介護支援事業
(7)事業実施上の課題と対応 所内での主任介護支援専門員によるケアマネジャーを支援する体制が整ってきているため相談件数は減少しているが、ケアマネ 代替案検討 ○有 ●無

ジャーの更なる資質向上のために市内全域の研修会、あるいは事例検討会の開催が求められ、それに伴う支援が必要。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護支援専門員研修会講師報償 60 介護支援専門員研修会講師報償 60 60 介護支援専門員研修会講師報償 60 介護支援専門員研修会講師報償 60

臨時保健師賃金（産休育休代替分 58 臨時看護師等賃金（育休代替分） 52 27
【臨時保健師賃金のみ歳入あり、 【臨時看護師等賃金のみ歳入あり、
国20％、県12.5％、保険料他55％】 国25％、県12.5％、保険料23％

　支払基金27％】

実施内容 （補正）臨時看護師等賃金・交通費 △14
（育休代替分）

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 118 合　　計 98 87 合　　計 60 合　　計 60
国庫支出金 補助率 20 ％ 11 補助率 25 ％ 9 6 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 7 補助率 12.5 ％ 4 3 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 69 66 65 60 60

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 31 ■特会 □受益 □基金 □その他 19 13 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.08 0.12 0.12 0.09 0.09
正職員人件費 704 1,056 1,056 792 792

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 58 52 52 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 822 1,154 1,143 852 852
(11)単位費用

2.74千円／件 2.31千円／件 2.3
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

ケアマネジャーは、要介護者等が自立した生活を営むために必要な介護サービスだけでなく、介護サービス以外の公的な ●①事前確認での想定どおり
サービスやインフォーマルなサービスを組み合わせて、必要な居宅サービスを調整しなければならない。介護保険制度や ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ その他介護をとりまくサービスや情報が常に変化している中で、居宅サービス計画作成に苦慮することも多く、特にケア ○要
   背景は？(事業の必要性) マネジャーが１名の事業者では計画作成において、他のケアマネジャーと意見交換したり、助言を受けたりする機会が少 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

ないことから、居宅サービス計画作成について指導・助言することでケアマネジャーの質を確保・向上させることで、介 高齢者の変化する心身の状態に合わせた介護保険サービス等の調整・提供を行うためには、介護支援専門員の資質向上が
護サービスの質の確保・向上にもつながる。 重要であり、今後もその必要性は高い。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護支援専門員が相談する機関として、信頼性の高い機関で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある必要があることから、市及び市内５地区の高齢者なんで
□その他 　促進された も相談室の主任介護支援専門員が個別相談を実施した。また

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 、全市的な研修の開催や介護支援専門員連絡協議会への事務
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 的な支援を市が事務局として行った。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 委託設置した地区の高齢者なんでも相談室が、ケアマネジャ □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ーからの個別相談は請け負うが、全市的な研修の開催や介護 □⑦その他
サービスが保証される 支援専門員連絡協議会への事務的な支援を市が行う必要があ ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の る。
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業の実施には、主任介護支援専門員の資格が必要であるた ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り め、市民との協働は困難である。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
560 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

主任介護支援専門員が配置される居宅介護支援事業所も増えたことから、市及び
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 498 100.4

市内５地区の高齢者なんでも相談室の主任介護支援専門員の助言を必要とする困
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,154 △332 1,143 99.05
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△40.39

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 43.33

件 10万円 43.57 99.45

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は介護支援専門員の資質向上に必要な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 521 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護支援専門員の資質向上 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 ケアマネジャー支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成15年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.12 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,168 千円 (うち人件費 1,056 千円）⑦事業費
総事業費 2,682 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,154 千円 (うち人件費 1,056 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相



って利便 利用者のニーズに応えるため、介護保険制度に関する相談・苦情等について、きめ細かに対応します。介護
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 相談員を設置し、申し出のあったサービス事業所等に派遣することにより、介護サービス利用者の疑問、不
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 満、不安等を解消し、派遣を受けたサービス事業所等における介護サービスの質的向上を図る。
市内の相談員派遣受け入れ事業者とその事業者のサービスを利用する要介護者とその家族に対し、定期的に （１）介護相談員の更新及び委嘱。
介護相談員を派遣し、利用者と提供者の橋渡し役として介護保険サービスの質の向上を図る。 （２）介護相談員の派遣及び新規派遣施設の調整。
○内容（１）介護相談員の選考：①民生委員児童委員②市民代表（公募による）から委嘱（定数１５名以内 当該年度 （３）介護相談員連絡会を毎月１回（第１月曜日）開催し、意見交換する。
、任期2年）（２）介護相談員の派遣：月１～２回/１事業者。①話を聞き、相談に乗る②施設の行事に参加 執行計画 （４）介護相談員のスキルアップのため、養成・現任研修、事例報告会等を開催。

(3)事業内容 内　　容 ③サービスの現状把握④事業所の管理者又は従事者と意見交換。（３）情報交換：月１回介護相談員連絡会 （５）介護相談員の周知のため、介護相談員派遣受け入れ事業者へのポスター掲示。
（４）介護相談員の周知（５）介護相談員活動への苦情の対応（６）根拠：「介護保険法」「地域支援事業 （６）介護相談員活動への苦情の対応。
実施要綱」「介護サービス適正実施指導事業の実施について」（老人保健福祉局長通知） 介護相談員の活動派遣施設数 想定値 29当該年度

単位 施設
活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からの介護サービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 29 29

令和 2年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からのサービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 29

令和 3年度 派遣先施設よりの利用者及び家族からのサービスに対する苦情を減らす。 直接 介護相談員の活動派遣施設数 施設 29

在宅で介護サービスを利用している高齢者宅への派遣事業については未実施。今後、居宅サービス事業者と介護相談員の派遣を
(7)事業実施上の課題と対応 調整し、申し出のあった高齢者宅に派遣することの検討が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520 2,142 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520 報酬費　14,000円 ×15人×12月 2,520
＝2,520,000円 ＝2,520,000円 ＝2,520,000円 ＝2,520,000円
研修交通費 24 研修交通費 37 31 研修交通費 37 研修交通費 37
1,300円×4人×2日＋1,300円×2人×５ 1,300円×4人×2日＋1,300円×4人×５ 1,300円×4人×2日＋1,300円×4人×５ 1,300円×4人×2日＋1,300円×4人×５
消耗品1,000円×15人×1.08 17 消耗品1,000円×15人×1.08 17 14 消耗品1,000円×15人×1.08 17 消耗品1,000円×15人×1.08 17
＝16,200円 ＝16,200円 ＝16,200円 ＝16,200円
保険料 76 保険料 69 51 保険料 69 保険料 69

実施内容 研修負担金 169 研修負担金 277 277 研修負担金 277 研修負担金 277
嘱託職員報酬・共済・費用弁償 1,328 嘱託職員報酬・共済・費用弁償 1,328 1,328 嘱託職員報酬・共済・費用弁償 1,328 嘱託職員報酬・共済・費用弁償 1,328

(8)施行事項
費　　用 2,656,000円×0.5×1人 2,656,000円×0.5×1人 2,656,000円×0.5×1人 2,656,000円×0.5×1人

予算(決算)額 合　　計 4,134 合　　計 4,248 3,843 合　　計 4,248 合　　計 4,248
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 1,080 補助率 38.5 ％ 1,124 968 補助率 38.5 ％ 1,124 補助率 38.5 ％ 1,124
県支出金 補助率 19.25 ％ 540 補助率 19.25 ％ 562 484 補助率 19.25 ％ 562 補助率 19.25 ％ 562
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,514 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,562 2,391 ■特会 □受益 □基金 □その他 2,562 □特会 □受益 □基金 □その他 2,562
換算人数(人) 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
正職員人件費 440 440 440 440 440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,328 1,328 1,328 1,328 1,328
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,574 4,688 4,283 4,688 4,688
(11)単位費用

157.72千円／施設 161.66千円／施設 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護相談員は、サービス利用者の不安、不満及び疑問に気づき、苦情に至る事態を未然に防止し、事業者と問題提起や改 ●①事前確認での想定どおり
善のアドバイスを行うことが役割である。サービス利用者とサービス提供者双方と対等な立場に立ちつつ、両者間の橋渡 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ しを行なうことにより、介護保険サービスの質の向上を図る。これにより介護保険の苦情については、国保連又は市によ ○要
   背景は？(事業の必要性) る苦情対応窓口（介護保険調整委員会）が設置されている。評価については、自己評価、利用者評価が実施されている。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護相談員を派遣し、利用者と施設及び市との橋渡しをし、介護における現場の把握、利用者の環境改善につなげる情報
の受け渡しができた。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主導で行うことで、利用者と施設との橋渡しを介護職員

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がスムーズに行うことが出来る為。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 民生委員連絡協議会から推薦された方と市民公募で選考され 市民の公募から選考された方と民生委員連絡協議会から推薦 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り た介護相談員が参画している。 された方が、介護相談員として活動している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(施設) 目標値(b)(施設) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(施設) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
29 29 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

計画通り対象施設にて介護相談員が活動を行うことが出来た。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 29 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,688 △114 4,283 91.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.62

施設 10万円 0.68 109.68

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
介護保険施設による質の高いサービス提供のため、第三者の立場から直接利用者と施設職員の声を聴く介護相談員の活動や重要な役目を果たし
ていることから、現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 522 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険事業の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護相談員派遣 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 1 人 (換算人数 0.05 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,688 千円 (うち人件費 440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図



談機能や介護者への支援の充実に努め、高 高齢者やその家族の生活全般にわたる総合的な相談に応じ、介護や健康に関すること、権利擁護に関するこ
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 と、虐待への早期対応等の支援を行うとともに、様々なニーズに対応する各種の健康福祉サービスが総合的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 に受けられるよう各種機関との連絡調整を行うことで、高齢者及びその家族等の福祉の向上を図る。
○実施機関：我孫子市高齢者なんでも相談室（高齢者支援課内）及び「我孫子」「天王台」「湖北・湖北台 高齢者なんでも相談室は、総合相談や介護予防マネージメント等の業務に加え、認知症の早期相談対応、在
」「布佐・新木」各地区高齢者なんでも相談室（地区の相談室は社会福祉法人に委託） 宅医療介護の相談窓口としての機能も果たしている。委託している高齢者なんでも相談室と高齢者支援課内
○内容：①介護予防ケアマネジメント業務（要支援者へのサービス利用支援）②総合相談支援業務③権利擁 当該年度 我孫子市高齢者なんでも相談室は常に連携し情報の共有を図りながら業務を実施する。＜政策＞我孫子地区
護業務（成年後見制度利用支援、高齢者虐待への対応、消費者被害の防止等）④包括的・継続的ケアマネジ 執行計画 は他の地区と比べ、６５歳以上の者が２倍程度居住していることもあり、北地区と南地区に分割して新たに

(3)事業内容 内　　容 メント支援業務（介護支援専門員の指導、関係機関の連携支援等）⑤その他、家族介護教室の実施や市の在 １カ所の相談室を設置する必要があり、平成３１年６月にプロポーザル方式により委託法人を選定し、平成
宅生活支援サービスの申請受付及びお元気コール事業の実施等 ３１年１２月に我孫子南地区に１箇所の相談室を開室する。
＜政策＞我孫子地区は他の３地区と比べ、６５歳以上の者が２倍程度居住していることと、相談者の利便性 市と委託する高齢者なんでも相談室の相談受付数（訪問・電話・来所 想定値 23,500当該年度
の向上及びきめ細かい相談体制の強化を図るため、北地区と南地区に分割して新たに１カ所の相談室設置の の合計件数平成３１年度予測） 単位 件

活動結果指標 実績値 24,210準備進め、我孫子南地区に新たな１箇所の相談室を設置する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 24,210 23,500

令和 2年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 24,000

令和 3年度 高齢者やその家族が生活全般の悩み等に関する総合的な相談を行う身近な場として、高齢者なんでも相談室を活用できる。 直接 電話・来所・訪問件数 件 24,500

高齢者やその家族の地域における身近な相談拠点としての機能を果たすため、市民への十分な周知を図るとともに、高齢者やそ
(7)事業実施上の課題と対応 の家族からの相談件数の増加に対応できるよう設置個所数を増やし、相談・運営体制の強化を図る必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

我孫子地区相談室委託料 41,835 ＊ 新規我孫子南地区相談室委託料 13,796 13,796 我孫子北地区相談室委託料 35,364 我孫子北地区相談室委託料 35,364
天王台地区相談室委託料 27,732 ＊ 新規相談室　役務費・備品購入費 207 207 我孫子南地区相談室委託料 24,274 我孫子南地区相談室委託料 24,274
湖北・湖北台地区相談室委託料 27,992 我孫子地区相談室委託料 40,099 40,099 天王台地区相談室委託料 27,757 天王台地区相談室委託料 27,757
布佐・新木地区相談室委託料 27,454 天王台地区相談室委託料 27,757 27,757 湖北・湖北台地区相談室委託料 29,092 湖北・湖北台地区相談室委託料 29,092

湖北・湖北台地区相談室委託料 29,092 24,292 布佐・新木地区相談室委託料 27,563 布佐・新木地区相談室委託料 27,563
市相談室運営費 布佐・新木地区相談室委託料 27,563 27,563 市相談室運営費 市相談室運営費
旅費 110 市相談室運営費 旅費 109 旅費 109

実施内容 消耗品 203 旅費・消耗品 291 154 消耗品 182 消耗品 182
研修負担金 204 研修負担金 209 39 研修負担金 209 研修負担金 209

(8)施行事項
費　　用 臨時看護師賃金・交通費 514 臨時看護師賃金・交通費 514 881 臨時看護師賃金・交通費 514 臨時看護師賃金・交通費 514

保健師人件費 1,342 保健師人件費 1,415 1,297 保健師人件費 1,415 保健師人件費 1,415
公用車燃料費、修繕料、手数料 549 公用車燃料費、修繕料、手数料 513 464 公用車燃料費、修繕料、手数料 513 公用車燃料費、修繕料、手数料 513
損害保険料、重量税、駐車場使用料 損害保険料、重量税、駐車場使用料 105 98 損害保険料、重量税、駐車場使用料 105 損害保険料、重量税、駐車場使用料 105
臨時保健師賃金等(産休育休代替分） 1,157 臨時看護師賃金等(育休代替分） 1,023 533
【臨時看護師等賃金・交通費、保健師 751 735
人件費の歳入は、国２０％、 【臨時看護師等人件費の歳入は、 【臨時看護師賃金・交通費、保健師 【臨時看護師賃金・交通費、保健師
県１２．５％、保険料５５％】 国25％、県12.5％、保険料等50％】 人件費の歳入は、国２０％、 人件費の歳入は、国２０％、

政策費　国5,391千円、県2,695千円 県１２．５％、保険料５５％】 県１２．５％、保険料５５％】
保険料3,220千円、計11,306千円
(補正）臨時繰越賃金等(育休代替分） △280

予算(決算)額 合　　計 129,092 合　　計 143,055 137,915 合　　計 147,097 合　　計 147,097
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 49,137 補助率 38.5 ％ 53,201 52,730 補助率 38.5 ％ 55,226 補助率 0 ％ 55,226
県支出金 補助率 19.25 ％ 24,643 補助率 19.25 ％ 26,600 26,366 補助率 19.25 ％ 28,213 補助率 0 ％ 28,213
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 24,661 30,535 27,053 29,990 29,990

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 30,651 ■特会 □受益 □基金 □その他 32,719 31,766 ■特会 □受益 □基金 □その他 33,668 ■特会 □受益 □基金 □その他 33,668
換算人数(人) 3 2.7 2.7 2.7 2.7
正職員人件費 26,400 23,760 23,760 23,760 23,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 1,342 1,415 1,415 1,342 0
臨時職員賃金額 1,671 1,537 1,537 514 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 155,492 166,815 161,675 170,857 170,857
(11)単位費用

6.91千円／件 7.1千円／件 6.68
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

年々高齢者数が増加し、様々な支援を必要とする高齢者が増える中、総合的な相談を行い、具体的な支援を実施する高齢 ●①事前確認での想定どおり
者やその家族のニーズに応える、地域の身近な拠点としての高齢者なんでも相談室は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、地域での課題に対応し、身近な場での充実した相談支援体制を構築するため、委託する高齢者なんでも相談室の相 ○要
   背景は？(事業の必要性) 談支援体制の強化と充実が必要である。さらに委託する高齢者なんでも相談室を総括し、情報共有や連携を図りつつ、困 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

難な事例にはともに取り組む高齢者支援課内の我孫子市高齢者なんでも相談室も必要である。 市内高齢者数はH29　38,850人　H30　39,441人　H31　39,928人（各10月1日）と増加しており、身近な場所で高齢者やそ
の家族からの相談に応じ、支援を展開する高齢者なんでも相談室は少子高齢化を迎える今後の社会に必要なため

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 高齢者なんでも相談室は、地域包括支援センターの機能を有

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 しており、介護保険法により設置が必須とされている。その
□その他 　促進された うえで事業を社会福祉法人等に委託ができることとなってい

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した るため、市内５か所の高齢者なんでも相談室に委託し、設置
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された における責任主体は市としている。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
24,210 23,500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定よりも相談件数が増加したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 24,210 103.02
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g

様

)(千円) ○③想定事

式

業費超過
(千円) □②

第

現有体制での対応 □⑥

３

受益者負担 (g/c)

号

×100 ○②事前の想

事

定どおりでなかった
□

務

③維持管理費の削減策

事

の実施 □⑦その他
(2

業

)事業費削減の工夫を

評

して 166,815 △

価

11,323 161,

表

675 96.92
□④

（

民間委託 ＜想定どおり

平

削減できなかった原因

成

＞ ○要
   いるか？

3

事業費削減率(％) ＜

1

削減の内容＞ ＜超過理

年

由等＞ ●不要

△7.2

度

8

目標値対事業費(e

）

) 計算方法 達成状況 ○

事

①目標値以上 ＜目標値

業

以上となった理由／目

コ

標値以下であった原因

ー

＞
(3)目標値を実現

ド

する為に ●②目標値と

5

同程度
単位 費用単位 ●

2

①単年度の指標：目標

4

値×費用単位／事業費

課

対目標値(％) ○要
 

コ

  投じる事業費は適

ー

正か？ 実績値(h) ○

ド

③目標値以下
○②複数

0

年度の指標：(目標値

5

－現況値)×費用単位

0

／事業費 (h/e)×

8

100 ●不要
   (

会

目標対費用) 14.0

計

9
件 10万円 14.9

種

7 106.25

３．事

別

後評価

●現状どおり推

介

進 ○拡充 ○縮小 ○結合

護

○休止 ○廃止 ○事業手

保

法見直し ○その他(事

険

業完了など)

評
　
価

評

特

価コメント 改善策及び

別

展開方向
令和元年１２

会

月に我孫子南地区高齢

計

者なんでも相談室を設

予

置し、委託先としては

算

５か所目の相談室とし

の

て相談体制の充実を図

種

ることができた。

類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者なんでも相談室の運営・支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 9 人 (換算人数 2.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 166,344 千円 (うち人件費 23,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 166,815 千円 (うち人件費 23,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相



充実に努め、高 介護予防・生活支援の観点から、介護保険外のサービス提供が必要な高齢者を対象に、効果的な介護予防・
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 生活支援サービスの総合調整や地域ケアの総合調整を行うため、地域ケア会議を開催する。高齢者のニーズ
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 に対応した各種健康福祉サービスが総合的に受けられるように各種機関との連絡調整等を行う。
１.地域ケア会議の内容：①個別課題の解決（個別ケースの情報共有と支援に関すること）②地域包括支援 ３１年４月から３２年３月の年度を通じて適宜実施する。実施方法①高齢者なんでも相談室の主催となり、
ネットワーク構築（地域の関係機関等との連携促進に関すること）③地域課題の発見・把握④地域づくり・ 高齢者なんでも相談室等が実施した実態把握や民生委員の地区訪問から把握した支援を必要とする高齢者に
資源開発（地域に必要な資源の創出に関すること）⑤政策形成（地域課題の集約、必要な基盤整備等にかん 当該年度 ついて、民生委員と情報交換を行い、ケース検討やサービスの調整等を行う地域ケア会議を開催する。②高
すること　２.実施方法：①高齢者なんでも相談室が実施した実態把握や関係者からの依頼に基づき、支援 執行計画 齢者なんでも相談室の主催により、個別ケースの課題解決のために、関係者や専門職等を招集し、課題解決

(3)事業内容 内　　容 が必要な高齢者を特定し、ケース検討やサービスの調整等行う。②介護支援専門員との連携、相談・指導を を図るための地域包括ケア会議を開催する。③地域包括ケア会議から出た地域課題や政策形成課題が出され
行うとともに、ケア事例検討会の開催などを通じて居宅サービス事業者のサービスの質的向上を図る。また た際には、市高齢者支援課が地域包括ケア推進会議を開催する。
、健康福祉サービスの調整等について必要な指導・助言を行う。③個別のケース検討等から地域課題を把握 相談対象延べ件数 想定値 1,150当該年度
する。３.出席者：民生委員、高齢者なんでも相談室、居宅介護支援事業者、保健・医療・福祉関係者、近 単位 件

活動結果指標 実績値 1,328隣住民等。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,328 1,150

令和 2年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,200

令和 3年度 支援を必要とする高齢者を把握し、訪問等にてフォローを実施する。 直接 相談対象件数 件 1,250

主に民生委員とのサービス調整・情報交換を目的とした地域ケア会議、他の関係機関（居宅介護支援事業者・介護サービス提供
(7)事業実施上の課題と対応 事業者等）との地域包括ケア会議を地区の高齢者なんでも相談室が必要に応じて開催している。各会議から地域課題や政策形成 代替案検討 ○有 ●無

課題が出された際には、市高齢者支援課が地域包括ケア推進会議を開催していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

地域ケア会議の開催 0 地域ケア会議の開催 0 0 地域ケア会議の開催 0 地域ケア会議の開催 0

臨時保健師等賃金・交通費 58
（産休育休代替分）

【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 52 27
実施内容 国20％、県12.5％、保険料55％】 国25％、県12.5％、保険料23％、支払

基金27％】
(8)施行事項

費　　用

（補正）臨時保健師等賃金・交通費 △14
（育休代替分）

予算(決算)額 合　　計 58 合　　計 38 27 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 20 ％ 11 補助率 25 ％ 9 7 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 7 補助率 12.5 ％ 4 3 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 9 6 4 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 31 ■特会 □受益 □基金 □その他 19 13 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.23 0.19 0.19 0.19 0.19
正職員人件費 2,024 1,672 1,672 1,672 1,672

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 58 52 52 58 58

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,082 1,710 1,699 1,672 1,672
(11)単位費用

1.81千円／件 1.49千円／件 1.28
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者がより適切なサービスを利用できるよう、各種団体と連携し、サービスの総合調整や地域ケアの総合調整を行うこ ●①事前確認での想定どおり
とが必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市内5地区の各高齢者なんでも相談室の主催により、市や民生委員等を中心に、地域の気になる高齢者世帯に関する情報
共有と個別課題の検討を行った。個別課題から抽出されたニーズにより地域課題の傾向を把握できたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域の高齢者の個別事例について情報共有及び支援策の検討

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 や総合調整を行うため、個人情報の適切な管理が必要となる
□その他 　促進された 。また、抽出された地域課題について、サービスの創出や仕

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 組化の検討が必要となるため、市及び地区高齢者なんでも相
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 談室が主導で進める必要がある。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 会議のメンバーとして、民生委員やサービス提供事業者、地 個々のケースの状況に応じて、医療関係者や地域の福祉事業 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 域住民等の参加を想定。 所、法律家等の専門職だけでなく、地域の民生委員や住民が ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 積極的に関わながら課題解決に向けて検討を行う仕組みとな ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している っている。今後はさらに専門職の参加を促進させる仕組みが ●要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 必要。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,328 1,150 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

想定よりも相談対象者が多かったため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,328 115.48
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,710 372 1,699 99.36
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

17.87

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 地域ケア会議の回数は増加したものの、１回の会議での

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 検討件数が増えたたため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 67.25

件 10万円 78.16 116.22

３．事後評価

○現状どおり推進 ●拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、高齢者が課題を抱えながらも支え合いながら暮らしていく地域を創造するために必要な事業である。今後は、幅広い専門職が参加す 主任介護支援専門員及び理学療法士等の専門職が、個別の事例検討に参加し専門的な見地から自立支援策を模索する、自立支援型地域ケア会議
ることで、より専門的な見地から高齢者の生活課題について議論できる体制を構築する必要がある。 を市主催で開催する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 525 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域ケア会議の開催 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成14年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.19 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,724 千円 (うち人件費 1,672 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,710 千円 (うち人件費 1,672 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の



の支援の充実に努め、高 高齢者に対し、その心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な措置を講じ高齢者の福祉を図る。
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
老人福祉法第１１条第１項第１号及び第２号に定めるところにより、高齢者を速やかに養護老人ホームまた ３１年４月から３２年３月までの年度を通じて、特別養護老人ホームへの措置が必要な者については、介護
は特別養護老人ホームに措置を行う。措置の必要な者に対し、随時、老人ホーム入所判定委員会を開催し措 保険制度利用とあわせて必要な施設への措置を行う。すでに措置した者については、定期的に措置の継続に
置の開始、変更または廃止についての要否判定を行う。また、「やむを得ない措置」対象者に対して老人福 当該年度 ついて出身世帯等の扶養状況及び本人の心身の状況確認を行う。「やむ得ない措置」対象者に対して老人福
祉法第１０条の４の規定において適切に対応する。 執行計画 祉法第１０条の４の規定において適切に対応するとともに権利擁護事業を適切に推進する。

(3)事業内容 内　　容

養護老人ホーム入所措置決定者及び継続の要否判定（措置） 想定値 8当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 8

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100 100

令和 2年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100

令和 3年度 必要な高齢者に対して速やかに措置を行う。 直接 老人福祉法第１１条において養護老人ホーム入所措置決定を行う ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

老人ホーム入所判定委員報酬 18 老人ホーム入所判定委員報酬 18 0 老人ホーム入所判定委員報酬 18 老人ホーム入所判定委員報酬 18
養護老人ホーム措置費 22,160 養護老人ホーム措置費 23,160 16,600 養護老人ホーム措置費 23,160 養護老人ホーム措置費 23,160
入所時診断書料助成費 5 入所時診断書料助成費 5 0 入所時診断書料助成費 5 入所時診断書料助成費 5
施設利用料（やむを得ない措置） 1,200 施設利用料（やむを得ない措置） 1,247 1,233 施設利用料（やむを得ない措置） 1,200 施設利用料（やむを得ない措置） 1,200

養護老人ホーム措置費（3月補正） △4,790 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 23,383 合　　計 19,640 17,833 合　　計 24,383 合　　計 24,383
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 19,798 15,824 17,833 20,567 20,567

その他の財源 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,585 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,816 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,816 □特会 ■受益 □基金 □その他 3,816
換算人数(人) 0.25 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 2,200 1,760 1,760 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,583 21,400 19,593 26,143 26,143
(11)単位費用

3,197.88千円／名 2,675千円／名 2,449.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度の施行に伴い、特別養護老人ホームは「介護老人福祉施設」と契約施設に変化したが、虐待や介護者の疾病 ●①事前確認での想定どおり
による一時退避の場としての役割として措置制度が必要である。養護老人ホームは、地域社会で自立した生活をすること ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が困難な者でとりわけ経済状況からなる要素が大きく、必要な高齢者の措置施設であるため継続が必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

被措置者の現況確認のために訪問を実施し、継続入所の必要性を確認している。また、虐待等やむを得ない措置及び身体
的、経済的理由からの入所措置が必要な高齢者に対応するために必要な事業であるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 老人福祉法に市が入所措置を実施することが規定されている

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

被措置者の現況を訪問確認し、必要性を認めた上で入所措置継続を決定している
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ため、また、虐待や経済、身体的状況により、適切に入所措置しているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 21,400 4,183 19,593 91.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

養護老人ホーム入所者が当初見込みを下回ったため。

16.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円 0.51 108.51

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、老人福祉法の規定に基づき、高齢者のやむを得ない状況に対応するための必要不可欠な事業となっていることから、今後も継続して
現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 526 課コード 0508 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 特別養護老人ホーム・養護老人ホーム入所措置 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,143 千円 (うち人件費 1,760 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 21,400 千円 (うち人件費 1,760 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第８次高齢者保健福祉計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者へ



の充実に努め、高 地域支援事業における認知症施策推進事業に基づき、認知症の人が住み慣れた地域で安心してくらし続ける
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 ため、認知症の早期発見、早期支援を行う仕組みづくりに取り組みます。
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
①認知症の早期発見・早期支援のため、認知症に関する相談に応じる。 ①高齢者支援課内及び委託の各地区高齢者なんでも相談室において、認知症に関する相談に応じる。
②認知症が疑われる人やその家族への初期の支援を包括的、集中的に行う。 ②「認知症初期集中支援チーム」において、認知症の初期集中支援が必要なケースの支援・会議を実施する

当該年度 。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

認知症に関する相談受付件数 想定値 710当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 754

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 705 710

令和 2年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 720

令和 3年度 認知症の相談に応じ、認知症の早期発見・早期支援を行うことができる。 直接 認知症に関する相談受付件数 ％ 730

認知症の人が早期診断、早期対応につながるよう、多くの方へ認知症に関する事や相談・受診先の啓発等を行っていく必要があ
(7)事業実施上の課題と対応 り、引き続きちらし・ホームページ等により周知を図っていく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 189 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324 初期集中支援チーム　嘱託医報償費 324
27,000円×12月 27,000円×12月 27,000円×12月 27,000円×12月

臨時保健師等賃金・交通費 405 臨時看護師等賃金・交通費 358 187
（産休育休代替分） （育休代替分）

実施内容 【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 【臨時看護師等賃金・交通費の歳入は
国20％、県12.5％、保険料55％】 国25％、県12.5％、保険料23％

(8)施行事項
費　　用 支払基金27％】

（補正）臨時看護師等賃金・交通費 △98
（育休代替分）

予算(決算)額 合　　計 729 合　　計 584 376 合　　計 324 合　　計 324
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 205 補助率 38.5 ％ 189 143 補助率 38.5 ％ 124 補助率 38.5 ％ 124
県支出金 補助率 19.25 ％ 112 補助率 19.25 ％ 94 71 補助率 19.25 ％ 62 補助率 19.25 ％ 62
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 116 97 76 64 64

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 296 ■特会 □受益 □基金 □その他 204 86 ■特会 □受益 □基金 □その他 74 ■特会 □受益 □基金 □その他 74
換算人数(人) 0.1 0.16 0.16 0.18 0.18
正職員人件費 880 1,408 1,408 1,584 1,584

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 405 358 358 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,609 1,992 1,784 1,908 1,908
(11)単位費用

3.22千円／件 2.81千円／件 2.37
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者はますます増加し、2025年には全国で700万人を超えると推計されている。認知症は、本人や家族が認知症 ●①事前確認での想定どおり
の疑いをもった時には、認知症の症状がかなり進行していることが多く、またもの忘れ等の周辺症状から、本人の生活に ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 支障をきたしたり、問題行動から家族の介護負担も大きいと言われている。認知症の人やその家族に早期に関わり、早期 ○要
   背景は？(事業の必要性) 診断・早期対応ができる体制づくりを構築することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生活を送ることが ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。 認知症高齢者のますますの増加が予測され、認知症の相談体制の充実を図る当事業は、不安軽減や早期発見・早期対応の
ために必要性が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本事業を設けることで、認知症に関する不安軽減や早期発見

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ・早期対応につなげることができた。
□その他 　促進された

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症というデリケートな問題の相談の場であり、市民との ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 協働は困難であるため、該当なし。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
専門職が相談に対応している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
705 710 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

相談窓口として高齢者なんでも相談室の周知が図られつつあることや、認知症に
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 754 106.2

関する相談ニーズが高まり相談件数が増加したため目標を達成した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,992 △383 1,784 89.56
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

各地区の高齢者なんでも相談室職員がほとんどのケース対応が可能だっ
たため、認知症初期集中支援チーム員会議の開催回数が年７回と予定を

△23.8 下回り、報償費が減ったため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 認知症に関する相談件数は増加していることから目標値

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 対事業費は適正である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 35.64

％ 10万円 42.26 118.57

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
今後、認知症高齢者はますます増加していく予測であり、認知症施策の向上と充実を目指して今後も事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 527 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症早期支援事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成29年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.16 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,090 千円 (うち人件費 1,408 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,992 千円 (うち人件費 1,408 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画他

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援



どの相談機能や介護者への支援の充実に努め、高 利用者のニーズに応えるため、介護保険制度に関する相談・苦情等について、きめ細かに対応します。
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
介護保険制度の効果的な運用を図るため、相談・苦情を一元的に受付する窓口として、各地区担当者、介護 必要に応じて、随時、段階的に苦情及び相談を受け付けます。
保険担当職員、我孫子市介護保険調整委員会が段階的に対応する。 第１段階　地区担当者
根拠：介護保険法 当該年度 第２段階　介護保険担当職員

執行計画 第３段階　介護保険調整委員会
(3)事業内容 内　　容

年度別要介護認定者実数（平成３１年度末実数） 想定値 6,516当該年度
単位 名

活動結果指標 実績値 6,481

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100 100

令和 2年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100

令和 3年度 段階的に、相談・苦情に対応し、問題を解決し、サービスの質の向上を目指す。 直接 相談・苦情でよせられた問題の解決率 ％ 100

要介護認定者及び介護サービス提供事業者の増加に伴い、苦情等の相談も増加する傾向（国保連苦情相談より）である。給付適
(7)事業実施上の課題と対応 正化事業の実施により事前に問題のあるサービス提供事業者への指導も必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬 介護保険調整委員会委員報酬
（3,500円×5人×1回）=17,500 18 （3,500円×5人×1回）=17,500 18 0 （3,500円×5人×1回）=17,500 18 （3,500円×5人×1回）=17,500 18
消耗品　10,000円 10

臨時看護師等賃金・交通費 52 52
臨時保健師等賃金・交通費 58 （育休代替分）
（産休育休代替分） 【臨時看護師等賃金・交通費の歳入は
【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 国25％、支払基金27％、県12.5％、

実施内容 国25％、支払基金27％、県12.5％、 保険料23％】
保険料23％】

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 86 合　　計 70 52 合　　計 18 合　　計 18
国庫支出金 補助率 25 ％ 14 補助率 25 ％ 13 13 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 12.5 ％ 7 補助率 12.5 ％ 7 7 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 65 ■特会 □受益 □基金 □その他 50 32 ■特会 □受益 □基金 □その他 18 ■特会 □受益 □基金 □その他 18
換算人数(人) 0.43 0.43 0.43 0.43 0.43
正職員人件費 3,784 3,784 3,784 3,784 3,784

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 58 52 52 52 52

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,870 3,854 3,836 3,802 3,802
(11)単位費用

0.75千円／名 0.59千円／名 0.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

利用者からの苦情は、早期に対応することで継続的にサービスを利用することができる。よって、地区担当及び介護保険 ●①事前確認での想定どおり
担当職員で対応することにより安心した介護保険サービスの提供をすることができ、介護保険サービスの質の向上にもつ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ながる。最終段階での調整委員会の設置することで苦情にいたるまでの抑止としての効果も大きい。国保連合会苦情処理 ●要
   背景は？(事業の必要性) や千葉県苦情処理委員会と合わせてセーフティーネットが必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

寄せられた苦情・相談に対しては担当による説明でご納得頂けたため、介護保険調整委員会での対応事案は発生しなかっ
た。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険に関する苦情相談窓口は保険者である市が実施しな

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ければならない。また、市が主導で苦情相談に応じることで
□その他 　促進された 介護サービスの提供情報者に対して、苦情に至るまでの抑止

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 効果があるため。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

寄せられた苦情・相談に対しては担当による説明でご納得頂けたため、介護保険
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

調整委員会での対応事案は発生しなかった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,854 16 3,836 99.53
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 介護保険調整委員会での対応事案は発生しなかったため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.59

％ 10万円 2.61 100.77

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
介護保険調整員会を設置することで、大きな苦情となる事例を未然に防ぐ抑止効果があり、介護保険サービスの質の向上につながるため、今後
も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 531 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険に関する苦情・相談窓口の整備 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険に関する苦情・相談窓口 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 15 人 (換算人数 0.43 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,854 千円 (うち人件費 3,784 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室な



実に努め、高 認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者などの判断能力の不十分な要支援者の保護を図り、自己決定権の
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的 尊重とその有する能力を活用することにより、自立した日常生活が営むことができる環境整備の実現を図る
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。 。
〇認知症高齢者、知的障害または精神障害の状態にあるため判断能力が不十分で日常生活を営むことに支障 成年後見制度を必要とする高齢者を適切に把握し、後見開始の審判、保佐開始の審判等について、家庭裁判
があり、成年後見人等の支援が必要であるが、後見等開始の審判について、家庭裁判所に申し立てを行う親 所に審判の申し立てを行う。また、家庭裁判所が選任した成年後見人、保佐人、補助人に係る報酬の扶助を
族がいない、あるいは虐待により親族の申し立てが不可能な場合等に、市長による申し立てを行い、高齢者 当該年度 行う。　　
等の生活を支援する。〇成年後見制度の利用促進を目的に、市長申し立て者で低所得のため成年後見人等の 執行計画

(3)事業内容 内　　容 報酬の支払いが不可能な被後見人等や、市長申し立て者以外で第三者を成年後見人等としている生活保護の
受給者等である被後見人等に対し報酬の扶助を行う。〇老人福祉法３２条の２において「市町村は後見等の
業務を適正に行うことができる人材の育成及び活用を図るため、研修の実施等を行うよう努めなければなら 成年後見制度の市長申し立て件数 想定値 15当該年度
ない」と規定されていることから市民後見人養成のための事業に協力する。 単位 件

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100 100

令和 2年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100

令和 3年度 成年後見制度利用を支援することにより、要支援者の保護を図る。 直接 市での成年後見申立を必要とする高齢者の制度利用率 ％ 100

今後の申立て案件の増加に対応するため、後見人等候補者になりうる市民後見人の養成や活用ができる仕組づくりへの協力が必
(7)事業実施上の課題と対応 要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

消耗品費（収入印紙代他） 56 消耗品費（収入印紙代他） 56 22 消耗品費（収入印紙代他） 56 消耗品費（収入印紙代他） 56
通信運搬費（送付、送達切手代） 61 通信運搬費（送付、送達切手代） 61 14 通信運搬費（送付、送達切手代） 61 通信運搬費（送付、送達切手代） 61
手数料（申立診断書作成手数料） 343 手数料（申立診断書作成手数料） 352 32 手数料（申立診断書作成手数料） 352 手数料（申立診断書作成手数料） 352
後見人等報酬扶助費 8,040 後見人等報酬扶助費 8,016 5,737 後見人等報酬扶助費 8,016 後見人等報酬扶助費 8,016

＊ 後見人等報酬扶助費対象拡大分 336

臨時保健師等賃金・交通費 58 臨時看護師等賃金・交通費 52 27
実施内容 （産休育休代替分） （育休代替分）

(8)施行事項
費　　用 【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 【臨時看護師等賃金・交通費の歳入は

国20％、県12.5％、保険料55％】 国25％、県12.5％、保険料23％、支払
基金27％】

（補正）臨時看護師等賃金・交通費 △14
（育休代替）

予算(決算)額 合　　計 8,894 合　　計 8,523 5,832 合　　計 8,485 合　　計 8,485
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 3,412 補助率 38.5 ％ 3,275 2,241 補助率 38.5 ％ 3,266 補助率 0 ％ 3,266
県支出金 補助率 19.25 ％ 1,707 補助率 19.25 ％ 1,637 1,120 補助率 19.25 ％ 1,633 補助率 0 ％ 1,633
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,712 1,641 1,732 1,635 1,635

その他の財源 ■特会 ■受益 □基金 □その他 2,063 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,970 739 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,951 ■特会 ■受益 □基金 □その他 1,951
換算人数(人) 0.39 0.32 0.32 0.32 0.32
正職員人件費 3,432 2,816 2,816 2,816 2,816

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 58 52 52 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,326 11,339 8,648 11,301 11,301
(11)単位費用

616.3千円／件 755.93千円／件 1,729.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

成年後見制度による支援が必要であるが、申し立てできる親族がいないといった状況に対応するため、また、後見人等報 ●①事前確認での想定どおり
酬の費用負担が困難なこと等から制度利用に進まないといった状況に対応するために本事業は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 今後ますます増加する認知症者が、成年後見制度の支援を受けられるよう、市民後見人の養成への協力も必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

認知症により意思能力が低下している市民に対し、意思決定の支援を行う成年後見人のニーズが高まっている。成年後見
制度の申立てを行う親族がいないか、虐待等による権利侵害が発生している場合には、市長が申立てる必要がある。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 成年後見制度を申立てる親族がいない場合や、虐待等による

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 権利侵害が発生している事例においては、市長が申立てるこ
□その他 　促進された とになっており、民間団体では実施できないため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各地区の高齢者なんでも相談室との連携により、市長申立てが必要なケースが抽
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

出され、適切に制度利用につなげられたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,339 987 8,648 76.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

報酬扶助対象者が当初想定より少なかったため。

8.01

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 報酬扶助対象者が当初想定より少なかったため事業費が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 削減された。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.88

％ 10万円 1.16 131.82

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、認知症高齢者を権利侵害等から擁護するために必要であることから、今後も現状通り継続していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 532 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 成年後見制度利用への支援 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.32 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,353 千円 (うち人件費 2,816 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 11,339 千円 (うち人件費 2,816 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への支援の充



支援の充実に努め、高 高齢者虐待を防止し、高齢者の人権を擁護し、住みなれた地域で安心した生活がおくれるようにする。
施策目的・

(2)目的 齢者の保健・医療・福祉の向上を図ります。また、高齢者の権利擁護を図るため、成年後見制度を活用する 事業目的
展開方向

とともに、高齢者への虐待の防止について周知を進めます。
高齢者及び高齢者をとりまく人に対し、高齢者虐待に関する理解を深めるとともに、虐待の防止や早期発見 1)高齢者虐待防止について、講演会の開催、パンフレットの配布や窓口での説明による啓発活動を行う。(2
ができるよう、情報把握や相談体制を充実し、発見されたときに保健・医療・福祉等の関係機関が連携して )高齢者虐待防止マニュアルを活用し、虐待の防止、虐待への早期対応を行う。(3)高齢者虐待に対する相談
対応できる体制づくりを行う。・高齢者虐待に関する専門職員の研修・高齢者虐待防止ネットワークの構築 当該年度 窓口として市高齢者支援課、高齢者なんでも相談室にて、随時、相談（電話・来所）を受け付ける。
・高齢者虐待に対する相談窓口　　根拠：老人福祉法、介護保険法、高齢者虐待防止法 執行計画

(3)事業内容 内　　容

高齢者の虐待防止及び早期発見・保護件数 想定値 39当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 57

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高齢者虐待の情報を把握した時に、虐待防止に対する対応方法の検討、情報の共有化、各機関の役割分担の明確化、今後の方向 直接 虐待通報件数に対する早期状況確認及び対応 ％ 100 100
性などを適切かつ迅速に協議できる虐待防止ネットワークを関係機関と構築する。

令和 2年度 虐待防止ネットワーク網等により虐待を減らす。市民に対し啓発を行う。 直接 虐待通報件数に対する早期状況確認及び対応 ％ 100

令和 3年度 虐待防止ネットワーク網等により虐待をなくす。市民に対し啓発を行う。 直接 虐待通報件数に対する早期状況確認及び対応 ％ 100

高齢者虐待防止の対応には、虐待する側、される側、両者の不幸を救うことになるという視点が重要である。各高齢者なんでも
(7)事業実施上の課題と対応 相談室を含め、地域住民や専門機関・専門職が連携して高齢者やその家族を支え、援助するネットワークづくり、相談体制の充 代替案検討 ○有 ●無

実が必要である。また、市民への高齢者虐待防止への理解や啓発が必要である。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

虐待防止講演会講師報償費 70 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 0 虐待防止講演会講師報償費 70 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0
高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 窓口での随時相談対応 0 0 高齢者虐待の早期発見・早期対応 0 窓口での随時相談対応 0
窓口での随時相談対応 0 虐待通報への対応 0 0 窓口での随時相談対応 0 虐待通報への対応 0
虐待通報への対応 0 虐待通報への対応 0

実施内容
臨時保健師等賃金・交通費 116 臨時保健師等賃金・交通費 103 53

(8)施行事項
費　　用 （産休育休代替分） （育休代替分）

【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は
国20％、県12.5％、保険料55％】 国25％、県12.5％、保険料23％、支払

基金27％】

（補正）臨時保健師等賃金・交通費 △28
（育休代替分）

予算(決算)額 合　　計 186 合　　計 75 53 合　　計 70 合　　計 0
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 49 補助率 38.5 ％ 18 13 補助率 38.5 ％ 26 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 19.25 ％ 27 補助率 19.25 ％ 9 6 補助率 19.25 ％ 13 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 31 11 21 31 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 79 ■特会 □受益 □基金 □その他 37 13 ■特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.29 0.26 0.26 0.26 0.26
正職員人件費 2,552 2,288 2,288 2,288 2,288

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 116 103 103 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,738 2,363 2,341 2,358 2,288
(11)単位費用

66.78千円／件 60.59千円／件 41.07
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

「高齢者虐待」については、家庭という密室、施設職員による虐待等、実態を把握することが困難な状況で、さらに虐待 ●①事前確認での想定どおり
か否かの判断が難しいものが多い。また、介護している側の介護者自身が虐待をしている認識がないこともあり、要援護 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 高齢者の人格の尊重と権利擁護の側面からも早急に相談体制等の整備が急がれている。なお、平成18年4月から高齢者虐 ○要
   背景は？(事業の必要性) 待防止法が施行され、市の役割が定められ、積極的な関わりが求められている。また、高齢者虐待に専門に従事する職員 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

の配置するように努めていかなけらばならない。 当該年度において年間５７件の虐待相談が寄せられ、件数は増加傾向にある。このことから、相談窓口が市民や専門職に
周知されつつあることが伺える。それに伴い虐待通報件数も増加すると予想されたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市内５地区に設置されている高齢者なんでも相談室と課内設

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 置の相談室にて虐待相談を実施している。５地区の相談室に
□その他 　促進された て虐待を認知した場合には、対応を検討し、必要に応じて市

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した も直接介入している。虐待が強く疑われる家庭については、
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された 市職員による立ち入り調査権が認められている。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 高齢者を見守るネットワークには、地域住民の参加が不可欠 市内５地区の高齢者なんでも相談室にて実施する地域ケア会 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り である。 議には各地区の民生委員が参画し、地域の心配な高齢者につ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 地域住民の活動や民間の宅配関係事業者との連携による見守 いての情報共有を行っている。特に心配な高齢者については ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している りネットワークが展開されている。 、個別の地域包括ケア会議を開催し、近隣住民や民間企業等 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 が参画する場合もある。また、各地区の住民主体の見守りネ ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 ットワークとの連携を図ることにより、日頃の小さな状況変

化を察知できるよう地停めている。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

寄せられる虐待通報については、地区高齢者なんでも相談室と連携しながら対応
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

し、その都度、再発予防策を講じているため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,363 375 2,341 99.07
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

13.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.23

％ 10万円 4.27 100.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、高齢者に対する虐待を防止するとともに、早期発見し適切な支援や保護に繋げていくために必要な不可欠な事業となっていることか
ら、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 533 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 高齢者虐待防止対策事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高齢者虐待防止 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 0.26 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,391 千円 (うち人件費 2,288 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,363 千円 (うち人件費 2,288 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33204 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が安心してくらせるよう、高齢者なんでも相談室などの相談機能や介護者への



方法の多様化を図って利便 介護給付費通知を送付することにより、受給者から疑義があるサービス利用実績等を市に申し出てもらうこ
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 とで、架空請求等の不正発見の契機となる。また、介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより抽出した不適切な可能性
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と のある介護給付について事業者に確認することにより、介護給付の適正化につなげるものである。
介護サービス事業所が介護給付費請求を行ったもののうち、国保連合会において審査決定された給付実績を ６月、９月、１２月、３月年４回介護給付費通知の送付
もとに、受給者単位に作成したサービス利用実績情報を通知するものである。これにより、受給者に通知内 毎月、国保連合会からの情報による縦覧点検及び医療情報との整合性チェック。
容どおりのサービス提供を受けたか、支払った利用者負担額と相違ないかなどの確認を促し，サービス事業 当該年度 ９月、１２月、３月の年３回適正化支援ﾊﾟｯｹｰｼﾞにより不適正な給付ﾃﾞｰﾀのﾁｪｯｸを行い改善する。
者が適正な運営をおこなっているかを検証する。また、介護適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞを使用し、給付実績ﾃﾞｰﾀから不 執行計画

(3)事業内容 内　　容 適切な可能性のある給付についてｹｱﾏﾈｼﾞｬｰに直接確認し、介護給付の適正化を図る。

介護給付費通知に対する申し出数と不適切給付の適正化の実施率。 想定値 90当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 90

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護給付費通知に対する申し出や不適切給付に対する適正化の実施率 ％ 80 90

令和 2年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護給付費通知に対する申し出や不適切給付に対する適正化の実施率 ％ 90

令和 3年度 介護給付費通知について受給者からの申し出や不適切給付に対する適正化の実施 直接 介護給付費通知に対する申し出や不適切給付に対する適正化の実施率 ％ 90

介護支援適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞを有効に活用し給付の適正化に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護給付費通知郵送料 介護給付費通知郵送料 1,284 1,119 介護給付費通知郵送料 858 介護給付費通知郵送料 858
4500通×56円×4回＝1,008,000円 1,172 5000通×56円×4回＝1,120,000円 5300通×73円×2回＝773,800円 5300通×73円×2回＝773,800円
500通×82円×4回=164,000円 500通×82円×4回=164,000円 500通×84円×2回=84,000円 500通×84円×2回=84,000円
介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 1,243 1,243 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 1,254 介護給付適正化ﾊﾟｯｹｰｼﾞｿﾌﾄｳｪｱ使用料 1,254
95000円×12ヶ月×1.08＝1,231,200円 1,232 95000円×6ヶ月×1.08＝615,600円 95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円 95000円×12ヶ月×1.10＝1,254,000円

95000円×6ヶ月×1.10＝627,000円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,404 合　　計 2,527 2,362 合　　計 2,112 合　　計 2,112
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 926 補助率 38.5 ％ 973 909 補助率 38.5 ％ 977 補助率 38.5 ％ 977
県支出金 補助率 19.25 ％ 462 補助率 19.25 ％ 486 454 補助率 19.25 ％ 488 補助率 19.25 ％ 488
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 △426 △426

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,016 ■特会 □受益 □基金 □その他 1,068 999 □特会 □受益 □基金 □その他 1,073 □特会 □受益 □基金 □その他 1,073
換算人数(人) 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,044 5,167 5,002 4,752 4,752
(11)単位費用

56.04千円／％ 57.41千円／％ 55.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険制度も定着してきたなか、高齢化が進み、要介護等認定者数・サービス利用者数の増加にあわせて、介護サービ ●①事前確認での想定どおり
ス提供事業者も増えている。その中で、不適切な介護サービスの提供や、不正請求事業者が見受けられるため給付費通知 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ や実績との突合を行う必要性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護保険サービスの提供が適正に行われているか、給付費通知を送付することにより、市民自らに確認いただいた。また
、適正化システムを利用し、疑義のある給付について事業者に直接確認し適正化を図った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 給付データが連合会から保険者である市に送られる。個人情

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 報を伴うため、市が管理している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
80 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適正化システムの運用について、予定どおり実行したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,167 △123 5,002 96.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.44

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.74

％ 10万円 1.8 103.45

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業により、介護保険サービスの適切な提供がなされるため、今後も引き続き現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 534 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険サービスの適正化 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,167 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付



の多様化を図って利便 介護サービスを適切に運営していくために必要な財源確保のため、介護保険料の適切な賦課を行い、保険料
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 の収納率向上を図る。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
<賦課＞住民税情報の所得を取り込み、保険料段階設定を適切に行う。転入の場合は前住所地に照会をし所 当該年度の６月に住民税情報の所得を取り込み、納入通知書を発送。７月以降～翌年３月まで毎月１回、資
得を把握のうえ賦課を行う。普通徴収者には口座振替の推進を図る。 格・所得の更正を行い納入通知書、更正通知書等を発送し、更正ごとに還付が生じれば対象者に通知し還付
＜収納＞特別徴収は年金天引きのため収納率は１００％だが，普通徴収は窓口納付と口座振替による個別納 当該年度 ・充当する。収納率を上げるため、納入通知書にパンフレットを同封し制度の理解を図る。また口座振替利
付であるため未収金が生じる。口座振替の推進、督促・催告書の発送、電話催告を実施し収納率のアップを 執行計画 用者を増やすために、口座振替依頼書を金融機関等に配置しＰＲをする。未納者については、督促・催告書

(3)事業内容 内　　容 図る。さらに、コンビニ収納により、利便性の高い収納環境を整備して安定的に運用していく。また、債権 等で納付を促す。平成３０年度から介護保険料段階及び介護保険料が変更となったため、市民に充分な理解
回収室の協力を得て滞納整理を進めています。 を得られるようにする。

第１号被保険者（６５歳以上） 想定値 39,629当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 40,157

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99 99

令和 2年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99

令和 3年度 介護保険制度を理解していただき、保険料の納付に協力を仰ぐ。 直接 適切な保険料賦課による収納率の向上 ％ 99

介護保険料設定段階及び保険料の適切な設定ならびに社会保険庁との適切なデータ交換の実施。滞納整理については、常に未納
(7)事業実施上の課題と対応 者の把握をし継続的な対応が必要である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

印刷製本費　509,000円 6,209 印刷製本費　453,600円 6,292 6,091 印刷製本費　508,032円 6,292 印刷製本費　508,032円 6,292
通信運搬費　4,739,000円 通信運搬費　4,740,885円 通信運搬費　4,812,000円 通信運搬費　4,812,000円
手数料（口座振替等）　961,000円 手数料（口座振替等）　896,051円 手数料（口座振替等）　972,000円 手数料（口座振替等）　972,000円
嘱託職員報酬×共済×費用弁償 嘱託職員報酬×共済×費用弁償 嘱託職員報酬×共済×費用弁償 嘱託職員報酬×共済×費用弁償
2,656,000円×1人 2,656 2,656,000円×1人 2,656 2,656 2,656,000円×1人 2,656 2,656,000円×1人 2,656

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 8,865 合　　計 8,948 8,747 合　　計 8,948 合　　計 8,948
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,865 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,948 8,747 ■特会 □受益 □基金 □その他 8,948 □特会 □受益 □基金 □その他 8,948
換算人数(人) 0.55 0.55 0.55 0.55 0.55
正職員人件費 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,656 2,656 2,656 2,656 2,656
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 13,705 13,788 13,587 13,788 13,788
(11)単位費用

0.35千円／人 0.35千円／人 0.34
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護保険料は、公費とともに介護保険の大切な財源であり、介護サービスを適切に提供するために必要不可欠である。ま ●①事前確認での想定どおり
た、介護サービスが必要になった時に、不利益を被らないように未納者に対し周知し、相互扶助の観点から全ての対象者 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ に納付を促す。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

要介護認定者及び介護給付費が増大する中で、財源確保として本事業は必要である。また保険者間での公平性を期するた
めに、全ての被保険者に納付を促すことも必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 被保険者の所得の把握や滞納者の情報などの個人情報を取り

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 扱うため、市が管理を行う。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 介護保険料の改定について、公募の市民代表を含む市民会議 介護保険料の改定について、公募の市民代表を含んだ市民会 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り を行っている。 議等で決定している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
99 99 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

特別徴収対象者が８割以上を占めているため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 99 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,788 △83 13,587 98.54
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.61

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.72

％ 10万円 0.73 101.39

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、介護保険制度の適切な運営のため必要不可欠な事業となっていることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 535 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険賦課徴収 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.55 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,788 千円 (うち人件費 4,840 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法



納付方法の多様化を図って利便 住環境を整備することにより、自立した在宅生活を送れるよう助成する。
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
＜住宅改修費＞　居宅で要支援又は要介護と認定された被保険者が現に居住する住宅について被保険者の心 ○受付業務：随時
身の状況、住宅の状況等を勘案して必要と認める場合に限り、次の住宅改修を行った場合保険の給付対象と ○支払い業務：随時
なる。（施設入所者、病院入院者は対象外）①手すりの取付②段差の解消③滑りの防止及び移動の円滑化等 当該年度 ○受領委任事業者の登録：随時
の為の床又は通路面の材料の変更④引き戸等への扉の取替え⑤洋式便器等への便器の取替え⑥その他その改 執行計画 ○受領委任事業者（住宅改修事業者）及び介護支援専門員の研修会：年１回（例年１月頃予定）

(3)事業内容 内　　容 修に付帯して必要な住宅改修。支給限度額は、20万円。原則１回限り。支給は、償還払い・受領委任払い
＜福祉用具購入費＞　居宅で要支援又は要介護と認定されている被保険者の日常生活の自立を助けるために
必要と認められる場合に限り、次の福祉用具を購入した場合保険の給付対象となる。①腰掛便座②特殊尿器 申請件数 想定値 1,224当該年度
③入浴補助用具④簡易浴槽⑤移動用リフトのつり具の部分。支給限度額は、10万円。年度単位。支給は、償 単位 件

活動結果指標 実績値 1,006還払い・受領委任払い

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100 100

令和 2年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100

令和 3年度 制度変更に対する適切な給付費の申請・支給 直接 適切な申請件数に対する支払率 ％ 100

住宅改修の申請方法の変更及び福祉用具購入の指定事業者を導入に関して、引き続きケアマネジャー・業者との連絡調整が必要
(7)事業実施上の課題と対応 である。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住宅改修費 63,238 住宅改修費 68,233 51,454 住宅改修費 68,233 住宅改修費 68,233
福祉用具購入費 14,516 福祉用具購入費 15,147 14,200 福祉用具購入費 15,147 福祉用具購入費 15,147
嘱託職員報酬，共済，費用弁償 2,656 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 2,656 2,656 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 2,656 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 2,656
2,656,000円×1人 2,656,000円×1人 2,656,000円×1人 2,656,000円×1人
臨時職員賃金、共済、費用弁償 1,054 臨時職員賃金、共済、費用弁償 1,054 816
2,108,000円×0.5人 2,108,000円×0.5人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 81,464 合　　計 87,090 69,126 合　　計 86,036 合　　計 86,036
国庫支出金 補助率 20 ％ 15,550 補助率 20 ％ 16,676 13,130 補助率 20 ％ 16,676 補助率 20 ％ 16,676
県支出金 補助率 12.5 ％ 9,719 補助率 12.5 ％ 10,423 8,206 補助率 12.5 ％ 10,423 補助率 12.5 ％ 10,423
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 56,195 ■特会 □受益 □基金 □その他 59,991 47,790 ■特会 □受益 □基金 □その他 58,937 ■特会 □受益 □基金 □その他 58,937
換算人数(人) 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 1,760 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,656 2,656 2,656 2,656 2,656
臨時職員賃金額 1,054 1,054 1,054 1,054 1,054

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 83,224 87,970 70,006 86,916 86,916
(11)単位費用

66.05千円／件 71.87千円／件 69.59
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住環境を整備することによって、介護予防及び介護負担の軽減が図られる。 ●①事前確認での想定どおり
また、受領委任制度を行うことによって、被保険者の一時的な費用負担の軽減が図られ、より優良な事業者を育成し　　 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 介護サービスの質の向上につながる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

受領委任払い制度により、高齢者の一時的な費用負担を軽減することができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険サービスの給付管理を行うため、市が実施する必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請に対し適切な支払いに努めた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 87,970 △4,746 70,006 79.58
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

申請に対し適切な支払いに努めた。

△5.7

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 給付費が想定を下回り、伊j業被が見込みより少なかっ

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 た。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 10万円 0.14 127.27

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、住宅改修を行い自立した在宅生活を送るために不可欠な事業となっていることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 536 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 住宅改修費・福祉用具購入費支給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 87,970 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の



振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービス等にかかった費用を、遅滞なく介護サービス事業所・施設に支払われるよう予算管理を適切に
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 行い、要介護等認定情報や異動情報を支払の受託者である千葉県国民健康保険連合会に伝送することにより
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 、適切な介護サービスの提供ができるように支援する。
千葉県国民健康保険団体連合会が、市からの委託を受けて居宅介護サービス事業所・介護保険施設・居宅介 毎月３日まで千葉県国民健康保険団体連合会へ異動台帳情報の伝送処理
護支援事業所等の請求・支払の窓口となって、介護給付費等の審査・支払を実施し、市に対し介護給付費等 毎月１０日に請求書が届くので、２０日までに納入手続きの伝票処理を行う
が請求されている。市としては、毎月の認定情報、異動情報を提供し、事業所への請求返戻が起きないよう 当該年度
にし、遅滞なく納入することにより適切な介護サービス提供につながるよう努めている。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

支払対象件数 想定値 169,782当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 141,652

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 ％ 100 100

令和 2年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 ％ 100

令和 3年度 請求件数について、支払期日までに納入することにより適切な介護サービス運用に資する。 直接 適切な介護給付の割合 % 100

予算残額を適正に管理し、支払金額の確保を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,257,611 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,523,922 3,305,911 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,523,922 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,523,922
地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,523,173 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,713,657 1,286,714 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,713,657 地域密着型介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 1,713,657
施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,176,637 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,334,682 3,224,434 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,334,682 施設介護ｻｰﾋﾞｽ給付費 3,334,682
居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 413,616 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 456,358 388,014 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 456,358 居宅介護ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 456,358
介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 112,786 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 133,660 126,579 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 122,510 介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 122,510
介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 19,522 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 24,330 23,923 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 20,530 介護予防支援ｻｰﾋﾞｽ計画給付費 20,530
審査支払手数料 7,018 審査支払手数料 7,226 7,136 審査支払手数料 7,226 審査支払手数料 7,226

実施内容 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 249,700 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 261,000 259,718 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 261,000 特定入所者介護ｻｰﾋﾞｽ費 261,000
特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 300 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 1,000 449 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 1,000 特定入所者介護予防ｻｰﾋﾞｽ費 1,000

(8)施行事項
費　　用 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 17,670 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 18,066 12,241 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 18,066 地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ給付費 18,066

予算(決算)額 合　　計 8,778,033 合　　計 9,473,901 8,635,119 合　　計 9,458,951 合　　計 9,458,951
国庫支出金 補助率 20 ％ 1,755,606 補助率 20 ％ 1,894,780 1,727,023 補助率 20 ％ 1,891,790 補助率 20 ％ 1,891,790
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,097,254 補助率 12.5 ％ 1,184,237 1,079,389 補助率 12.5 ％ 1,182,369 補助率 12.5 ％ 1,182,369
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 5,925,173 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,394,884 5,828,707 □特会 □受益 □基金 □その他 6,384,792 □特会 □受益 □基金 □その他 6,384,792
換算人数(人) 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 7,040 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,785,073 9,480,941 8,642,159 9,465,991 9,465,991
(11)単位費用

51.74千円／件 55.84千円／件 61.01
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が急激に進む中で、要介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した ●①事前確認での想定どおり
日常生活を営むことができるように支援する必要がある。そのために、個々に必要な介護サービスを提供することにより ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 在宅生活を継続させることができる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

介護保険法に基づく介護認定・介護サービスの提供を適正に行うことができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法に基づく介護認定・介護サービスの提供を行うた

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 め、市が管理する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

請求件数に対し、適正に審査し給付を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,480,941 △695,868 8,642,159 91.15
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.11

％ 1000万円 0.12 109.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、介護保険法に基づく適切な介護認定・介護サービスの提供を行うため必要不可欠な事業となっていることから、今後も適正な給付に
努めるため現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 537 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 居宅介護サービス等給付 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,465,991 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,480,941 千円 (うち人件費 7,040 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座



納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービスや医療サービスに対する利用者負担の合計額が限度額を超過した分について、高額介護サービ
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 ス費・高額医療合算介護サービス費として支給することにより、負担を軽減しサービス利用の低下を防止す
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と る。
・介護サービス利用者に対し、自己負担上限を超えた額について支給する。低所得者には、低い上限額を設 ・高額介護サービス費については、毎月１８日までに申請書を送付し、翌月の８日までに決定通知送付、１
定して利用額を現金返還という形で支援する。生活保護・老齢福祉年金受給者、課税年金収入額80万以下の ８日の口座振込み手続きとする。申請書の提出については、当初1回のみで足りることとなり申請書の発送
方１５，０００円、世帯非課税者２４，６００円、一般４４、４００円。一ヶ月の高額介護サービス費利用 当該年度 件数が減り、添付書類の領収書写しも不用となり支給率の向上につながる。
者限度額（世帯に1名以上の利用者がいる場合には、世帯合算として計算する。） 執行計画 ・高額介護サービス費の年次処理分については、12ｶ月の集計後、対象者に申請書を送付する。

(3)事業内容 内　　容 ・介護保険の負担割合１割負担の被保険者のみ、8月から翌年7月の12カ月間の限度額を４４６，４００円と ・高額医療合算介護サービス費については、12ｶ月の集計後、対象者に申請書を送付する。
して、高額介護サービス費を支給する。（年次処理分）
・8月から翌年7月の12カ月間の介護・医療サービスの自己負担額が所得や年齢などに応じた限度額を超えた 高額介護サービス等申請件数 想定値 14,400当該年度
場合、超えた額を支給する。 単位 件

活動結果指標 実績値 18,785

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100 100

令和 2年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100

令和 3年度 高額介護サービス費等支給申請を促し、低所得者のサービス利用につなげる。 直接 高額介護サービス費等の支給対象に対する支給率 % 100

高額介護サービス費等の制度について、周知徹底を図り、高齢者に分かり易い申請方法を十分検討していく。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

高額介護サービス費 220,000 高額介護サービス費 248,911 248,911 高額介護サービス費 240,000 高額介護サービス費 240,000
高額医療合算介護サービス費 35,000 高額医療合算介護サービス費 40,000 34,187 高額医療合算介護サービス費 40,000 高額医療合算介護サービス費 40,000
嘱託職員報酬、共済、費用弁償 5,312 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 5,312 5,312 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 5,312 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 5,312
2,656,000円×2人 2,656,000円×2人 2,656,000円×2人 2,656,000円×2人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 260,312 合　　計 294,223 288,410 合　　計 285,312 合　　計 285,312
国庫支出金 補助率 20 ％ 51,000 補助率 20 ％ 58,844 57,682 補助率 20 ％ 56,000 補助率 20 ％ 56,000
県支出金 補助率 12.5 ％ 31,875 補助率 12.5 ％ 36,777 36,051 補助率 12.5 ％ 35,000 補助率 12.5 ％ 35,000
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 177,437 ■特会 □受益 □基金 □その他 198,602 194,677 ■特会 □受益 □基金 □その他 194,312 ■特会 □受益 □基金 □その他 194,312
換算人数(人) 0 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 0 880 880 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,312 5,312 5,312 5,312 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 260,312 295,103 289,290 286,192 286,192
(11)単位費用

18.08千円／件 20.49千円／件 15.4
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者の時代を迎えるにあたって、住み慣れた場所で安心して生活していくためには、日頃利用している介護サービス費 ●①事前確認での想定どおり
を、少しでも軽減させ長く利用継続させていく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ また、支給申請の提出後速やかに内容審査のうえ、振込み手続きをとることにより、低所得者へのサービス利用促進を図 ○要
   背景は？(事業の必要性) る。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

低所得者対象の制度として、継続して事業を行っていく。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護サービス利用者に対し、所得に応じた自己負担の上限額

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を超えた金額を支給することにより、低所得者の負担軽減に
□その他 　促進された つなげている。死亡者の財産相続人の確認や、過誤による金

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 額変更の確認を要する。
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

対象者に適正給付を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 295,103 △34,791 289,290 98.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

なし。

△13.37

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 申請件数はおおむね予想通りであったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03

% 10万円 0.03 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は低所得者の負担軽減のため、対象者を把握し適正に支給する必要があることから、今後も現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 538 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の健全運営 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 高額介護サービス費等支給 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 286,192 千円 (うち人件費 880 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 295,103 千円 (うち人件費 880 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ



コンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 ６５歳以上の第１号被保険者及び認定を受けた第２号被保険者の資格・認定情報を適切に管理し、誰もが必
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 要に応じて介護サービスを十分に利用できるように、介護認定の申請から介護サービスの提供まで本人の状
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 況に応じたきめ細かな支援を図る。
毎月の６５歳到達者及び日常の転入、転出者、死亡者、転居者について、住民記録オンラインと連動を図り 随時介護保険証の発行、負担限度額認定証の発行、要介護等決定通知書の発行、負担割合証の発行　
介護保険事務処理システムにおいて適切な管理を実施し、介護保険証の発行を行うなど資格者漏れを防止す ＜政策＞10月　我孫子南地区高齢者なんでも相談室の開室準備のため、高齢者支援台帳システムの増設にと
る。また、認定情報、受給実績情報をシステム管理、運営することにより適切な介護サービス提供を図るこ 当該年度 もないシステム管理業者との保守・設定作業の委託契約を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
とができる。 執行計画 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(3)事業内容 内　　容

当該年度第１号被保険者到達数 想定値 1,700当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 1,474

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100 100

令和 2年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

令和 3年度 資格付与漏れ・喪失漏れの防止 直接 資格付与漏れ・喪失漏れの防止した割合 ％ 100

外国人登録者の資格取得の有無及び転入者の受給資格証明書の確認を、市民課と連携を図り適正に処理する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険事務運営費 32,464 介護保険事務運営費 29,073 27,138 介護保険事務運営費 26,276 介護保険事務運営費 26,276
嘱託職員報酬、共済、費用弁償 2,656 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 2,656 2,656 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 2,656 嘱託職員報酬、共済、費用弁償 2,656
2,656,000円×1.0×1人 2,656,000円×1.0×1人 2,656,000円×1.0×1人 2,656,000円×1.0×1人
臨時職員賃金、共済、費用弁償 1,054 臨時職員賃金、共済、費用弁償 1,030 1,030
2,108,000円×0.5人 2,108,000円×0.5人
（歳入）　システム改修事業補助金 システム改修委託料（９月補正） 2,194 1,870
4,681,000円 システム初期設定委託料（９月補正） 88 86

実施内容

(8)施行事項
費　　用 介護保険事務運営費

（高齢者なんでも相談室新設分）
＊ 高齢者支援台帳システム保守委託料 30 30
＊ 高齢者支援台帳システム機器設定委託料 99 99

予算(決算)額 合　　計 36,174 合　　計 35,170 32,909 合　　計 28,932 合　　計 28,932
国庫支出金 補助率 0 ％ 4,681 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 31,493 ■特会 □受益 □基金 □その他 35,170 32,909 ■特会 □受益 □基金 □その他 28,932 ■特会 □受益 □基金 □その他 28,932
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6
正職員人件費 5,280 5,280 5,280 5,280 5,280

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,656 2,656 2,656 2,656 2,656
臨時職員賃金額 1,054 1,054 1,054 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 41,454 40,450 38,189 34,212 34,212
(11)単位費用

24.38千円／人 23.79千円／人 25.91
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢者が年々増加の一途をたどっている中で、高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送れるように、要介護高齢者に ●①事前確認での想定どおり
対する介護サービスの適切な提供の最も基本となる資格管理、認定情報管理を適切に把握しておく必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

住民基本台帳と突合し、随時適切な情報を把握した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 65歳到達者、転出入者、住所地特例者の管理及び認定者情報

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 を運用し、適正なサービス提供、給付費支払いのために市が
□その他 　促進された 主導して行う必要がある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

適切な資格管理、認定情報管理を介護保険事務処理システムにより運用したため
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,450 1,004 38,189 94.41
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 当初見込みより安価に契約できたため

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.26 104

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、介護保険証の発行や適切な介護サービスの提供を図るために必要不可欠な事業であるため、今後も遅延なく資格管理、認定情報の管
理を行うため、引き続き現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 540 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険受給資格・管理運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 35,371 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 40,450 千円 (うち人件費 5,280 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替や



法の多様化を図って利便 介護認定審査会は、医療・保健・福祉から構成される合議体の組織で、被保険者が保険給付の対象となるか
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 どうかを、公平・公正中立な立場から審査判定を実施し、適切な介護ｻｰﾋﾞｽ提供につなげる。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
認定審査会の委員定数は３５人で８つの合議体に委員を配置し、月９回（週２～３回）の割合で認定審査会 週２～３回介護認定審査会の開催、年１回介護認定審査会総会の開催、適宜介護認定審査会正副会長会議及
を開催している。１合議体の平均件数は５０件程度である。審査案件に対して公平公正な審査判定を行い、 び正副委員長会議の開催。　　　　　　　
その判定を基に認定結果通知、介護被保険証の発行を行う。 当該年度 申請されてから、主治医意見書、調査票をソフトに読み込ませ、審査会資料を作成し審査会委員に約一週間

執行計画 前に郵送する。案件について良く予習審査をしていただき、審査会当日に意見を交換し案件の判定をしてい
(3)事業内容 内　　容 く。翌日に審査結果を対象者に郵送する。前年度に認定方法が変更され、経過措置が適用された利用者の認

定数が増えるが適切に判断してもらう。
審査件数 想定値 5,400当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 5,307

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 75 80

令和 2年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 80

令和 3年度 認定審査会において、一次判定が適正な判定とされる 直接 一次判定の適正化率 ％ 80

認定審査会において一次判定が適正となるように、事前に綿密な調査をおこなう
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護認定審査会委員報酬３５人 14,293 介護認定審査会委員報酬３５人 14,305 13,086 介護認定審査会委員報酬３５人 14,305 介護認定審査会委員報酬３５人 14,305
12,960千円 12,960千円 12,960千円 12,960千円
介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費 介護認定審査会運営費
1333千円 1,345千円 1,345千円 1,345千円
嘱託職員報酬，共済，費用弁償 5,312 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 5,312 5,312 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 5,312 嘱託職員報酬，共済，費用弁償 5,312
2,656千円×1.0×2人 2,656千円×2人 2,656千円×2人 2,656千円×2人

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 19,605 合　　計 19,617 18,398 合　　計 19,617 合　　計 19,617
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,605 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,617 18,398 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,617 ■特会 □受益 □基金 □その他 19,617
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,160 6,160 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,312 5,312 5,312 5,312 5,312
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,765 25,777 24,558 25,777 25,777
(11)単位費用

4.77千円／件 4.77千円／件 4.63
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

介護認定審査会は医師や福祉・介護関係の専門家によって構成される合議体の組織であり、国が定める認定基準にしたが ●①事前確認での想定どおり
って、被保険者が保険給付の対象となるかを適切に審査判定をすることを基本としている。高齢化が急激に進む中で、要 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した日常生活を営むことができる ○要
   背景は？(事業の必要性) ように支援していき、個々に必要な介護サービスを提供利用することで，在宅生活を継続できるような適切な介護認定が ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

必要である。 適切な介護サービスを提供するために介護認定審会における公平・公正な審査判定が必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護認定審査会総会等を開催し、各合議体間の審査判定基準

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 見解の意思疎通と平準化を図る。介護保険等の基準により保
□その他 　促進された 険者は市が行うため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
75 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

合議体の案件の違いもあるが、適正な判定が公平・公正に行われたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.2 122.75
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,777 △12 24,558 95.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.05

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 郵送費や消耗品費が当初予定より安価だったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.31

％ 10万円 0.4 129.03

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、要介護認定を適正に行うために必要不可欠な審査会であることから、今後も適切な認定審査会運営に努め、現状通り推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 542 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護認定審査会運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,777 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方



納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護を必要とする方が、適切な介護サービスを早急に利用することができるよう、認定期間満了者や新規申
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 請者及び変更申請者に対し、迅速かつ適切な要介護等認定調査を実施する。また、介護認定の申請から介護
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と サービスの提供に至る流れにおいて、被保険者の状況を踏まえたきめ細かな助言・支援を行う。
要介護等新規認定申請者及び区分変更申請者に対し、市の認定調査員が相談に応じ、申請受付・日程調整を 介護保険申請に関する相談へ対応。新規認定申請者及び区分変更申請者に対する認定調査の実施および主治
経て、居宅や病院・施設などに赴き介護認定調査を実施する。また、更新認定対象者には、認定期間満了約 医意見書の授受。更新認定申請者に対する認定調査の実施および主治医意見書の授受。調査においては遅く
80日前に認定期間満了のお知らせを行い、担当の介護支援専門員を通じて更新手続きを進めることで、認定 当該年度 とも申請から10日以内に認定調査を実施。受託調査の実施。毎月初旬に更新認定者の調査実施機関の割振り
期間内にスムーズに認定につながるよう認定調査実施先の割振りを行う。その際、市からのネットワークを 執行計画 実施(市調査分および市内外居宅支援事業所委託分)。毎月中旬に月末未決者一覧を打ち出し、30日以内に認

(3)事業内容 内　　容 通じてその一部を市内居宅介護支援事業所に委託する。更に、市外施設入所者等に関しては、委託調査先を 定結果が通知できない方への延期通知書の送付及び調査票、意見書の作成依頼を実施。市内居宅介護支援事
選定し認定調査を行い、現行サービス利用に支障が起きないようにする。また、要介護認定の適正化に向け 業所所属の調査員を対象とする勉強会の実施・調査内容に関する点検・指導の実施。
市内居宅介護支援事業所所属の調査員に対し、eラーニングシステムの積極的利用の勧奨をはじめとし、勉 認定者総数 7,000人　　申請総件数　6,300件（延べ） 想定値 6,300当該年度
強会を開催するなど調査票記載や調査のあり方等について適宜指導を行う。 単位 件

活動結果指標 実績値 5,501

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から10日以内に認定調査を実施した割合 ％ 90 90

令和 2年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から10日以内に認定調査を実施した割合 ％ 90

令和 3年度 申請日から30日以内に認定結果を通知する。 直接 申請日から10日以内に認定調査を実施した割合 ％ 90

主治医意見書の入手遅れが大半を占めるため、各医療機関への依頼方法を含め十分検討していく。また、限られた台数の公用車
(7)事業実施上の課題と対応 での訪問となるため、朝や昼休み時間帯、夕刻の調査など調査時間帯を工夫するなど、出来るだけ多くの調査に対応できるよう 代替案検討 ○有 ●無

調整する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護認定調査費 34,721 介護認定調査費 31,433 31,213 介護認定調査費 31,433 介護認定調査費 31,433
嘱託認定調査員報酬,共済，費用弁償 48,753 12月補正（調査委託料） 3,751 2,628 嘱託認定調査員報酬,共済，費用弁償 45,413 嘱託認定調査員報酬,共済，費用弁償 45,413
(12人) 3月補正（手数料） 2,000 1,164 （11名） （11名）
嘱託職員報酬,共済,費用弁償（1人） 2,660 嘱託調査員報酬、共済、費用弁償11名 45,413 45,293 臨時認定調査員報酬、社保、費用弁償 2,206 臨時認定調査員報酬、社保、費用弁償 2,206
臨時事務補佐員賃金、費用弁償 嘱託調査員報酬、共済11名（3月補正） 453 0 （2名） （2名）
（1名・予備費） 307 嘱託職員報酬、共済1名（9月補正） 2,336 2,336

実施内容 臨時認定調査員報酬、社保、費用弁償 臨時調査員報酬、費用弁償2名 2,187 2,037
（1名・9月補正） 1,348 臨時事務補佐員賃金、社保、費用弁償 1,225 858

(8)施行事項
費　　用 臨時事務補佐員賃金、社保、費用弁償 1名（9月補正）

（1名・9月補正） 970 臨時事務補佐員賃金1名（3月補正） △300 0
臨時事務補佐員雇用保険2名 19 16

予算(決算)額 合　　計 88,759 合　　計 88,517 85,545 合　　計 79,052 合　　計 79,052
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 212 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 88,759 ■特会 □受益 □基金 □その他 88,517 85,333 ■特会 □受益 □基金 □その他 79,052 ■特会 □受益 □基金 □その他 79,052
換算人数(人) 1.17 1.18 1.18 1.18 1.18
正職員人件費 10,296 10,384 10,384 10,384 10,384

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 51,413 45,759 45,759 45,759 45,759
臨時職員賃金額 2,625 2,206 2,206 2,206 2,206

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 99,055 98,901 95,929 89,436 89,436
(11)単位費用

17.08千円／件 15.7千円／件 17.44
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が急激に進む中で、要介護者等になっても、高齢者本人や家族の要望を尊重しながら、住み慣れた地域で自立した ●①事前確認での想定どおり
日常生活を営むことができるように支援する必要がある。そのために、個々の必要な介護サービスを提供利用することに ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ より在宅生活を継続させることができる。 ●要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

認定期間満了60日前から申請可能となる更新調査については、民間事業者へ委託とし、新規・区分変更調査については、
適切な時期での申請案内を行うことで、申請から10日以内での市調査としている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法により、新規・区分変更申請については、市の認

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 定調査員が調査を実施することが定められている。また、更
□その他 　促進された 新調査においても、被保険者・家族の状況が複雑なケースが

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 増えていることから、苦情対応を含めた市職員の対応が求め
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された られている。 ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した ■⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 介護保険サービス利用者（複雑なケースは除く）の更新申請については、市内・市外（近隣市）を中心とした居宅介護支
実現が図られる 援事業所に、遠方市外の住所地特例施設入所者や市外在住者は、その対象者が生活する市区町村（新規申請）・居宅介護

□その他 支援事業所（区分変更・更新申請）に認定調査業務の委託を行っている。

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 介護保険法にて市町村職員による調査の実施が義務付けられ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
介護保険法にて市町村職員での実施が義務づけられている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 90 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

申請から10日以内の調査を実施できるよう、個々の生活環境・状態に考慮し、適
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 90 100

切な申請時期の案内を行っている。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 98,901 154 95,929 96.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 該当なし

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

％ 10万円 0.09 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は日常生活に必要な介護保険サービスを早期に利用できるよう、今後も現状通り推進していく。また、主治医意見書の入手については、
被保険者の通院時期に合わせて作成依頼が行えるよう、調査前に書類の郵送対応を行っていく（市内医療機関は被保険者を通じて医療機関へ、
市外医療機関は市から直接医療機関に郵送）。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 543 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護認定調査 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成12年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.18 人）
(1)事業概要

(当　初) 89,436 千円 (うち人件費 10,384 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 98,901 千円 (うち人件費 10,384 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ



納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 在宅生活を望む要介護等高齢者に、地域に密着した質の高いサービスを提供することにより、本人や家族の
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 希望する在宅での生活を可能な限り継続することができるよう事業者を指定し、適切な運用がされるように
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と 指導・監督を行っていく。
県よりの権限移譲により、地域密着型サービス事業所及び居宅介護支援事業所の指定・指導・監査事務を市 多くの事業者が指定を受け、多様なサービスが提供されるようになってきていることから、利用者に対して
が行う。 適切なサービスを提供できるように、指導・監督を強化すべく体制を整備する。
<指定・指導・監査を行うサービスの種類> 当該年度 平成30年4月に居宅介護支援事業所の指定等の権限委譲がされた、介護保険指定機関等管理システムを使用
・地域密着型サービス①小規模多機能型居宅介護②夜間対応型訪問介護③地域密着型介護老人福祉施設入所 執行計画 し効率的な事業所の指定管理を実施する。

(3)事業内容 内　　容 者生活介護④地域密着型特定施設入居者生活介護⑤認知症対応型共同生活介護⑥認知症対応型通所介護⑦介
護予防認知症対応型通所介護⑧介護予防小規模多機能型居宅介護⑨介護予防認知症対応型共同生活介護⑩地
域密着型通所介護⑪定期巡回・随時対応型訪問介護看護 指導・監査を行った事業者数 想定値 11当該年度
・ 単位 件

活動結果指標 実績値 14居宅介護支援事業所

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 14 11

令和 2年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 件 11

令和 3年度 新規に地域密着型サービス事業者を指定し、提供するサービスの向上のため指導・監督する。 直接 指導・監査を実施した事業者数 11

より質の高いサービス提供する事業者が指定できるようにするために、事業者審査を厳正に行う。指定後は指導を実施し適正な
(7)事業実施上の課題と対応 運営・管理を監督していく。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム 介護保険指定機関等管理システム
LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 654 654 LGWAN-ASPｻｰﾋﾞｽ年間利用料 660 660
50,000円×12月×1.08=648,000円 648 50,000円×6月×1.08=324,000円 50,000円×12月×1.10=660,000円 50,000円×12月×1.10=660,000円

50,000円×6月×1.10=330,000円

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 648 合　　計 654 654 合　　計 660 合　　計 660
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 648 ■特会 □受益 □基金 □その他 654 654 □特会 □受益 □基金 □その他 660 □特会 □受益 □基金 □その他 660
換算人数(人) 1 1 1 1 1
正職員人件費 8,800 8,800 8,800 8,800 8,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,448 9,454 9,454 9,460 9,460
(11)単位費用

858.91千円／件 859.45千円／件 675.29
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

地域密着型サービスが、日常生活圏域という小さな区域内で提供されるサービスで、認知症高齢者や要介護度の高い高齢 ●①事前確認での想定どおり
者等を主たる対象とすること等から、サービスの質の確保に留意し、可能な限り質の高い事業者を指定し、指導・監督し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ていく必要性がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

事業者による利用者の囲い込みを防止し、適切な介護保険運営を防止し、適切な介護保険運営を支援するために今後も継
続して行うことが必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 介護保険法により、事業所の指定権者である市が、指導・監

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 督を行うことが定められている為。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
14 11 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

順調に実地指導を行うことができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 14 127.27
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,454 △6 9,454 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△0.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 順調に実地指導を行うことができた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.12

件 10万円 0.15 125

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
介護保険事業所の適切な運営と、質の高い介護保険サービスの提供がなされるよう、保険者として引き続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 544 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 介護保険制度の適切な運用 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域密着型サービス事業者の指定・指導・監督事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,454 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ



スの種類や量を社会経済情勢の変化に応じ見直し、介護サービスを必要とする高齢者が、必要な
施策目的・

(2)目的 性の向上に努めるとともに、必要に応じて督促や催告などを実施することで、保険料収納率の向上を図りま 事業目的 時に必要なサービスを利用し、住みなれた地域で自立した生活を営むことができる環境を整備する。
展開方向

す。また、サービスを必要とする人に適切なサービスが提供できるよう、要介護者の状況に合わせた認定と
・介護保険の理念である個人の尊厳を尊重し、住み慣れた地域で自立した生活を営むことができるよう第７ 〇平成３１年４月～３２年３月：市民会議の開催（年３回開催予定）
期介護保険事業計画を推進し、確実な事業の実施を目指します。 〇第７期介護保険事業計画の進行管理を行う。
・市民会議を開催し、第７期介護保険事業計画の進行管理を行います。 当該年度
〈政策〉・第８期介護保険事業計画を策定します。(平成３２年度） 執行計画

(3)事業内容 内　　容

市民会議の開催 想定値 3当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 2

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 2年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

令和 3年度 介護保険市民会議の開催することで、介護保険に関する施策が市民の意見を反映し円滑かつ適切に行なわれる。 直接 達成した目標の割合 ％ 100
（達成した目標の数／計画に位置付けた目標の数×１００％）

介護保険の円滑な運営と第７期介護保険事業計画の推進
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

・市民会議委員報酬　 308 ・市民会議委員報酬 290 162 ・市民会議委員報酬 582 ・市民会議委員報酬 291
3500円×12人×3回＝126千円 3500円×12人×3回＝126千円 3500円×12人×6回＝252千円 3500円×12人×3回＝126千円
・筆耕翻訳料162千円 ・筆耕翻訳料164千円 ・筆耕翻訳料330千円 ・筆耕翻訳料165千円
・消耗品費20千円

＊ 第8期介護保険事業計画策定業務委託 5,547
＊ アンケート調査通信運搬費 916

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 308 合　　計 290 162 合　　計 7,045 合　　計 291
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 △2 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 308 ■特会 □受益 □基金 □その他 290 162 ■特会 □受益 □基金 □その他 7,047 ■特会 □受益 □基金 □その他 291
換算人数(人) 1.07 1.07 1.07 1.07 1.07
正職員人件費 9,416 9,416 9,416 9,416 9,416

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 9,724 9,706 9,578 16,461 9,707
(11)単位費用

3,241.33千円／回 3,235.33千円／回 4,789
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・法の規定により当該事業計画は、３年ごとに見直すことが義務付けられている。 ●①事前確認での想定どおり
・介護サービスを必要とする高齢者が、必要な時に必要なだけサービスを利用することができる環境を整えるためには、 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 常に介護サービスに対するニーズを的確に把握する必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・政策評価の視点から目標（計画）値に対する実績の評価分析を行い、計画期間における政策目標を掲げ、この目標を実 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

現するために具体的な施策を明らかにすることが、サービスの向上には必要不可欠である。 市民会議を開催するとともに介護保険事業計画の適切な進行管理を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 保険者である市以外は実施できない。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民会議を開催し、市民の意見を計画に反映させる。 介護保険市民会議を開催し、介護保険事業の進行管理等につ ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り いて市民公募委員等から意見を受けた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナ禍により市民会議開催回数が当初見込みより少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 66.6 66.6
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,706 18 9,578 98.68
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.19

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 コロナ禍により市民会議開催回数が当初見込みより少な

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 かったため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.03

％ 10万円 0.7 67.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
介護保険事業計画は介護保険制度の充実を図るため必要不可欠であり、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 545 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護保険事業計画の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 1.07 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,706 千円 (うち人件費 9,416 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 34001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 第５次健康福祉総合計画ほか

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

介護保険制度を健全に運営するため、口座振替やコンビニ納付など保険料の納付方法の多様化を図って利便 介護サービ



動を支援し、身近 地域における住民主体の活動組織の育成・支援のための事業を実施し、高齢者が身近な地域で自ら介護予防
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 に取り組むことができるよう地域活動の促進を目指します。
展開方向

①身近な地域の通いの場で、筋力アップや口腔体操等介護予防活動が行えるよう、各種市民団体のリーダー ①各種市民団体のリーダー向けに介護予防に関する研修会を実施する。研修会では、保健師・看護師、リハ
を対象に介護予防に関する研修会を開催する。市民団体のリーダーを中心に「強化型きらめきデイサービス ビリテーション専門職による育成支援を進めていく。
事業」を実施する。 当該年度 ②市民団体と委託契約を締結し、強化型きらめきデイサービス事業を実施する。
②地域リハビリテーション活動支援事業として、地域における介護予防の取組を強化するために住民主体の 執行計画 ③健康生活サポートリーダーによる遊具うんどう教室の運営支援を行う。

(3)事業内容 内　　容 通いの場へリハビリテーション専門職の関与を促進する。 ④ボランティア登録に関する一連の事務を我孫子市社会福祉協議会へ委託し、随時登録申請の受け付けを行
③介護保険ボランティアポイント制度を実施。市内介護施設等でのボランティア活動の実績に基づき対象者 う。
（１号被保険者で認定を受けていない高齢者）に交付金を支給し、高齢者の社会参加と介護予防に役立てて 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 想定値 18,900当該年度
いく。 単位 人

活動結果指標 実績値 11,146

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 12,936 18,900

令和 2年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 18,910

令和 3年度 地域での住民主体による介護予防活動が定着することで、継続して介護予防・社会参加に取り組むことができる。 直接 介護予防強化型きらめきデイサービスへの参加者数 人 18,920

継続して介護予防の取り組みが行えるよう、徒歩圏内における通いの場の拡充及び活動を定着化していく必要がある。団体リー
(7)事業実施上の課題と対応 ダに向けた魅力のある研修（フォローアップも含む）を用意するとともに、広報・チラシの配布等により多くの市民団体に研修 代替案検討 ○有 ●無

参加を呼び掛けていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

健康生活サポートリーダー報償費 100 健康生活サポートリーダー報償費 90 54 健康生活サポートリーダー報償費 90 健康生活サポートリーダー報償費 90
健康生活サポートリーダー消耗品費 11 健康生活サポートリーダー消耗品費 11 10 健康生活サポートリーダー消耗品費 11 健康生活サポートリーダー消耗品費 11
事務連絡用通信運搬費 8 事務連絡用通信運搬費 7 7 事務連絡用通信運搬費 7 事務連絡用通信運搬費 7
ボランティアポイント制度委託料 2,600 ボランティアポイント制度委託料 2,600 2,600 ボランティアポイント制度委託料 2,600 ボランティアポイント制度委託料 2,600
ボランティアポイント制度交付金 1,500 ボランティアポイント制度交付金 1,500 1,084 ボランティアポイント制度交付金 1,500 ボランティアポイント制度交付金 1,500
介護予防事業事務連絡用通信運搬費 13 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 13 13 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 13 介護予防事業事務連絡用通信運搬費 13
シニアリーダー育成講師報償費 105 シニアリーダー育成講師報償費 84 63 シニアリーダー育成講師報償費 84 シニアリーダー育成講師報償費 84

実施内容 シニアリーダー育成講師消耗品 74 シニアリーダー育成講師消耗品 65 45 シニアリーダー育成講師消耗品 65 シニアリーダー育成講師消耗品 65
介護予防強化型きらめきデイ委託料 6,164 介護予防強化型きらめきデイ委託料 4,013 2,443 介護予防強化型きらめきデイ委託料 4,013 介護予防強化型きらめきデイ委託料 4,013

(8)施行事項
費　　用  基本委託料：107,800円×12月 　基本委託料：73,400円×12月  基本委託料：107,800円×12月  基本委託料：107,800円×12月

 加算委託料：24,348人×200円 　加算委託料：15,660人×200円  加算委託料：24,348人×200円  加算委託料：24,348人×200円
うんどう遊具講習会講師報償費 108 うんどう遊具講習会講師報償費 110 109 うんどう遊具講習会講師報償費 110 うんどう遊具講習会講師報償費 110

臨時保健師等賃金・交通費 579 臨時看護師等賃金・交通費 512 266
（産休育休代替分） （育休代替分）

（補正）強化型きらめきデイ委託料 △1,058
（補正）臨時保健師等賃金・交通費 △140
（育休代替分）

予算(決算)額 合　　計 11,262 合　　計 7,807 6,694 合　　計 8,493 合　　計 8,493
国庫支出金 補助率 20 ％ 2,252 補助率 25 ％ 1,951 1,673 補助率 25 ％ 2,123 補助率 25 ％ 2,123
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,407 補助率 12.5 ％ 975 836 補助率 12.5 ％ 1,061 補助率 12.5 ％ 1,061
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,409 978 838 1,063 1,063

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 6,194 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,903 3,347 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,246 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,246
換算人数(人) 0.07 0.15 0.15 0.12 0.12
正職員人件費 616 1,320 1,320 1,056 1,056

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 579 512 512 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,878 9,127 8,014 9,549 9,549
(11)単位費用

0.59千円／人 0.48千円／人 0.72
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢社会を迎え、高齢者一人一人が介護予防に取り組むことで健康寿命を延ばしたり、社会参加をすることで生きがいを ●①事前確認での想定どおり
持って暮らしていくことが将来の介護保険給付費の削減へつながる。また、本事業の実施により、介護保険認定を利用し ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ていない元気な高齢者の介護保険料への負担感も軽減できる。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

団体のリーダー養成等により、住民主体による地域活動（介護予防の強化）につながった。また、ボランティアポイント
制度への登録により社会参加の機会を促し、介護予防につながった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域で介護予防の取り組みを継続して行えるよう、市が支援

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 する必要があるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 地域の通いの場において、住民が主体となって事業を展開し 市民から公募し養成した健康生活サポートリーダーを活用し ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ている。 、遊具うんどう教室を実施した。ボランティアポイント制度 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り の市民登録を行い、社会参加につなげる活動を行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 団体のリーダー養成講座研修会に参加した方が、地域活動の ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 中で介護予防の取り組みを行うことができた。 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
12,936 18,900 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため活動自粛したことにより参加者数が減
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11,146 58.97

少したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,127 2,751 8,014 87.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

介護予防強化型きらめきデイサービスの参加者数が減少したことにより
、事業費が想定未満となったため。

23.16

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため活動自粛した

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 ことにより参加者数が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 207.08

人 10万円 139.08 67.16

３．事後評

様

価

●現状どおり推進 ○

式

拡充 ○縮小 ○結合 ○休

第

止 ○廃止 ○事業手法見

３

直し ○その他(事業完

号

了など)

評
　
価

評価コ

事

メント 改善策及び展開

務

方向
本事業は、高齢者

事

が自ら社会参加し、介

業

護予防に取り組む上で

評

効果的な事業であるこ

価

とから、今後も引き続

表

き推進していく。

（平成31年度）

事業コード 1893 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 地域介護予防活動の支援 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 10,325 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 7,629 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 9,127 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活



所で必要なサービスを利用で 認知症の人が住みなれた地域で安心して暮らし続けることができるよう、認知症の正しい理解や認知症の人
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 とその家族への支援などを地域で推進できる見守り支援体制づくりを行う。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
①地域で認知症の人とその家族を支え、だれでも暮らしやすい地域を実現できるよう、多くの認知症サポー ①出前講座等で認知症サポーター養成講座の依頼があった場合に、キャラバン・メイトの派遣調整を行う。
ターを養成する。 ②各高齢者なんでも相談に認知症に関するコーディネーターを担う人材（認知症地域支援推進員研修等を受
②認知症に関する相談の充実や地域の認知症支援ネットワークの構築のため、認知症に関するコーディネー 当該年度 講した専門職）を配置する。
ターを担う人材を配置する。 執行計画 ③「認知症の方の家族のつどい」を定期開催していく。

(3)事業内容 内　　容 ③認知症の人を介護している家族の孤立防止や精神的負担を軽減するため、介護する家族の集いにより情報 【政策】
交換や交流を図る。 ④補助事業として「認知症カフェ」を市内２ヶ所から６ヶ所に増やして実施する。
【政策】 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 想定値 10,470当該年度
④認知症の人とその家族、地域住民が気軽に集える「認知症カフェ」の設置を推進する。 単位 人

活動結果指標 実績値 12,234

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 8,688 10,470

令和 2年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 11,370

令和 3年度 地域で認知症の人とその家族を支えられるよう、認知症について理解する市民の増加を図る。 直接 認知症サポーター養成講座受講者数（総累計） 人 12,370

認知症に関するコーディネーターを担う人材を各高齢者なんでも相談室に配置できるよう、高齢者なんでも相談室の職員は、適
(7)事業実施上の課題と対応 宜、認知症地域支援推進員や千葉県認知症コーディネーター等の研修を受講していく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21 18 認知症家族のつどい講師報償費 21 認知症家族のつどい講師報償費 21
認知症キャラバンメイト報償費 13 認知症キャラバンメイト報償費 13 4 認知症キャラバンメイト報償費 13 認知症キャラバンメイト報償費 13
消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ,ｵﾚﾝｼﾞﾘﾝｸﾞ等) 165 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 130 130 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 130 消耗品(ｻﾎﾟｰﾀｰ養成ﾃｷｽﾄ) 130
認知症啓発用消耗品 103 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 35 35 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 35 消耗品(ｽﾃｯｶｰ等） 35
認知症カフェ運営委託料 408 認知症啓発用消耗品 103 103 認知症啓発用消耗品 103 認知症啓発用消耗品 103

0
通信運搬費（オレンジリング送料） 7 ＊ 新規認知症カフェ事業運営補助 402 134 新規認知症カフェ事業運営補助 402 新規認知症カフェ事業運営補助 402

実施内容 通信運搬費（オレンジリング送料） 7 5 通信運搬費（オレンジリング送料） 7 通信運搬費（オレンジリング送料） 7

(8)施行事項
費　　用

臨時保健師等賃金・交通費 463 臨時看護師等賃金・交通費 409 213
（産休育休代替分） （育休代替分）
【臨時保健師等賃金・交通費の歳入は 【臨時看護師等賃金・交通費の歳入は
国20％、県12.5％、保険料55％】 国25％、県12.5％、保険料23％

支払基金27％】
（補正）臨時看護師等賃金・交通費 △112
（育休代替分）

【サポーター養成テキスト費 【サポーター養成テキスト費 【サポーター養成テキスト費 【サポーター養成テキスト費
１２１千円は、補助対象外】 １３０千円は、補助対象外】 １３０千円は、補助対象外】 １３０千円は、補助対象外】

予算(決算)額 合　　計 1,180 合　　計 1,008 642 合　　計 711 合　　計 711
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 321 補助率 38.5 ％ 347 218 補助率 38.5 ％ 273 補助率 38.5 ％ 273
県支出金 補助率 19.25 ％ 171 補助率 19.25 ％ 173 108 補助率 19.25 ％ 136 補助率 19.25 ％ 136
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 297 177 112 139 139

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 391 ■特会 □受益 □基金 □その他 311 204 ■特会 □受益 □基金 □その他 163 ■特会 □受益 □基金 □その他 163
換算人数(人) 0.14 0.21 0.21 0.21 0.21
正職員人件費 1,232 1,848 1,848 1,848 1,848

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 463 409 409 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,412 2,856 2,490 2,559 2,559
(11)単位費用

0.29千円／人 0.27千円／人 0.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

認知症高齢者は2025年には全国推計で700万人以上を超え、約半数が在宅介護を受けていると予測されている。認知症の ●①事前確認での想定どおり
症状の悪化には医療的な要因のみならず環境要因も大きく、また本人や家族の身体的・精神的負担も大きいと言われてい ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ る。より多くの人が正しい認知症の理解し適切な対応を学ぶことや、認知症の人とその家族が孤立しないよう交流できる ○要
   背景は？(事業の必要性) 場をつくるなど地域で見守り支援する仕組みづくりを推進することで、認知症になっても長く安心してよい環境で在宅生 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

活を送ることが可能となり、施設入所をしない期間を延ばすことで介護給付費の抑制につながると思われる。 認知症高齢者のますますの増加が予測され、認知症に関する知識の普及・啓発、相談体制の充実を図る当事業は、地域で
認知症の方とその家族を支える体制づくりのために必要性が高い。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地域での認知症に対する啓発や相談体制の充実は、高齢者の

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 安心できるくらしの支援や医療費抑制につながる「認知症施
□その他 　促進された 策」として重要であり、市が担うべき役割である。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 認知症サポーター養成講座は市民講師にも依頼している。 認知症サポーター養成講座を受講した市民に認知症カフェで ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 活動してもらう等参加してもらっている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 特になし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8,688 10,470 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

認知症サポーター養成講座を広く周知したことや、学校や企業での実施が増えた
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12,234 116.85

ことで、目標値以上の受講者数となった。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 2,856 △444 2,490 87.18
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

認知症カフェ事業運営補助金の申請件数が予定を下回ったため。

△18.41

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 認知症に関する普及・啓発を広く行ったことで、認知症

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 サポーター養成講座への関心も高まり受講者数が増え、

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 366.6 目標を達成することができた。

人 10万円 491.33 134.02

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は介護予防や認知症に関する知識の普及啓発を行うために必要な事業であることから、今後も事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1902 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 認知症地域支援推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.21 人）
(1)事業概要

(当　初) 2,968 千円 (うち人件費 1,848 千円）⑦事業費
総事業費 1,229 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 2,856 千円 (うち人件費 1,848 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場



必要なサービスを利用で 在宅医療と介護サービスを受けながら、住みなれた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることが
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 できるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために必要な連携体制を構築する。
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構
①地域の医療・介護関係者等で協議会を開催し、課題の抽出とその対応策等の検討を行う。 ①在宅医療介護連携推進協議会を年４回開催する。
②利用者の在宅療養を支えるために、情報共有ツールを整備し、地域の医療・介護関係者間の情報共有の支 ②情報共有システム部会にて、「あびこ・ケアりんく」の普及促進及び、啓発方法の検討を実施する。
援を行う。 当該年度 ③広報部会にて、在宅医療と介護の連携について市民への普及啓発を行う。
③地域の医療と介護の連携を支援する相談窓口を設置し、医療・介護関係者等から在宅医療・介護に関する 執行計画 ④多職種交流会を年３回開催。研修部会にて研修内容の検討を実施する。

(3)事業内容 内　　容 相談への対応、連携調整等の支援を行う。
④多職種連携を促進するためグループワーク等の研修を行う。
⑤地域住民の在宅医療・介護について理解を促進するため、パンフレットやチラシの作成を行う。 多職種交流会の参加医療機関数 想定値 13当該年度

単位 箇所
活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 14 14

令和 2年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 15

令和 3年度 訪問診療及び往診する医療機関数の増加を図る 直接 多職種交流会の参加医療機関数 箇所 17

在宅医療に関する相談受付や地域の医療・介護関係者の連携を支援する中心的な役割を担う窓口の整備が必要。また、医師会と
(7)事業実施上の課題と対応 緊密に連携し、訪問診療・往診を担う医療機関の負担軽減を図るための支援体制について検討が必要。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

在宅医療介護連携研修会講師報償費 180 在宅医療介護連携研修会講師報償費 180 160 在宅医療介護連携研修会講師報償費 180 在宅医療介護連携研修会講師報償費 180
在宅医療介護連携推進協議会消耗品 53 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 53 16 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 53 在宅医療介護連携推進協議会消耗品 53
在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 6 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25 在宅医療介護連携推進協議会賄い 25
多職種交流会賄い 43 多職種交流会賄い 28 0 多職種交流会賄い 28 多職種交流会賄い 28

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 301 合　　計 286 182 合　　計 286 合　　計 286
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 115 補助率 38.5 ％ 110 70 補助率 38.5 ％ 110 補助率 38.5 ％ 110
県支出金 補助率 19.25 ％ 57 補助率 19.25 ％ 55 35 補助率 19.25 ％ 55 補助率 19.25 ％ 55
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 60 56 35 56 56

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 69 ■特会 □受益 □基金 □その他 65 42 ■特会 □受益 □基金 □その他 65 ■特会 □受益 □基金 □その他 65
換算人数(人) 0.14 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,232 1,320 1,320 1,320 1,320

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,533 1,606 1,502 1,606 1,606
(11)単位費用

219千円／箇所 123.54千円／箇所 125.17
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市では団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年には、高齢化率が３２％を超えることが予測されている。７５歳 ●①事前確認での想定どおり
以上の高齢者は、慢性疾患による受療が多い、複数の疾病にかかりやすい、要介護の発生率が高い、認知症の発生率が高 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ い等の特徴を有しており、医療と介護の両方を必要とすることが多い。しかし、高齢者の人口増加にともない入院ベッド ○要
   背景は？(事業の必要性) の確保が困難となり、地域の医療機関の訪問診療・往診体制が必要となるため、医療と介護を一体的に提供する必要があ ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

る。 医療と介護の両方を必要とする高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けるため、在宅医療と介護を一体的に提供す
る必要があるため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 在宅医療・介護連携支援事業は、介護保険法で地域支援事業

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 に位置づけられており、市が実施することとされているため
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 医師会、歯科医師会、薬剤師会、介護事業者と共同で事業を 在宅医療介護連携推進協議会の委員として、医師会、歯科医 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 展開している。 師会、薬剤師会及び介護サービス事業者の代表者が参加し、 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 在宅医療と介護連携の体制構築について協議を行っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(箇所) 目標値(b)(箇所) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(箇所) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
14 14 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

多職種交流会の内容が介護事業者向けの内容だったため、多職種交流会に参加し
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 12 85.71

た医療機関数が減少した。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,606 △73 1,502 93.52
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.76

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.87

箇所 10万円 0.8 91.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は医療と介護を一体的に提供するしくみづくりを進めるために必要な事業であるため、今後も継続して推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2175 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 在宅医療・介護連携推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,621 千円 (うち人件費 1,320 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,606 千円 (うち人件費 1,320 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で



高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられ
施策目的・

(2)目的 きる環境をつくります。また、高齢者の介護や生活を地域で支えられるよう、地域住民による見守りネット 事業目的 ます。高まるニーズに対応するため、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が生活支
展開方向

ワークや新聞、郵便、宅配等の民間事業所との連携による見守り体制（地域高齢者安心ネットワーク）の構 援サービスを提供できる基盤の整備を図るとともに、高齢者の社会参加の推進を一体的に図ります。
高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増している。高まるニ 我孫子市社会福祉協議会に事業委託し、生活支援コーディネーターを中心に市も協働して生活支援体制整備
ーズに対応するため、ボランティア、NPO、市民団体、民間企業、自治会等の多様な主体が提供する生活支 を推進していく。＜政策＞〇第１層協議体：多様な主体が参加する協議体を運営し、市全域に関する生活支
援サービスの創出・充実を推進していくため生活支援コーディネーターを配置する。市全域を対象とした第 当該年度 援サービスの体制整備を推進するための協議・活動を行う。〇第２層協議体：３０年度より活動している第
１層協議体を設置し多様な主体が委員となり、生活支援に関する課題の協議、定期的な情報共有、連携強化 執行計画 ２層協議体（１箇所　我孫子南地区）活動の充実を図り、残り５つの日常生活圏域のうち４圏域に第２層協

(3)事業内容 内　　容 を行う。また日常生活圏域ごとに活動する第２層協議体を設置し、生活支援コーディネーターを中心に、日 議体を設置し活動を進めて行く。
常生活圏域内のニーズ把握や関係者のネットワーク化、生活支援サービスの充実と創出を推進する。

協議体会議の開催回数（第１層　第２層） 想定値 19当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービスの件 件 1 5
数

令和 2年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービスの件 件 6
数

令和 3年度 生活支援に関する協議・活動が活発に行われ、高齢者の支援ニーズにこたえる、新たな生活支援サービスが提供されている。 間接 生活支援体制整備事業により創出・拡充された生活支援サービスの件 件 9
数

各日常生活圏域の活動状況等を把握し、第２層協議体活動への理解を図ることが必要である。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

生活支援体制整備事業委託料　第1層分 700 ＊ 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 581 581 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 541 生活支援体制整備事業委託料　第1層分 541
（1箇所） （1箇所） （1箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 461 ＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 600 523 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 640 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 760
（1箇所） （5箇所） （5箇所） （6箇所）

＊ 生活支援体制整備事業委託料　第2層分 120
（1箇所）

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 1,161 合　　計 1,181 1,104 合　　計 1,301 合　　計 1,301
国庫支出金 補助率 38.5 ％ 446 補助率 38.5 ％ 454 502 補助率 38.5 ％ 500 補助率 38.5 ％ 500
県支出金 補助率 19.25 ％ 223 補助率 19.25 ％ 227 213 補助率 19.25 ％ 250 補助率 19.25 ％ 250
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 225 229 135 252 252

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 267 ■特会 □受益 □基金 □その他 271 254 ■特会 □受益 □基金 □その他 299 ■特会 □受益 □基金 □その他 299
換算人数(人) 0.32 0.3 0.3 0.32 0.32
正職員人件費 2,816 2,640 2,640 2,816 2,816

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 3,977 3,821 3,744 4,117 4,117
(11)単位費用

662.83千円／回 201.11千円／回 748.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

高齢化が進展し、様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増していくと考えられる。そのため ●①事前確認での想定どおり
、介護保険制度でのサービス以外に、市の在宅生活支援事業でのサービスも提供しているところであるが、それに加えて ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 互助を基本とした生活支援サービスが創出される取組を積極的に進めていく必要があるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

少子高齢化、世帯構造の変化により、公的サービスや家族機能を補完するためのつながりの創出が必要となっており、委
託先である社会福祉協議会を中心に協議体の設置と運営を行い、議論を深めることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 委託先である我孫子市社会福祉協議体を中心に、地域のにz-

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ス抽出とサービスの創出を行うとともに、市が先導し、市全
□その他 　促進された 体の課題抽出や体制整備を行う必要があるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ボランティア団体やNPOなどの民間のサービス提供主体と共 事業を我孫子市社会福祉協議会に委託し、市も協働しながら ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り に新たな生活支援サービスを構築していく。 事業運営を行っている。市全体を単位とする第１層協議体の ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り 員には、民生委員、市民活動団体、高齢者なんでも相談Sに ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 津、ケアマネジャー、介護サービス事業者、老人クラブ、民 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 間企業等から代表者が参加し、我孫子市における生活支援サ ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 ービスの構築にむけた協議・活動をおこなっている。第２層

協議体では、地区社会福祉協議体を拠点とし、ささえあい活
＜その他の内容＞ 動の活性化を図るための協議・活動を行っている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
実施なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新たな生活支援サービスの創出はなかったが、市内4か所の第2層協議体が新たに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100

立ち上がり、サービス創出に向けた、市民がつながり議論する場を設置すること
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,821 156 3,744 97.98
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新たな生活支援サービスの創出はなかったが、市 ●不要

内4か所の第2層協議体が新たに立ち上がり、サー
ビス創出に向けた、市民がつながり議論する場を

3.92 設置することができた。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.13

件 10万円 0.13 100

３．事後評価

○現状どおり推進 ●拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、高齢になっても住み慣れた地域で、安心して暮らし続けることができるよう、地域を構成するあらゆる主体が対話し、議論する土壌 令和２年度は、既存の５地区に加え、新たに市内１か所に第２層協議体（高齢者地域ささえあい活動）を設置し、高齢者の生活支援活動の充実
を充実していく。 を図っていく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2188 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 生活支援体制整備事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,821 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33201 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第７期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が住みなれた地域で安心してくらし続けることができるよう、身近な場所で必要なサービスを利用で



し、身近 高齢者が介護予防の必要性を理解し、自ら介護予防に向けた取り組みが行えるよう、介護予防、認知症予防
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 に関する知識の普及・啓発及び閉じこもり予防、生きがいづくりに関する情報提供を行う。
展開方向

①介護予防が必要な高齢者を把握し、予防活動につなげていく。 ①独居者訪問や、各地区の高齢者なんでも相談室・民生委員等との連携により、対象者の把握に努める（随
②介護予防普及啓発事業として、出前講座による健康教育や、介護予防教室、遊具うんどう教室、介護予防 時）。
の講演会等を通じて、介護予防・認知症予防に関する知識の普及啓発、閉じこもり予防、生きがいづくりに 当該年度 ②出前講座（随時）、遊具うんどう教室（市内３会場、各会場月１回程度）、介護予防教室（年５回）の他
つなげていく。 執行計画 、介護予防に関する講演会（年１回）を実施していく。

(3)事業内容 内　　容

遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 想定値 1,300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 897

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,091 1,300

令和 2年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,350

令和 3年度 より多くの高齢者が生活機能の低下のサインや介護予防の重要性について学び、適切な予防策に取り組むことができる。 直接 遊具うんどう教室・介護予防教室・出前講座・講演会の参加者数 人 1,400

後期高齢者が増加していくことで、要支援・要介護認定を受ける高齢者割合の増加が見込まれる。より多くの高齢者に介護予防
(7)事業実施上の課題と対応 の知識を普及し、少しでも早い段階で介護予防に取り組んでもらうことが重要である。広報やﾁﾗｼの配布等を利用した啓発、既 代替案検討 ○有 ●無

存の地域活動組織を活かし、講座・講演会等の参加者を増やしていく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

臨時看護師賃金・交通費（1/2人分） 514 臨時看護師賃金・交通費（1/2人分） 514 0 臨時看護師賃金・交通費（1/2人分） 514 臨時看護師賃金・交通費（1/2人分） 514
健康生活月間講演会講師報償費 74 介護予防講演会講師報償費 74 60 介護予防講演会講師報償費 74 介護予防講演会講師報償費 74
消耗品　介護予防テキスト等 183 消耗品　介護予防テキスト等 184 165 消耗品　介護予防テキスト等 184 消耗品　介護予防テキスト等 184
健康生活月間ポスター・チラシ作成 206 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 213 200 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 213 介護予防講演会ポスター・ちらし作成 213
管理栄養士人件費 3,855 管理栄養士人件費 3,819 3,637 管理栄養士人件費 3,819 管理栄養士人件費 3,819
うんどう遊具撤去工事費 335 保健師人件費 1,415 1,298 保健師人件費 1,415 保健師人件費 1,415

うんどう遊具修繕料 719 670 うんどう遊具修繕料 719 うんどう遊具修繕料 719
実施内容 介護予防教室講師報償費 48 介護予防教室講師報償費 60 60 介護予防教室講師報償費 60 介護予防教室講師報償費 60

保健師人件費 1,342 通信運搬費 84 72 通信運搬費 84 通信運搬費 84
(8)施行事項

費　　用
臨時保健師等賃金・交通費 2,141 臨時看護師等賃金・交通費 1,892 1,868
（産休代替分） （育休代替分）

（補正）臨時看護師等賃金・交通費 △518
（含育休代替分）

【うんどう遊具撤去工事費３３５千円
は、補助対象外】

予算(決算)額 合　　計 8,698 合　　計 8,456 8,030 合　　計 7,082 合　　計 7,082
国庫支出金 補助率 20 ％ 1,672 補助率 25 ％ 2,114 2,007 補助率 25 ％ 1,770 補助率 25 ％ 1,770
県支出金 補助率 12.5 ％ 1,045 補助率 12.5 ％ 1,057 1,003 補助率 12.5 ％ 885 補助率 12.5 ％ 885
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,382 1,057 1,005 886 886

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,599 ■特会 □受益 □基金 □その他 4,228 4,015 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,541 ■特会 □受益 □基金 □その他 3,541
換算人数(人) 0.45 0.8 0.8 0.8 0.8
正職員人件費 3,960 7,040 7,040 7,040 7,040

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,197 5,234 5,234 5,234 5,234
臨時職員賃金額 2,655 2,406 2,406 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,658 15,496 15,070 14,122 14,122
(11)単位費用

9.74千円／人 11.92千円／人 16.8
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

2025年には団塊の世代が75歳（後期高齢）となり、医療や介護などの社会保障費が更に大きくふくらむと予測されている ●①事前確認での想定どおり
。また、少子高齢化により介護職の人材不足や介護離職などの人的な社会問題も懸念されている。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ できるだけ多くの高齢者が元気なうちから介護予防についての知識を持ち、一人一人が介護予防に取り組んでいくことが ○要
   背景は？(事業の必要性) 、健康寿命を延ばし、将来の介護給付費削減や人手不足の解消につながっていくと思われ、介護予防についての普及啓発 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

活動に力を入れていく必要がある。 高齢者が増加する中、一人一人が健康寿命の延伸に向け介護予防に取り組んでいくことが、将来的には介護給付削減にも
つながるため、今後も介護予防への意識啓発が必要である。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市民の要望に応じた内容をもとに介護予防についての情報提

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 供や健康体操などを取り入れ、より多くの方が介護予防に取
□その他 　促進された り組むための情報を得ることができた。

■④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

■市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 既存の地域組織を活用した事業を展開していく。 既存の地区組織を活用した事業を展開していく。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,091 1,300 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため各教室や出前講座等を中止したことに
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 897 69

より、参加者数が想定を下回ったため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 15,496 △2,838 15,070 97.25
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△22.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため各教室や出前

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 講座等を中止したことにより、参加者数が想定を下回っ

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 8.39 たため。

人 10万円 5.95 70.92

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は介護予防に関する知識の普及啓発を行うために必要な事業であることから、今後も引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2189 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 一般介護予防事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 16,014 千円 (うち人件費 7,040 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 15,496 千円 (うち人件費 7,040 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防につながる活動を支援



につながる活動を支援し、身近 要支援・事業対象者が介護予防・生活支援サービスを利用することで、自立した生活を送るとともに重度化
施策目的・

(2)目的 な場所で自ら介護予防に取り組むことができる環境を整えていきます。 事業目的 防止につなげていく。
展開方向

要支援認定、事業対象者が生活機能の維持・改善が出来るよう、各地区の高齢者なんでも相談室が行う介護 ①要支援・事業対象者に各地区の高齢者なんでも相談室が介護予防ケアマネジメント（アセスメント及びケ
予防ケアマネジメントに沿って介護予防・生活支援サービスを提供する。 アプランの作成）を行い、訪問型・通所型サービスを提供する。（随時）

当該年度 ②多様な担い手（シルバー人材センター、ＮＰＯ法人等）によるサービスを提供する。（随時）
執行計画 ③住民主体によるサービスの担い手の資質維持・向上に向け、研修や勉強会等の情報提供を事業者に行って

(3)事業内容 内　　容 いく（随時）。

要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値を下回る） 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 98.1

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値16.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100.7 100

令和 2年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値17.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100

令和 3年度 要介護認定に至らない高齢者の増加（認定率が推計値20.4％を下回る） 直接 １号被保険者の介護保険認定率/推定値 ％ 100

介護予防・日常生活支援総合事業における住民主体のｻｰﾋﾞｽを提供するにあたり、担い手の登録数は伸びているが、従来の有資
(7)事業実施上の課題と対応 格者によるサービスを継続して利用する者が大半であり、住民主体による担い手の活動が伸びていないことが課題である。高齢 代替案検討 ○有 ●無

者なんでも相談室及びケアマネジャーと連携しながら、住民主体のｻｰﾋﾞｽを効果的に効率よく活用できるよう支援していく。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

訪問型サービス事業費 67,139 訪問型サービス事業費 62,048 60,083 訪問型サービス事業費 69,548 訪問型サービス事業費 69,548
通所型サービス事業費 140,573 通所型サービス事業費 157,630 155,528 通所型サービス事業費 144,630 通所型サービス事業費 144,630
高額介護予防サービス費相当事業費 300 高額介護予防サービス費相当事業費 550 452 高額介護予防サービス費相当事業費 400 高額介護予防サービス費相当事業費 400
高額医療合算介護予防サービス費相当 200 高額医療合算介護予防サービス費相当 274 273 高額医療合算介護予防サービス費相当 200 高額医療合算介護予防サービス費相当 200
介護予防ケアマネジメント費 33,900 介護予防ケアマネジメント費 29,290 28,864 介護予防ケアマネジメント費 37,290 介護予防ケアマネジメント費 37,290
審査支払手数料 832 審査支払手数料 960 775 審査支払手数料 960 審査支払手数料 960

実施内容 臨時保健師等賃金・交通費 116 臨時保健師等賃金・交通費 103 53
（産休育休代替分） （産休育休代替分）

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 243,060 合　　計 250,855 246,028 合　　計 253,028 合　　計 253,028
国庫支出金 補助率 20 ％ 48,612 補助率 20 ％ 50,605 49,195 補助率 20 ％ 50,605 補助率 20 ％ 50,605
県支出金 補助率 12.5 ％ 30,382 補助率 12.5 ％ 31,625 36,896 補助率 12.5 ％ 31,628 補助率 12.5 ％ 31,628
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 30,383 △2,276 0 0 0

その他の財源 ■特会 □受益 □基金 □その他 133,683 ■特会 □受益 □基金 □その他 170,901 159,937 ■特会 □受益 □基金 □その他 170,795 ■特会 □受益 □基金 □その他 170,795
換算人数(人) 0.15 0.17 0.17 0.17 0.17
正職員人件費 1,320 1,496 1,496 1,496 1,496

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 116 512 512 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 244,380 252,351 247,524 254,524 254,524
(11)単位費用

2,443.8千円／％ 2,523.51千円／％ 2,523.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

団塊の世代が７５歳以上となる平成３７年には、さらに高齢化が進み、高齢化率も３２％を超えることが予想されます。 ●①事前確認での想定どおり
様々な支援を必要とする高齢者が増加する中、様々なニーズに合わせた生活支援の必要性が増していきます。高齢者の介 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 護予防に向け、サービス利用者としてだけでなく、支え手側に回り社会参加や社会的役割を持つことで、自らの介護予防 ○要
   背景は？(事業の必要性) につながり、要介護認定者の増加の抑制につながると考えます。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

実際の認定率が推計とほぼ相違ないため、引き続き必要である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 本事業は、介護保険制度において、市町村が実施する「地域

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 支援事業」に位置付けられているため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市は地域住民やシルバー人材センター、NPO法人等がサービ 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ス提供の担い手として、ニーズに合ったサービスを提供でき ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り る仕組みづくりを行う。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100.7 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

1号被保険者の要介護認定率が推計とほぼ相違なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 98.1 101.94
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 252,351 △7,971 247,524 98.09
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△3.26

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.04

％ 10万円 0.04 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業の実施にあたり、介護予防給付相当サービスの利用や、基準緩和サービスの利用が必要不可欠な事業となっているため、引き続き事業を
推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 2190 課コード 0508 会計種別 介護保険特別会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 健康福祉部・高齢者支援課

個別事業 介護予防・生活支援サービス事業の推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.17 人）
(1)事業概要

(当　初) 254,627 千円 (うち人件費 1,496 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 252,351 千円 (うち人件費 1,496 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 33202 重点５ ○有 ●無 (計画名) 第7期介護保険事業計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

高齢者が要介護・要支援状態になることなく元気に暮らせるよう、介護予防


